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第１章 要請の背景 
 
パレスチナ自治区においては、イスラエル政府による長期にわたる分離政策の影響により域

内移住や難民が多数発生している。人口は約374万人、うち160万人が難民として登録され、人
口の65％は貧困線（２USD／日）未満の生活をしている（2003 保健庁）。初婚年齢は低く（女
性19歳、男性23.6歳）、合計特殊出生率は3.89、人口増加率は年2.4％（2003 保健庁）と高い。 
パレスチナ自治政府は、過去２回にわたり５ヵ年計画の「国家戦略保健計画」を策定した実

績を有するが、2004年から2008年の５ヵ年計画はインティファーダの影響を受け、まだ策定さ
れていない。しかしながら、保健庁（Ministry of Health：MOH）としての優先課題は策定され
ており、母子保健（Maternal and Child Health：MCH）、リプロダクティブヘルス（Reproductive 
Health：RH）は同優先課題に一致する。女性の健康と開発局が作成した優先課題によれば、RH
をプライマリーヘルスケア（Primary Health Care：PHC）レベルで拡大すること、若者の健康、
男性の巻き込み、女性の公正（Equity）について住民の意識を高めること、RHプログラムのマ
ネジメント能力の向上などがあげられている。また、子どもの健康については、今後７年間

（2004年から2010年）の活動の優先項目の中に、母子保健サービスの改善があげられている。
保健庁は産前産後のケア、家族計画、RHサービスの拠点として母子保健センター（MCH/PHC
センター）を設置しており、ガザでは一部家庭訪問も実施している。 
妊産婦死亡率（Maternal Mortality Rate：MMR）は、保健庁発表では10万対12.7（2003 保健

庁）であるが、世界保健機関（World Health Organization：WHO）／国連児童基金（United Nations 
Children's Fund：UNICEF）／国連人口基金（United Nations Population Fund：UNFPA）（2005）
による2001年のMMR推計値は100であり、死亡届システムに混乱があることが見受けられる。
同じく５歳未満乳幼児死亡率は保健庁統計では1,000対20（2003 保健庁）に対し、UNICEFで
は27（2005 UNICEF）であり、実際の母子保健は厳しい状況にあるものと予測される。妊婦の
32.5％、生後９か月以下の乳児の40.5％に貧血がある（2003 保健庁）など、貧困による母子保
健への影響が指摘される。一方、分離壁や外出禁止令が女性の行動を阻害し、母子保健に深刻

な影響を与えていることも推測される。 
他方、人口の３分の１を占める青少年は、内戦の影響で就学機会、就職機会を失ったうえ、

行動や移動の制限、レクリエーションの欠如などにより、極度に不利益を被っている。青少年

のためのRHカウンセリングのサービスも不足している。また、貧困、不安定な状勢、紛争など
は青少年の健全なジェンダー意識の育成を阻んでいる。このため、保健庁ではUNICEFや
UNFPAと連携し、青少年のRHプログラムにも取り組んでいる。 
かかる背景を受け、パレスチナ自治政府は日本政府に対し、母子保健に焦点を当てたRH向上

プロジェクトを要請した。本案件ではMCH/PHCセンターの機能を強化するとともに、女性に
対する家庭訪問、若者や男性に対するワークショップなどによってRHに関する啓発を行い、対
象地域全体の母子保健とRHの向上を目指すものである。 
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第２章 広域企画調査員による事前の調査 
 
プロジェクト実施協議に先立ち、JICAヨルダン事務所付の佐藤都喜子広域企画調査員により

標記プロジェクトの形成及び事前評価に関する調査が実施された。広域企調査員による現地調

査は、以下のような日程で行われた。現地調査ではパレスチナ自治政府の国家政策における母

子保健、RHに関する政策、現状、援助機関の動向などにつき情報を収集し、保健庁や関係援助
機関との協議を実施したうえで、新規プロジェクト案及びプロジェクト・デザイン・マトリク

ス（Project Design Matrix：PDM）の大枠が合意された。新規プロジェクト案及びPDM案は、
2005年５月３日に日本政府に対し提出されたパレスチナ自治政府保健庁からの要請書に反映
された。 
現地調査結果の詳細については、付属資料２を参照のこと。 

 
〈広域企画調査員による事前の調査〉 

日 付 調査内容 
2004年 
７月25日～７月31日 

・パレスチナ・プロジェクト形成調査団に保健医療担当団員として参加 
・PHC分野を中心とした案件発掘 

９月12日～９月17日 ・パレスチナ保健医療のニーズを確認 
・パレスチナ側から要請があがっている性感染症対策のニーズを確認 
・上記ニーズをもとに要請案件につき再度検討し新たな枠組みを協議 

10月３日～10月７日 ・前回の調査のフォローアップ 
・関係諸機関との新規プロジェクト（案）についての検討 

10月25日～10月27日 ・前回までの調査のフォローアップ 
・関係諸機関との新規プロジェクト（案）についての検討、合意 
・関連援助機関からの情報収集 

2005年 
１月31日～２月２日 
２月６日～２月９日 

・プロジェクト形成調査団（GIS、ジェリコ地域開発）に係る事前の準備
・保健庁との協議 
・関連援助機関との活動調整 
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第３章 実施協議調査 
 
３－１ 調査団派遣の経緯と目的 
第２章で記載したとおり、2004年７月から2005年２月にかけて、JICAヨルダン事務所付の佐

藤都喜子広域企画調査員により標記プロジェクトのプロジェクト形成及び事前評価に関する調

査が実施された。同調査結果を受けて、2005年５月３日にパレスチナ自治政府から日本政府に
対し本プロジェクトの正式な要請書が提出され、また同年５月23日、JICAの緒方理事長がパレ
スチナを訪問し、母子保健分野での技術協力プロジェクトを2005年中に開始することを表明し
た。 
このような経緯を受けて、2005年６月13日から22日にかけて実施協議調査団を派遣すること

とした。同調査団の方針、調査目的は以下のとおりである。 
 
（１）調査方針 

本プロジェクトはジェリコ地域総合開発計画の一環として他の関連プロジェクト等と連

携を図り、実施することとする。また、本プロジェクトに関しては既にヨルダン赴任中の

広域企画調査員によりPDM（案）の作成や事前評価が実施済みであることを踏まえ、以下
の方針で調査を行う。 
１）パレスチナ自治政府の国家政策における母子保健、RHに関する政策、現状、援助機関
の動向などにつき情報を確認し分析を行う。 

２）ワークショップを実施し、PDM（案）、活動計画（Plan of Operation：PO）案につい
て合意を得る。特に、初年度のPOに関しては、詳細に策定する。 

３）専門家の免責、免税特権等に関し、地域部及び事務所とパレスチナ自治政府との協議

状況を踏まえ、最終的な確認を行う。 
４）カウンターパート等の配置やプロジェクトの実施体制につき協議し、合意を得る。 
５）上記１）～４）に関して基本的な合意、確認ができた場合は、R/Dを署名、交換する。 

 
（２）調査目的 

１）パレスチナ自治政府関係者（保健庁）及び関係機関（UNICEF、UNFPA、USAIDなど）
から聞き取り調査を行い、次の項目に関する情報の収集、整理、及び分析を行う。 
ａ）パレスチナ自治政府の実施体制、及び関係政府機関の役割 
ｂ）パレスチナ自治政府保健庁の母子保健、RHに係る政策及び実施計画に係る取り組み
状況、特にプロジェクト対象地域における現状 

ｃ）他援助機関による母子保健、RHに係る援助計画、実施案件の状況 
・UNICEFとの今後の連携のあり方について確認 
・UNFPAとの今後の連携のあり方について確認 
（特に、UNICEF及びイタリア援助庁とは母子健康手帳作成における連携、役割分
担について合意を得る。） 

ｄ）プロジェクト実施により期待される成果、インパクト 
２）広域企画調査員による調査の結果に基づき要請書として提出されたPDM枠組み（案）
（付属資料３参照）をもとに、ワークショップを開催し、PDMの内容及びPOにつき関
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係者の合意を得る。参加者は保健庁PHC局、健康促進・健康教育局、女性の健康と開発
局、国際協力局ほかから15名程度、及び調査団員） 
ａ）上位目標、プロジェクト目標の確認 
ｂ）対象地域、裨益対象の確認 
ｃ）成果と活動内容 
ｄ）外部条件 
ｅ）活動計画、投入計画 

３）初年度の活動に関し、次の事項について合意を得る。 
ａ）初年度の活動スケジュールの詳細 
ｂ）初年度の本邦研修の研修内容と研修員の人選方法、資格要件等 
ｃ）初年度のヨルダン第三国研修の研修内容と研修員の人選方法、資格要件等 

４）調査内容をもとに既に広域企画調査員の調査を踏まえ準備されたプロジェクト事前評

価表（案）を改定する。 
５）専門家の免責、免税特権等については、JICA中東・欧州部、JICAパレスチナ事務所と
パレスチナ自治政府との協議状況を踏まえ、最終的な確認を行う。 

６）カウンターパート等の配置やプロジェクトの実施体制につき協議し、合意を得る。特

に、ジェリコ地域総合開発との関連を踏まえたうえで、プロジェクトの運営体制、事務

所設置、運営委員会の構成等を確認する。 
７）上記１）～６）に関して基本的な合意、確認ができた場合は、R/Dを署名、交換する。 

 
３－２ 調査団の構成 

氏 名 担 当 所 属 

米山 芳春 総括 JICA人間開発部母子保健チーム長 

佐藤 都喜子 域内協力 JICAヨルダン事務所広域企画調査員 

萩原 明子 母子保健／リプロダクティブヘルス JICA人間開発部母子保健チーム特別嘱託

久田 純子 協力企画 JICA人間開発部管理チーム 
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３－３ 調査団派遣期間 
2005年６月13日～2005年６月21日まで（ただし、萩原団員については、６月15日～22日）。 
月日 曜日 時 間 内   容 備 考 
6/12 日 11:10→

16:35 
東京（JL405）→パリ  

6/13 月 10:20→
15:55 

パリ（FA1620）→テルアビブ 
JICAパレスチナ事務所及び団内打ち合わせ 

佐藤広域企画
調査員ヨルダ
ンより合流 

9:50～ イスラエル外務省表敬（エルサレム） 
11:45～ 保健庁表敬（ラマラ） 
12:50～ 保健庁PHC局協議（ラマラ） 
15:15～ UNRWA協議（エルサレム） 
18:20～ 在イスラエル日本大使館協議（テルアビブ） 

6/14 火 

19:20～ JICAパレスチナ事務所報告（テルアビブ） 

 

9:20～ 計画庁表敬（ラマラ） 
10:35～ 保健庁（PHC局）協議（ラマラ） 
12:00～ 保健庁（女性の健康と開発局）協議（ラマラ） 
14:10～ UNFPA協議（エルサレム） 
15:55～ UNICEF協議（エルサレム） 

6/15 水 

19:00～ JICAパレスチナ事務所報告（テルアビブ） 

JICA パ レ ス
チナ事務所報
告終了後、萩
原特別嘱託合
流 

9:00～ USAID情報収集（ラマラ） 
11:50～ イタリア援助庁情報収集（エルサレム） 
13:20～ ジェリコMCHセンター視察（ジェリコ） 

6/16 木 

15:00～ 新ジェリコ病院視察（ジェリコ） 

佐藤広域企画
調査員ヨルダ
ンへ帰国 

6/17 金 10:00～ JICAパレスチナ事務所及び団内打ち合わせ〔PDM（案）修正〕 
ワークショップ準備、作業等（テルアビブ） 

 

6/18 土 10:20～ 保健庁C/PとPDM策定のためのワークショップ（ラマラ）  
10:05～ R/D（案）に関する計画庁への報告（ラマラ） 
11:20～ R/D（案）に関する保健庁副大臣への報告（ラマラ） 
12:00～ R/D署名（ラマラ） 

6/19 日 

13:00～ 合同昼食会（ラマラ） 

 

10:00～ 在イスラエル日本大使館への報告（テルアビブ） 6/20 月 
17:00→ テルアビブ（AF1621）→(パリ経由(JAL5056)） 

 

10:00～ ドナーミーティング（計画庁、ラマラ） 
17:00→ テルアビブ（AF1621）→(パリ経由(JAL5056)） 

6/21 火 

→18:00 →東京 

 

6/22 水 →18:00 →東京  
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３－４ 主要面談者 
（１）パレスチナ側 

１）保健庁（MOH） 
Dr. Anan W. Masri Deputy Minister 
Dr. Majed Abu Ramadan Director General 
 International Cooperation (Gaza) 
Dr. Qasem Maa'ni Director General 
 International Cooperation (West Bank) 
Dr. As'ad Ramlawi Director General, Directorate of Primary Health Care and 

Public Health 
Dr. Obaida Qumhiyeh Director of Community Health Department 
Ms. Hala Tamimi Director Nurse 
Ms. Taghreed Hijaz MCH Supervisor, West Bank 
Ms. Wijdan Aweidah Siam Director General, Directorate of Women's Health and 

Development 
Dr. Souzan Abdu Directorate of Women's Health and Development 
Dr. Lobna Elsader Directorate of Women's Health and Development 
Dr. Wafa'a Abu Lebdah Directorate of Women's Health and Development 
Prof. Dr. Zahera Habash Directorate of Health Promotion and Health Education 
Dr. Kamal Jaber Telefa Director, Jericho Public Health Department 
Dr. Isaeran Khamis Jericho Public Health Department 
Dr. Anani Arab Senior Medical Officer, Jericho Public Health Department 
Ms. Raiqa Haddad Head Nurse, Jericho Public Health Department 
Mr. Ibrahim Dajani Administration Manager, New Jericho Hospital 
Mr. Mustafa Hmedat Biomedical engineer, New Jericho Hospital 

２）計画庁（MOP） 
Dr. Samih Al-Abed Deputy Minister 
Dr. Cairo Arafat Director General, Aid Management and Cooperation 
Mr. Ibraheem Abud Elraheem Director, North, South America and Far East Countries 

３）地方自治庁（Ministry of Local Government） 
Dr. Hussein Al-Araj Deputy Minister 

 
（２）イスラエル側関係者 

１）イスラエル外務省（Ministry of Foreign Affairs：MOFA） 
Mr. Meron Reuben Director of External Relations. 

 
（３）ドナー関係者 

１）国連児童基金（UNICEF） 
Mr. Dan Rohrmann Special Representative 
Dr. Danisa-Elena Lonete Health Director 
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Mr. Tibebu Haile Salassie Senior Programmed Officer 
Ms. Bana Kaloti 
Ms. Najwa Rizkallah Nutrition Officer 

２）国連人口基金（UNFPA） 
Mr. Hafedh Chekir Representative 
Ms. Laila Baker Assistant Representative 
Dr. Sana K. Shadid Project Officer (RH) 

３）国連パレスチナ難民救済事業機関（UNRWA） 
Dr. Husam E.Siam Chief Field Health Program 

４）世界保健機関（WHO） 
Dr. Ambrogio Manenti Head of Office 

５）イタリア援助庁 
Dr. Rino Pappagallo Director 
Ms. Sawsan BatatoNational Health Consultant 

６）米国国際開発庁（USAID）（ハナン・プロジェクト） 
Dr. Richard Moore Project Director 
Dr. Rand Salman Director of Technical Operations 

７）世界銀行（WB） 
Dr. Anne Johansen Senior Health Specialist 

 
（４）日本側関係者 

１）在イスラエル日本大使館 
横田 淳 特命全権大使 
水内 竜太 参事官 
新村 出 一等書記官 
大崎 光洋 二等書記官 

２）JICAパレスチナ事務所 
成瀬 猛 所 長 
三好 浩樹 企画調査員 
酒本 和彦 企画調査員 
Ms. Dima Hammudeh 現地職員（ラマラフィールドオフィス） 

 
３－５ 調査結果の概要 
調査団は、2005年６月13日より20日までパレスチナ自治区を訪問し、同自治政府から要請の

あった標記プロジェクトに関して、関係援助機関等から情報収集を行うとともに、パレスチナ

保健庁や計画庁と協議及びワークショップを実施し、プロジェクトの枠組みについて合意を得

るに至った。合意した事項については、R/Dにまとめ、19日、保健庁副大臣との間で署名交換
を行った（計画庁副大臣も立会人として署名）。 
調査結果の概要は次のとおり。 
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（１）パレスチナ自治政府との協議、合意事項 
調査団は、2005年６月14日～19日まで、保健庁との協議・ワークショップを次のとおり

実施し、プロジェクトの枠組みについて合意したため、６月19日保健庁副大臣との間でR/D
への署名交換を行った（計画庁副大臣も立会人として署名）。 
・６月14日 保健庁副大臣表敬、国際協力局長との協議、PHC局長他と協議 
・６月15日 保健庁PHC局、女性の健康と開発局、健康教育局 
・６月18日 保健庁関係部署とのワークショップ 
・６月19日 計画庁との協議、R/D署名交換 
本プロジェクトについては、JICAヨルダン事務所に赴任中の佐藤広域企画調査員による

数回にわたる調査及び協議により、プロジェクトの大枠（PD案の主要部分）については関
係者との合意ができていたため、その案を確認していく形で協議を行った。また、本プロ

ジェクトのコンセプト、対象地域の考え方、プロトコール及びガイドライン・母子健康手

帳の活動の進め方、成果測定の指標などについて、協議およびワークショップを通して合

意形成を図った。 
主な合意事項は次のとおり（ワークショップ協議結果は付属資料４の(2)のとおり）。 

１）協力期間 
2005年８月１日～2008年７月31日 

２）対象地域 
パレスチナ自治区全域（ヨルダン川西岸及びガザ地区） 

３）パイロット地域 
ジェリコ県及びラマラ県の一部 

４）プロジェクトの枠組み（上位目標、プロジェクト目標、成果、活動、投入、外部条件、

対象ターゲット等）（付属資料５のPDMのとおり）。 
５）プロジェクトの実施体制 

プロジェクトダイレクター：保健庁副大臣 
プロジェクトマネージャー：保健庁PHC局長 
実施機関：保健庁PHC局地域保健課（実施機関） 
調整機関：保健庁女性の健康と開発局、健康教育促進局 
合同調整委員会：R/D記載のとおり。 

 
３－６ 協力実施上の留意事項 
（１）ジェリコ地域総合開発との関係 

JICAは、ヨルダン川西岸のジェリコ地域において、本プロジェクト以外にジェリコ地域
開発マスタープラン（開発調査）、地方自治行政支援（技術協力プロジェクト）、廃棄物

管理・処理技術向上（技術協力プロジェクト）の３つのプロジェクトを2005年度より開始
する予定である。本プロジェクトの協力対象地域はパレスチナ自治区全域（ヨルダン川西

岸とガザ地区）であるが、母子健康手帳の導入や地域レベルでのRH啓発活動などについて
は、「ジェリコ県及びラマラ県の一部」をパイロット地域とし活動を実施する計画であり、

ジェリコ市及びジェリコ県でのパイロット活動については、JICAのジェリコ地域総合開発
プログラムの一環として位置づけて実施することとしている。今後、特に同パイロット地
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域でのモデル活動については、同地域総合開発プログラムの一環であることを念頭に、他

プロジェクトと密接に情報交換と連携を図りつつ進めていくことが望ましい。 
特に、本調査は、地方自治行政支援プロジェクトの調査と一部合同で実施したが、保健

分野と地方自治との連携は将来的には特に重要となってくる可能性がある。現時点では、

保健サービスにおける地方自治体の関与は皆無に近く、保健庁の出先機関が保健サービス

を実施している状況であるが、将来的には徐々に地方自治体へサービスが移管される可能

性もありうると思われる。その観点から、現段階より地方自治行政支援プロジェクトとの

密接な連携を進めていくことは適切であると考える。 
 
（２）プロジェクトのコンセプトとガイドライン等の策定方針について 

本プロジェクトのコンセプトは、従来別々に進められてきたRHと母子保健（特に子ども
の健康）をインテグレートし、推進していく点である。母子保健サービスのためのプロト

コールやガイドラインの作成においては、既に保健庁女性の健康と開発局が作成済みのRH
プロトコール・ガイドラインがあるので、その内容を踏まえつつ重要部分を取り出し、子

どもの健康と合体させたうえで、実際に現場レベルで保健医療従事者が使用しやすい簡便

なプロトコール・ガイドラインを作成する予定である。保健庁副大臣からも、作成された

プロトコール・ガイドラインが使われずに埃をかぶることがないよう強く念を押されたほ

か、実務レベルとのワークショップでも、プロトコール・ガイドラインはチェックリスト

のようなより実践的で簡便なものにすることが提案されている。プロトコール・ガイドラ

インの作成においては、それらの意見、現場のニーズを十分踏またうえで、実際に現場で

活用されるものを作る視点を十分に入れて作成するとともに、現場での研修・フォローア

ップにも力を入れていくことが望まれる。 
 
（３）対象地域の考え方 

本プロジェクトは、PDMでもわかるとおり、活動に応じてパレスチナ自治区全域を対象
とするものとパイロット地域（ジェリコ県及びラマラ県の一部）を主な対象とする活動と

に分かれている。パイロット地域で実施するモデル活動については、基本的にはパイロッ

ト地域で成果を出すことが協力期間中の到達目標であるが、保健庁からは随時成果を他地

域へ展開するよう求められている。パイロット地域での活動の状況によっては、協力期間

中においても、パイロット地域での成功事例を他地域へ展開していく保健庁側の努力に対

して、可能な範囲で側面支援していくことが望ましい。特に、ガザ地区においては、2005
年８月のイスラエル軍撤退以降すみやかに支援を開始すべきとの意見もあるので、その際

迅速な対応ができるよう、そのための体制整備についても十分準備をしておくことが望ま

れる。 
 
（４）母子健康手帳の活動の進め方、UNICEFとの連携 

母子健康手帳については、調査団到着の１～２週間前に、同手帳作成に係る日本政府か

らUNICEFを通じた無償資金協力に関して、日本政府とUNICEFとの間で合意文書が締結さ
れたことが判明した。その合意文書では、UNICEFは１年の間に母子健康手帳のドラフト
作成、パイロット地域での試験的導入などを実施する予定であり、母子健康手帳に係る活

動は当初調査団が思い描いていたより早いテンポで進む可能性が出てきている。 



－10－ 

今回、保健庁及びUNICEFとの協議においては、JICA、保健庁、UNICEFの三者でワー
キンググループを作って母子健康手帳をドラフトしていくこと、その過程ではJICA専門家
が関与するとともに日本での本邦研修なども効果的に活用することなどについて意見の一

致をみた。ついては、母子健康手帳の作成・普及において、日本及びJICAのプレゼンスを
出していくためにも、なるべく早い段階において、母子健康手帳専門家の派遣や担当者の

本邦研修を実現させることを検討すべきである。また、母子健康手帳をパレスチナ全域に

持続的に導入していくためには、保健システムにおいてきちんと位置づけられることが必

要であるとともに、将来的な資金リソースの見通しも考慮に入れて保健庁やUNICEFなど
国連機関との役割分担を検討していく必要がある。UNICEFのタイムフレームを考えると、
母子健康手帳に関する活動は今後１年間が勝負であるところ、ガイドライン等他の活動よ

り先んずる形とはなるものの、スピーディな対応を図っていくことが望ましい。 
なお、母子健康手帳へJICAのロゴを入れる件についても打診してみたところ、保健庁担

当者から全面的な賛同を得ることができた。 
 
（５）２次病院への協力について 

本プロジェクトは、原則、PHCレベルにおける母子保健及びRHの向上を図るものであり、
２次病院の改善は目標としていない。しかしながら、保健庁副大臣からは、たびたび２次

病院への協力についても口頭による要望が出された。調査団としては、PHCの改善のため
に病院を活用していく観点から、病院における健康教育や地域の保健医療従事者への研修

などの活動については前向きに支援を検討したい旨表明しており、保健庁関係者もその考

え方に基本的な合意を示している。 
ただし、パイロット県にある新ジェリコ病院を訪問した際、同病院では、上述したPHC

改善のための活動などについては現在活動がなされていないことが判明するとともに、関

心の表明もあまりなされなかった。今後活動を進めるにあたっては２次病院への介入を検

討することとなるが、PHCレベルの活動に病院をどう関与させていくか、その点を課題と
して対策を考えていく必要がある。 

 
（６）UNRWAとの関係 

ジェリコ市では、人口約２万人のうち、7,000人程度がUNRWAの管理する難民キャンプ
に居住している。保健庁は難民キャンプ内では保健サービスを行っていないため、同キャ

ンプ内は直接的なプロジェクトの対象地域には入らないことになっている。 
しかしながら、将来的な方向性を考えると、保健庁が管轄する地域、UNRWAが管理す

る地域、双方の保健・RHのサービスを調和させていくことが重要である。保健庁とUNRWA
は、過去に予防接種拡大プログラム（Expanded Program of Immunization：EPI）において
共通のEPIカードを作成した経験を持っており、プロトコールやガイドライン、母子健康
手帳の導入などについても、同様に調和・連携を図ることは十分可能と考えられる。保健

庁副大臣やUNRWA保健担当との協議でも、双方が保健庁、UNRWAとの連携について前
向きな回答をしている。ついては、本プロジェクトにおいても、UNRWAとの情報交換に
ついて常に心がけることとし、また可能であれば両者の調整を図りながら母子健康手帳等

の導入など双方で実現させていくことも検討することが望まれる。 
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（７）その他国際機関との連携 
本プロジェクトでは、UNICEF、UNRWAなどとともに、UNFPAやUSAID(事業実施は

ジョンスノーなどのNGO)との連携も検討されている。女性への家庭訪問などにおいては、
UNFPAの産後ケアのプログラムとの連携が可能であり、積極的な連携を検討していくべき
である。 
なお、パレスチナにおいては、多くのドナーが類似分野の協力を開始しているため、今

後も引き続き他ドナーとの協調、重複の回避に留意していく必要がある。2005年６月21日、
保健分野のセクター会合が開催され、萩原調査団員が本プロジェクトの紹介を行った。今

後とも同セクター会合などを活用して、日本の協力の紹介を行っていくとともに他ドナー

との協調を図っていくことが望まれる。 
 
３－７ 今後の進め方への提言 
（１）今後のスケジュール（暫定案） 

現段階での本プロジェクトの実施スケジュールは次のとおり。 
2005年８月下旬～９月中旬：チーフアドバイザー、母子保健マネジメント、母子健康手

帳の専門家を派遣 
合同調整委員会実施 

11月～１月：本邦研修（母子保健マネージメント、母子健康手帳など） 
2006年１月～２月：ヨルダンでの第三国研修（啓発など） 
３月：合同委員会（活動のレビュー、次期計画の予定作成など） 

 
当面、専門家派遣のためのパレスチナ側からの要請書（A1フォーム）をすみやかに取り

付けることが必要である。ただし、保健庁副大臣より、要請書発出の前に合同調整委員会

を実施すべし、との意向が示される可能性もあり、その場合は2005年８月下旬の派遣は調
査団ベースで対応するなど柔軟に対処すべきであろう。また、車両購入などについても近々

実際に生じる可能性があるので、免税などに係る関係機関との協議も同時並行で進めてい

くことが望ましい。 
 
（２）実施体制について 

本プロジェクトでは当面長期専門家の派遣は行わず、短期専門家のシャトル型派遣を実

施する予定である。また、ジェリコ地域総合開発プログラムの円滑な運営のために、ジェ

リコやラマラにフィールドオフィスなどを設置し、企画調査員や在外専門調査員などを配

置する計画も検討されている。 
当面は、プロジェクトの経理を誰が実施するか、治安面も考慮したうえで専門家の移動

手段などをどうするかなどについて差し迫った課題であるので早急に解決が必要である。

プロジェクトの支援体制として、複数の技術協力プロジェクトを担当するプログラム調整

員の派遣や経理を専門とする現地スタッフの雇用など、早急に何らかの措置が必要であり、 
JICAパレスチナ事務所とJICA本部関係事業部との間で密接に連絡を取り合い、一つ一つの 
課題を順番に整理をしておくことが望まれる。 
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第４章 事業事前評価表 
 
１．案件名：パレスチナ母子保健に焦点を当てたリプロダクティブヘルス向上プロジェクト
２．協力概要 
（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述： 

本プロジェクトは、パレスチナ自治区全域（ヨルダン川西岸地区及びガザ地区）を対
象地域とし、保健医療従事者の訓練に加え、母子保健行政のマネジメントの改善や母子
健康手帳の普及活用などを通じて、母子保健・リプロダクティブヘルス（以下、「RH」）
サービスの向上を図ることを目標とする。また、同時に、パイロット地区（ジェリコ県
とラマラ県の一部）で、女性に対する家庭訪問、若者や男性に対する啓発ワークショッ
プなどの活動を実施することによって、母子保健、RHのサービスがより多くの住民に利
用されることも目標とする。なお、パイロット地区での活動は、パレスチナ自治区全域
において女性と子どもの受診行動向上のためのモデルとすることを前提に実施するもの
である。 
また、母子保健・RHサービスの向上を図るにあたっては、主要なRH課題を取り込むこ

とに留意するとともに、子どもの健康にも重点を置くこととする。 
 
（２）協力期間 

2005年８月１日～2008年７月31日 
 
（３）協力総額（日本側） 

１億6,000万円 
 
（４）協力相手先機関 

（実施機関）保健庁プライマリーヘルスケア（PHC）局 
（関係機関）保健庁女性の健康と開発局、保健庁健康教育局、計画庁 

ジェリコ県、ジェリコ市、新ジェリコ病院等 
 
（５）国内協力機関 

日本赤十字九州国際看護大学、他 
 
（６）裨益対象者及び規模、等 

・直接裨益者：保健庁にて母子保健に関わる行政官約50名、パレスチナ自治区全域にお
ける保健庁・家庭訪問員（Village Health Worker）約50名、パイロット地区における母
子保健センター／プライマリーヘルス・センター（以下、「MCH/PHCセンター」）の
スタッフ約60名、リプロダクティブ年齢の女性住民（15～49歳）約18,000人と子ども
（０～５歳）約16,000人、及び男性住民約2,000人。 

・間接裨益者：パレスチナ自治区全域の保健庁スタッフ、MCH/PHCセンター・スタッフ
及び母子保健・RHサービスを利用できる女性住民（15～49歳）約50万人と子ども（０
～５歳）約35万人、国連パレスチナ難民救済事業機関（以下、「UNRWA」）が管轄し
ている難民居住地区の住民を除く。 

３．協力の必要性・位置付け 
（１）現状及び問題点 

パレスチナ自治区においては、イスラエル政府による長期にわたる占領、分離政策の
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影響により域内移住や難民が多数発生している。人口は約374万人、うち160万人が難民
として登録され、人口の65％は貧困線（２USD／日）未満の生活をしている（2003 保健
庁）。初婚年齢は低く（女性19歳、男性23.6歳）、合計特殊出生率は3.89、人口増加率は
年2.4％（2003 保健庁）と高い。 
妊産婦死亡率（以下、「MMR」）は保健庁発表では10万対12.7（2003 保健庁）である

が、WHO/UNICEF/UNFPA（2005）による2001年のMMR推計値は100であり死亡届シス
テムに混乱があることが見受けられる。同じく５歳未満乳幼児死亡率は保健庁統計では
1,000対20（2003 保健庁）に対し、UNICEFでは27（2005 UNICEF）であり、実際の母子
保健は厳しい状況にあるものと予測される。妊婦の32.5％、生後９か月以下の乳児の
40.5％に貧血がある（2003 保健庁）など、貧困による母子保健への影響が指摘される。
一方、分離壁や外出禁止令が女性の行動を阻害し、母子保健に深刻な影響を与えている
ことも推測される。 
他方、人口の３分の１を占める青少年は、内戦の影響で就学機会、就職機会を失った

うえ、行動や移動の制限、レクリエーションの欠如などにより、極度に不利益を被って
いる。青少年のためのRHカウンセリングのサービスも不足しており、また、貧困、不安
定な状勢、紛争などは青少年の健全なジェンダー意識の育成を阻んでいる。このため、
保健庁ではUNICEFやUNFPAと連携し、青少年のRHプログラムにも取り組んでいる。 
パレスチナ自治区には619のMCH/PHCセンターがあり、391は保健庁施設、 51は

UNRWA施設、177はNGOの施設である。そのうち、228の保健庁管轄MCH/PHCセンター
と51のUNRWAクリニックで母子保健・RHサービスが供給されている。ジェリコ県にお
いては、10のPHCセンター（うち５箇所はVillage Health Room）と５のMCHセンターが、
ラマラ県においては、７のPHCセンターと34のMCHセンターが保健庁の管轄下にある。
施設数には恵まれているものの、母子保健・RHサービスには以下の問題点が今後の課題
としてあげられる。 
１）RHサービスにはプロトコールとガイドライン*1があるが、母子保健サービスにはそ
れらがなく、産前・産後、出産、新生児、乳幼児のケアも標準化されておらず、施設
によってサービス内容が異なることもある。 

２）過半数の女性は、妊娠初期にはNGOクリニックなどを利用し、妊娠後期以降保健庁
のMCH/PHCセンターを利用する。複数医療機関において、産前産後や出産の記録方法
が標準化されておらず、また産後ケアや乳幼児健診の利用率が低く、母子が継続した
サービスを受けることに支障が生じている。 

３）産前産後、３歳までの乳幼児健診は無料で受けることができるにもかかわらず、受
診率が低い（産前34％、産後11％、乳幼児31％、パレスチナ自治区全体）。女性をは
じめ住民全体に、妊娠出産のリスクに対する意識が乏しいこと、乳幼児の発育・発達
に対する関心が薄いこと、そして分離壁や外出禁止などがその原因となっているもの
と推察される。 

４）予防接種以外の乳幼児の健康に対する関心は一般に薄く、また乳幼児の死亡率は農
村部で高いため、アウトリーチ・プログラムによる啓発活動が必要である。 

５）分離壁や公共交通機関の麻痺などのため、保健庁スタッフによるMCH/PCHセンター
のモニタリング、監督が困難である。代替案として、MCH/PHCセンター・スタッフの
自己評価や患者満足度の導入が必要である。 

 
*1 プロトコールとガイドライン：医療におけるプロトコールとガイドラインはほぼ同義で、予防、診断、
治療に関わる判断、意思決定に必要な科学的根拠（Evidence）を与えるための文書を指す。医療サ
ービスの標準化、質の向上、リスク低減のために活用されることも多い。 
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（２）相手国政府国家政策上の位置付け 
パレスチナ自治政府は2005年から2007年までを対象とする「中期開発計画（MTDP）」

を策定し、貧困削減、失業率の低減、社会基盤の整備、政府機能の回復を目標に置いて
いる。また、保健庁としての優先課題も策定されており、母子保健、RHの改善は同優先
課題に一致する。保健庁女性の健康と開発局が作成した優先課題には、RHをPHCレベル
で拡大すること、若者の健康、男性の巻き込み、女性の公正（Equity）について住民の意
識を高めること、母子保健プログラムのマネジメント能力を向上すること、などがあげ
られている。また子どもの健康については、今後７年間（2004年から2010年）の活動の
優先項目の中に、子どもの健康改善を含めた母子保健サービスの改善があげられている。
保健庁は産前産後のケア、家族計画、RHサービスの拠点として母子保健センターを設置
しており、一部地区では家庭訪問も実施している。 

 
（３）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける

位置付け） 
日本政府は、2005年１月、パレスチナに対する援助方針として、①人道支援、②自治

政府改革支援、③信頼醸成、④経済自立支援の４つを発表しているが、本プロジェクト
はその中の「①人道支援」に位置づけられる。JICA国別事業実施計画においては、対パ
レスチナ開発課題の一つである「生活基盤の改善」に位置づけられており、重点課題の
一つである。また、本プロジェクトは妊産婦や乳幼児の健康の改善を上位目標とするも
のであり、日本政府及びJICAが重点を置いているミレニアム開発目標（MDGs）達成へ
の貢献に直接的に資する案件である。 

JICAはジェリコをモデル地域としたプログラム型の協力「ジェリコ地域開発」を進め
ており、本プロジェクトのほか、「地方行政制度の改善」「廃棄物管理・処理技術向上」
の２件の技術協力プロジェクトと１件の開発調査「ジェリコ地域開発計画マスタープラ
ン」を実施する予定である。本プロジェクトのジェリコ県をモデル地区とした活動につ
いては、同「ジェリコ地域開発」プログラムの一環として、他の関連プロジェクト等と
連携を図り実施する予定である。同プログラムでは、ジェリコ市やジェリコ県をモデル
とし、保健医療や環境改善をエントリーポイントに地方行政サービスの向上にも働きか
ける計画であり、これにより、パレスチナ自治区の独立を見据えた将来的な地方行政の
基盤作りにも、併せて貢献することが期待される。 

４．協力の枠組み 
〔主な項目〕 
（１）協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 
プロジェクト目標： 
目標１）：パレスチナ自治区全域（ヨルダン川西岸地区とガザ地区）において、母子

保健・RHサービスが向上する。 
目標２）：パイロット地区（ジェリコ県とラマラ県の一部）において、より多くの女

性と子どもが改善された母子保健・RHサービスを利用する。 
 

（注）目標２）のパイロット地区での活動は、女性と子どもの受診行動向上のモデルを確立して、
パレスチナ自治区全域へ展開することを目指すものである。また、プロジェクト対象地域、
パイロット地区として定めた、「パレスチナ自治区全域（ヨルダン川西岸地区とガザ地区）」
「パイロット地区（ジェリコ県とラマラ県の一部）」は、各々、パレスチナ自治政府（保健
庁）が管轄している地域とし、UNRWAが管轄している難民居住地区は除くこととする。 
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指標：（詳細についてはプロジェクト開始後のベースライン・サーベイを経て設定する。）
・パレスチナ自治区の70％以上のMCH/PHCセンターが、新たに策定したプロトコール
とガイドラインに則って、①RHの要素を十分に取り組み、②子どもの健康を重視し
た、母子保健・RHサービスが提供できる。 

・パイロット地区において、新たに策定したプロトコールとガイドラインに則った母
子保健・RHサービスを利用する女性と３歳以下の子ども*2の割合が上昇する。 
→破傷風予防接種を受ける妊産婦の割合が61％から80％に上昇する。 
→産前健診、産後健診、乳幼児健診の利用率が上昇する。 
（ジェリコ県）産前ケア（74％から90％）、産後ケア（20％から70％）、乳幼児
健診（34％から70％）*3 

（ラマラ県）産前ケア（38％から60％）、産後ケア（29％から50％）、乳幼児健
診（76％から90％）*3 

 
*2 プロジェクトの裨益対象（子ども）は５歳児以下の乳幼児であるが、パレスチナ自治政府が無料
診療を供給しているのは３歳児以下の乳幼児であるため、母子保健サービアス利用率は３歳児以
下の乳幼児において測定するものとする。なお、啓発活動では５歳児以下の乳幼児の発育、健康
管理について啓発する。 

*3 ジェリコ県の80％以上の出産はMOH施設であるが、ラマラ県では50％がMOH施設、40％がNGO
クリニックであるため。 

 
２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 
上位目標：パレスチナ自治区全域における女性と子どもの健康が改善される。 
指標：（詳細についてはプロジェクト開始後のベースライン・サーベイを経て設定する。）
・妊産婦死亡率の減少 
・５歳未満児死亡率の減少 
・貧血を有する妊婦、乳幼児の割合の減少 
・５歳未満の低体重児の減少 

 
（２）成果（アウトプット）と活動 

成果１：パレスチナ自治区全域において保健庁の母子保健行政サービスのマネジメント
能力が向上する。 

活動：（日本での研修、保健庁によるパレスチナ自治区全域を対象とした活動） 
1-1 母子保健行政サービスのマネジメントに関して日本にて行政官の研修を実施する。
1-2 日本で研修を終えた行政官により、特に地方の保健庁行政官に対して、母子保健

行政サービスのマネジメントに関する研修を実施する。 
1-3 保健庁の母子保健行政サービスのマネジメントを定期的にモニタリングし評価す

る。 
 

指標・目標値 
1-1 パレスチナ自治区全域において、70％以上の保健庁行政官が母子保健行政サービ

スに関するマネジメントの研修を修了する。 
1-2 研修を修了した保健庁行政官のマネジメントの自己評価と第三者評価が向上する。
1-3 70％以上のMCH/PHCセンタースタッフが、保健庁の母子保健行政サービスのマ

ネジメントが向上したと評価する。 
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成果２：パレスチナ自治区全域のMCH/PHCセンターにおいて、新しいプロトコールとガ
イドラインに則った母子保健・RHサービスが提供される。 

活動：（保健庁によるパレスチナ自治区全域を対象とした活動） 
2-1 パレスチナ自治区で活用される新しいプロトコールとガイドラインの作業部会を

設立する。 
2-2 以下の項目を満たした母子保健RHサービスの新しいプロトコールとガイドライン

を作成する。 
１）RHを母子保健PHCに取り入れる。 
２）子どもの健康を重視する。 
３）既存のプロトコールやガイドラインを活用する。 
４）乳がん検診、子宮頸がん検診、性感染症などの検査を含む。 

2-3 日本で研修を受けた行政官によって MCH/PHCセンターのスタッフに対して、
プロトコールやガイドラインに則った母子保健・RHサービスに関する研修を実施
する。 

2-4 MCH/PHCセンターにおいて、新しいプロトコールとガイドラインに則った母子
保健・RHサービスの運用を促進する。 

2-5 MCH/PHCセンターにおいて、新しいプロトコールとガイドラインに則って必要
な基本的医療機材を整備する。 

2-6 MCH/PHCセンターで提供する母子保健・RHサービスをモニタリングし評価する。
 

指標・目標値 
2-1 パレスチナ自治区全域のMCH/PHCセンターにおいて新しいプロトコールとガイ

ドラインに関する訓練を修了した医療従事者が増加する。 
2-2 パレスチナ自治区の70％（パイロット地区では「すべて」）のMCH/PHCセンタ

ーのスタッフが、母子保健・RHサービスの新しいプロトコールとガイドラインを
理解する。 

2-3 パレスチナ自治区の70％（パイロット地区では「90％以上」）のMCH/PHCセン
ターにおいて、新しいプロトコールとガイドラインに則った母子保健・RHサービ
スが提供される。（原則、第三者評価で実施するが、治安等の事情による困難な
箇所は自己評価とする。) 

2-4 パイロット地区の70％以上のMCH/PHCセンターにおいて、利用者満足度が向上
する。 

 
成果３：母子健康手帳が作成され、１）パイロット地区で、また後に２）パレスチナ自

治区全域で活用される。 
活動：（保健庁によるパレスチナ自治区全域を対象とした活動。ただし、前半はパイロ

ット地区を主な対象とする。） 
3-1 母子健康手帳の作業部会を設立する。 
3-2 作業部会のメンバーが日本の母子健康手帳を理解する。（日本での研修） 
3-3 パレスチナ自治区全域に適した母子健康手帳の草案を作成する。（日本と現地で

の活動） 
3-4 母子健康手帳のドラフトのプレテストを実施する。 
3-5 母子健康手帳に関連する他の援助機関と協調、調整する。 
3-6 母子健康手帳を完成させる。 
3-7 NGO診療所、私立診療所、病院などと連携してパイロット地区にて母子健康手帳
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を配布する。 
3-8 母子健康手帳の活用方法につき訓練を実施する。 
3-9 パイロット地区における母子健康手帳の活用状況をモニタリング、評価する。 
3-10 パレスチナ自治区全域への母子健康手帳の配布、利用促進につき、関連援助機関

と協調する。 
3-11 母子健康手帳を全国展開するための戦略を検討し、実施する。 

 
指標・目標値 

3-1 母子健康手帳がパイロット地区の90％以上のMCH/PHCセンター等に配布される。
3-2 パイロット地区のMCH/PHCセンターで診療を受けるすべての妊産婦が母子健康

手帳を活用する。 
3-3 パイロット地区にて母子健康手帳の効果に関する評価報告書ができる。 
3-4 母子健康手帳を全国展開するための戦略が策定される。 
3-5 母子健康手帳がパレスチナ自治区全域の50％以上のMCH/PHCセンターで配布さ

れる。 
 

成果４：パイロット地区の住民男女において、RH、子どもの健康、ジェンダー・女性の
エンパワメントに関する意識、行動の変化が起こる。 

活動１）：（選出された現地NGOによるパイロット地区での活動） 
4-1 活動計画を立てる。 
4-2 啓発ワークショップやセミナーを実施する担当者の訓練を実施する。 
4-3 RH、子どもの健康、ジェンダーのアドボカシーを地域の宗教リーダー、コミュニ

ティリーダー、行政官、教師などに対し戦略的に実施する。 
4-4 既存のIEC教材 を活用して、また住民のニーズに合わせて、IEC教材を作成する。
4-5 IEC教材を用いて啓発ワークショップを対象男性に実施する。 

 
活動２）：（保健庁による主にパイロット地区での活動） 

4-6 地域ヘルスボランティアによる家庭訪問の訓練計画を立てる。 
4-7 家庭訪問用フリップチャートを作成する。 
4-8 ヨルダンでの類似プロジェクトの家庭訪問員訓練教材を活用して、地域ヘルスボ

ランティアの訓練を実施する。（ヨルダン及びパレスチナ自治区内にて研修） 
4-9 家庭訪問を実施する。 
4-10 家庭訪問のモニタリングと評価を実施する。 

 
指標・目標値 

4-1 啓発ワークショップへの参加者（18歳以上の男性）の延べ人数が2,000人以上にな
る。 

4-2 RHと子どもの健康に関する知識と態度がワークショップ参加男性の80％において
向上する。 

4-3 ワークショップ参加既婚男性の50％が、RH、子どもの健康について配偶者と頻繁
に話し合うようになる。 

4-4 家庭訪問によるカウンセリングを受けた女性と子どもの延べ人数 
4-5 RHと子どもの健康に関する知識と態度が家庭訪問先の対象女性の80％において向

上する。 
4-6 パイロット地区MCH/PHCセンターにおいて妊娠12週以前に産前検診を利用する
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女性がMCH/PHCセンター全出生数の80％に増加する。 
4-7 パイロット地区において出産後母子が医療機関に滞在する平均日数が50％延長す

る。 
4-8 家庭訪問先女性の70％が、RHと子どもの健康について配偶者と話し合うようにな

る。 
 

成果５：プロジェクトの成果・教訓が、関係省庁、地方自治体、他援助機関や住民等と、
全国レベルで共有される。 

活動：（保健庁と選出された現地NGOによるパレスチナ全域を対象とした活動） 
5-1 保健庁と現地NGOの双方の活動について、ベースライン・データの収集と分析を

各々において実施する。 
5-2 定期的に活動のモニタリングと評価を実施する。 
5-3 実施状況、教訓、提言などを進捗報告書にまとめる。 
5-4 実施状況、教訓、提言などを関係省庁、地方自治体、他援助機関及び住民にワー

クショップやセミナー等により報告する。 
 

指標・目標値 
5-1 プロジェクト活動のモニタリング実施計画表（モニタリング実施者、ツール、予

定など）が策定され、プロジェクト終了後も継続される状態となる。 
5-2 文書化されたプロジェクトの成果・教訓等が関係省庁と主要な地方自治体、他援

助機関に共有され、数件の事業においてそれらの成果・教訓が反映される。 
5-3 最終報告セミナーの開催実績。 

 
（３）投入（インプット） 

１）日本側（総額１億6,000万円） 
・短期専門家（チーフアドバイザー、母子保健マネジメント、母子健康手帳作成・普
及、リプロダクティブヘルス、など） 

・第三国専門家（地域啓発活動（ヨルダンより派遣）） 
・NGO委託（男性、青少年に対する啓発活動） 
・供与機材（MCH/PHCセンター強化のための資機材など） 
・日本での研修（母子保健マネジメント、母子健康手帳） 
・第三国での研修（RH地域啓発活動（ヨルダンにて実施）） 

 
２）パレスチナ自治政府側 
・プロジェクト・ディレクター、プロジェクト・マネージャー及びカウンターパート
の配置 

・合同調整委員会の設置と運営 
・プロジェクトに必要な施設（専門家執務室等）の確保、車両及び資機材の提供 
・プロジェクトに関する保健データや資料の提供 

 
（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

・RHと母子保健の重要性が国家計画、政策の中で大きく変更されない。 
・国の治安状態が悪化しない。 
・住民の移動の制限が現状よりも悪化しない。 
・訓練を受けた保健庁行政官やMCH/PHCセンター・スタッフが継続して勤務する。 
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５．評価５項目による評価結果 
（１）妥当性 

１）本課題に取り組むべき必要性：前記「３．(1)現状及び問題点」に記載のとおり、パ
レスチナ自治区においては、近年の紛争、移動制限等の影響により、女性と子どもの
健康状況が悪化している。女性と子どもは紛争や移動制限などの犠牲となりやすく特
に弱い立場にあることから、「人間の安全保障」の観点からも彼らの健康の確保は最
優先させるべき課題であり、上位目標として女性と子どもの健康改善を掲げることは
適切である。 

２）上位計画との整合性：前記「３．(2)相手国政府国家政策上の位置付け」に記載のと
おり、パレスチナ自治政府保健庁は、優先課題として母子保健、RHの改善を掲げてお
り、本プロジェクトは、保健庁が掲げている優先課題に一致している。 

３）日本の援助方針との整合性：前記「３．(3)我が国援助政策との関連、JICA国別事業
実施計画上の位置付け」に記載のとおり、本プロジェクトは、日本政府の援助方針、JICA
国別事業実施計画双方において、重点課題に位置づけられている。また、本プロジェ
クトは妊産婦や乳幼児の健康の改善を上位目標とするものであり、日本政府及びJICA
が重点を置いているミレニアム開発目標（MDGs）達成への貢献に直接的に資する案件
である。 

４）対象地域選定の妥当性：本プロジェクトは、ヨルダン川西岸地区とともに、平成17
年８月からイスラエル軍の撤退開始が予定されているガザ地区も含め、パレスチナ自
治区全域を対象とする。平和構築・復興支援を推進する観点からは、できる限り早く
ガザ地区も含めたパレスチナ自治区全域において活動を展開することが望まれてお
り、裨益対象として自治区全域を対象とすることは、妥当な判断と考えられる。一方、
地域展開型の活動については、比較的政情の安定した「ジェリコ県及びラマラ県の一
部」をパイロット地区として選定する予定である。JICAは、ジェリコをモデル地域と
したプログラム型の協力「ジェリコ地域開発」を進めており、他プロジェクトとの効
果的な連携により相乗的にインパクトを引き出す観点からも、ジェリコ県及び隣接す
るラマラ県の一部をパイロット地区として選定することは適切である。 

５）手段としての妥当性（アプローチの適切性）：本プロジェクトでは、プロジェクト
目標として、「母子保健・RHサービスの向上」と「啓発活動による母子保健・RHサー
ビス利用者の拡大」の２つを掲げている。これは、紛争や移動制限などで常に死傷や
疾病の恐怖に直面している妊産婦や子どもに対する行政側からの「保護」と、住民が
自ら健康を指向し自らの行動を改善していく「エンパワメント」、その双方の要素を
取り入れた結果であり、本プロジェクトは「人間の安全保障」の観点を十分考慮した
デザインとなっている。 
母子保健指標の中でも問題が深刻なのは、高い妊産婦死亡率（10万対100）、合計特

殊出生率（3.89）、人口増加率（年2.4％）であり、本来ならば最優先課題として家族
計画の実施もあげられるべきであるが、紛争中であるパレスチナにとって人口抑制政
策は国家の優先課題になりにくい状況がある。そこで、母子保健・RHの向上を目標と
した活動を中心とし、母子の健康確保などの観点から間隔出産を提唱することなどに
より、間接的に家族計画も推進するアプローチを採ることとしている。 

 
（２）有効性 

１）プロジェクト目標の適切性：プロジェクト目標は、「１）母子保健・RHサービスの
向上と、「２）啓発活動による母子保健・RHサービス利用者の拡大」であり、供給側
と需要側双方から女性と子どもの健康向上を目指したものである。上記「３．(1)現状
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及び問題点」に記載のとおり、パレスチナ自治区における女性と子どもの健康の問題
には、母子保健・RHサービスの向上とその利用の拡大が喫緊の課題であり、本プロジ
ェクト目標は、上位目標を達成するために適切かつ明確な目標といえる。 

２）指標の適切性、入手可能性：目標１）の指標は、全国のMCH/PHCセンターにおいて、
①RHを取り込んだ母子保健サービスを供給できるか、②子どもの健康を重視した母子
保健サービスを供給できるか、その２点につき質的評価が必要とされる。保健庁を中
心に①②のモニタリングを有効に行うためには、評価表、評価軸（チェックリストな
ど）が必要である。目標２）の指標は、パイロット地区のMCH/PHCセンターのモニタ
リングやパイロット地区での産前産後の母子保健サービスの利用率、乳幼児健診の利
用率など保健庁統計により入手ができ、偏向のない有効な指標となっている。 

３）成果とプロジェクト目標の関係性：２つのプロジェクト目標のうち、目標１）「母
子保健・RHサービスの向上」の実現のためには、母子保健行政サービスのマネジメン
ト能力の改善（成果１）が不可欠であるが、さらに新たなプロトコールやガイドライ
ンが日常の診療業務に活用されることや（成果２）、母子健康手帳が作成されパイロ
ット地区で活用されること（成果３）、そしてその経験が広く共有されていくこと（成
果５）によって、サービスの向上がより強化されていくと考えられる。また、目標２）
「サービス利用者の拡大」のためには、母子健康手帳の普及（成果３）とともに、パ
イロット地区での家庭訪問やワークショップなどの啓発活動によりRHに関する意識、
行動の改善を目指す（成果４）ことが必要であり、更にパイロット地区での成果を文
書化し広く自治政府内で共有すること（成果５）により、パレスチナ自治区全域にお
ける母子保健・RHサービスの利用の拡大を図ることにつながると考えられる。本プロ
ジェクトでは、上位目標、プロジェクト目標の達成に向けて、プロジェクトとして取
り組みうるさまざまな活動・成果を盛り込んでおり、目標達成に向けて適切なアプロ
ーチとなっている。 

 
（３）効率性 

１）活動・投入の適切性：本プロジェクトでは、「母子保健サービスの向上」について
は、上からのアプローチにより中央政府より働きかけを開始することとし、一方「啓
発活動による母子保健・RHサービス利用者の拡大」に向けては、パイロット地区にお
いて草の根レベルのボランティアやNGOを通してアプローチしていく予定である。前
者においては、本邦研修で日本の制度や経験に理解を深めてもらったうえで、それに
続く専門家による現場での指導によって、ガイドラインやプロトコール、母子健康手
帳などの導入を図っていくこととなっており、本邦研修と現地での指導を効率的に組
み合わせたアプローチとなっている。また、草の根での活動を中心とする後者におい
ては、既に類似プロジェクトの実施によりモデルを確立している隣国ヨルダンでの研
修や同国の専門家の活用を図る予定であり、コスト面での効率性とともに、文化的、
社会的背景が類似しているモデルを活用する観点から、より効果的・効率的な経験共
有が期待できると考えられる。 

 
（４）インパクト 

１）上位目標達成の見通し：妥当性でも記載したとおり、本プロジェクトでは、母子保
健・RHサービスの向上という行政面からのアプローチと、住民の意識・行動改善によ
るサービス利用者の拡大という地域レベルのアプローチを同時に進めていく計画であ
る。その両者が効果的に組み合わされ共に達成されていくことにより、上位目標であ
る女性と子どもの健康の改善が図られると考えられる。ただし、パレスチナ自治区に
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おいては、多くの妊産婦が分離壁等の移動制限のために死亡しているなど、政治的背
景を原因とする妊産婦死亡・乳幼児死亡も数多く報告されている。本プロジェクトの
成果が上位目標である女性と子どもの健康改善に結びつくためには、外部条件である
これらの課題が悪化しないことが不可欠である。 

２）ジェリコ県におけるインパクト：ジェリコ県においては、「ジェリコ地域開発」プ
ログラムの中で３件の技術協力プロジェクトと開発調査を実施する予定である。同地
域に対しては、それらの各プロジェクトが連携し相乗効果を出すことによって、より
目に見えるインパクトが期待できる。特に、「地方行政制度の改善」プロジェクトと
の連携により、保健医療をエントリーポイントに地方行政サービスの向上も図る計画
であり、将来的にはパレスチナ自治区の独立を見据えた地方行政の基盤作りにも、併
せて貢献することが期待される。 

３）その他のインパクト：パレスチナ自治区の住民は、長年の占領下で抑圧的な状況を
強いられてきたため、精神的にも困難な状態にある人が多い。母子健康手帳の普及や
母子保健・RHサービスの改善、家庭訪問などのエンパワメントの活動は、女性や子ど
もの健康改善に資するに留まらず、住民の自信回復、復興活動への参加などを導き、
ひいては経済社会状況の改善にもつながる可能性を有している。また、母子の健康を
守る活動は、人々に命の大切さを再認識させることにもつながる活動であり、同地域
の平和構築を進めるうえで望ましい影響を与えることも期待される。 

 
（５）自立発展性 

１）組織・体制面での継続性：パレスチナ自治政府は、行政機構自体が不安定な状況に
あり、組織・体制面での継続性については見通しが困難である。ただし、本プロジェ
クトは、保健庁を中心に既存の組織をもとに活動を行う予定であり、大きな政変など
がない限り、カウンターパートである保健庁の関与は継続的に担保できると考えられ
る。また、ジェリコ市、ジェリコ県など地方行政については、現状では十分に機能し
ていないが、併行して実施される技術協力プロジェクト「地方行政制度の改善」と連
携を図ることによって、組織的な能力開発を進めていく予定である。 

２）技術面での継続性：本プロジェクトでは、カウンターパートの手によって、母子保
健のガイドラインやプロトコール、母子健康手帳などが作成される予定である。これ
らの活動で能力を高めたカウンターパートが地方で研修講師を務めるTOT（Training of 
Trainers）形式によって、カウンターパート側の技術の定着が確実なものになると思わ
れる。また、地域でのRH啓発活動については、隣国ヨルダンからの技術移転であり、
今後同国との移動の制限が解消されていけば、同国による継続的なサポートも期待で
きると考えられる。 

３）財政面での自立発展性：パレスチナ自治政府の予算は現状では外部からの援助に大
きく依存しており、安定した財政基盤を確立するためにどの程度の時間が必要である
か、現時点では予測不可能である。本プロジェクトとともに実施される開発調査では、
農業・観光など同地域の経済的な成長を支援する計画であり、また「地方行政制度の
改善プロジェクト」では地方財政基盤の整備を目標としている。それらの協力の成果
が発現されてくれば、将来的には財政状態の改善にもつながるものと思われる。 
保健庁が安定した自己財源を得るにはまだしばらくの期間が必要と考えられるが、

プロジェクト終了後の持続性を考えると、少しずつでもパレスチナ自治政府の財政負
担を増加させていくことが望ましい。なお、母子健康手帳の普及については、日本政
府からUNICEFに対し資金の拠出がなされているので、当分の期間はその予算を活用す
る予定であるが、将来的にはパレスチナ自治政府の財政負担に徐々に切り替えていく
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方向を模索すべきである。 
６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 
パレスチナ自治区では、分離壁や外出禁止令が女性の行動を阻害し、母子保健に深刻な影

響を与えている。また、経済活動の停滞による貧困も母子の健康に大きな影響を与えており、
さらに紛争やテロの影響は子どもの心の成長にも影響があることが指摘されている。本プロ
ジェクトは、紛争、分離政策、貧困の最大の被害者である女性と子どもに焦点を当てて、人
間の生存に不可欠な保健サービスの向上と住民の意識向上によって女性と子どもの健康を保
障しようとするものであり、この点から「人間の安全保障」の観点を踏まえたプロジェクト
といえる。 
一方、住民（男女）、青少年に対するRH啓発活動は直接女性のエンパワメントに資するも

のであり、ジェンダーへの直接的取り組みである。 
７．過去の類似案件からの教訓の活用 
隣国ヨルダンで実施された人口家族計画・WIDプロジェクトから、RHの向上には、供給側

（行政）の強化によるサービスの質的量的向上が必要であるが、住民側の健康行動を変容さ
せるような啓発戦略（Behavior Changing Communication: BCC戦略）の重要性も教訓として
得られている。特に女性の行動変容を促すためには、男性、宗教リーダー、地域有力者など
の同意を得て地域全体の意識変革を行うことの有効性が検証されている。これらの教訓を踏
まえ、当プロジェクトでは、母子保健のサービス提供側の強化を行うと同時に、女性住民に
対する家庭訪問、男性住民や青少年に対するワークショップという形態で住民レベルのRH啓
発活動を実施し、包括的なRH・母子保健強化を政策レベルと住民参加型の双方向のアプロー
チによって達成しようとするものである。 
また、母子保健のガイドライン、プロトコール、母子健康手帳などの導入においては、過

去の複数のプロジェクトの経験より、保健庁の高いレベルのコミットメントが必要であるこ
とはもとより、保健政策や保健システムに明確に位置づけること、他ドナーとも頻繁に情報
交換・連携協議を行い、日本だけが孤立して事業を進めるといったことがないよう留意する
こと、などの教訓が導き出されている。本プロジェクトでも、それらの教訓を踏まえて事業
を実施していく計画である。 
８．今後の評価計画 
（１）中間評価：プロジェクトの中間段階 2007年１月頃 
（２）終了時評価：プロジェクト終了の数か月前 2008年３月頃 
（３）事後評価：プロジェクト終了後３年程度 2011年８月ごろ 
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パレスチナ保健医療現地調査 
出張報告書 

佐藤 都喜子 
（広域企画調査） 

８月22日提出 
 

JICAパレスチナプロジェクト形成調査団の保健医療担当団員として、７月25日（日）から７
月31日（土）まで、パレスチナに業務出張した。以下は、その出張報告（保健医療）である。 
 
（ア）聴取内容結果 

１）多数の援助機関・地元／国際NGOが積極的な役割を果たしているが，中・長期的ビジ
ョンを持たない政府側はこれに振り回されている。外部からの過剰な投資・支援もあり、

結果として、現場にパッチワーク的な活動をもたらしている。 
２）多くの投資がある一方で、現活動のどこにさらなる活動の強化が必要であるかを保健

庁もドーナーもきちんとは把握していないように思われる。援助機関側は、保健医療セ

クターのドーナー会議を月一回実施しているようであるが、彼ら同士内で、果たして、

住み分けおよび連携をしているのかについては今後調査する必要がある。 
３）上記で指摘したように、パッチワーク的な活動をしているために、高い技術を持った

サービスが実施されている一方で、医療従事者の基礎的技術・知識に問題があるのでは

ないかと思われる。 
４）優れた地元NGOが存在する。問題意識、熱意、企画力、実施能力ともにずばぬけてい
る。 

 
具体的な聴取内容については、添付資料の「面談メモ」を参照願いたい。 

 
（イ）協力案件（案） 

プライマリー・ヘルス・ケアにおいては、多数の援助機関・地元／国際NGOが介入して
おり、一部では過剰投資の傾向も見られる。その中にあって、比較的手付かずの状態であ

るのがセクシュアル・ヘルスの分野である。保健庁側から本分野への強い協力要請があり、

HIV/AIDSを含む性病対策を協力案件とすることで合意に至った。本プロジェクトの成果・
経験は、セクシュアル・ヘルス分野だけではなく、パレスチナにおける他の感染症対策事

業のモデルとして貢献することが大いに期待される。また、活動の一つとなるサーベイラ

ンス・システム強化については、WHOもその重要性を指摘しており、かかる活動は、感染
症のみならず、近年急増している生活習慣病（慢性疾患）にも大いに参考となろう。 
しかしながら、セクシュアル・ヘルスは、特にアラブ諸国においては、文化・社会的に

センシティブなテーマである。そこで、住民への啓発活動を企画するにあたっては、セク

シュアル・ヘルスのみならず、リプロダクティブヘルスの分野で、ニーズが高く、しかも

住民に抵抗をもたれないような（たとえば、産後検診の重要性）テーマも含めることは必

要であろう。 
保健庁から、プロジェクト対象地域は、たんに保健庁管轄の地域にとどめるのではなく、

２．企画調査員による事前の調査報告(1) 
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難民キャンプを含め、従来の保健庁とUNRWAとで二分した形での活動形態を改めたいと
の要望が出た。次回の訪問で、実現の可能性を検討したい。 

 
今回の話し合いで策定された要望調査の内容を要約すると、下記のとおりである（図１）。 

タイトル（案）：パレスチナ住民のリプロダクティブヘルスの改善をめざしてー性病対策 
実施機関（案）：保健庁、地元NGO（たとえば、パレスチナ家族計画協会）および本邦研

修の実施機関 
活動内容（案）： 
保健庁 
１．総合計画の策定、フィールドプログラムのマネジメント 
２．サーベイランス・システムの策定と実施 
３．ラボ診断技術の向上 
４．母子保健センターにおける女性住民への啓発 
地元NGO 

地域における男女住民への啓発 
本邦研修 
保健庁実施の上記活動の指導者および訓練者の養成（いわゆるTraining of Trainersの実

施） 
１．総合計画の策定およびフィールドプログラムのマネジメント手法の習得 
２．サーベイランス・システムの策定・実施手法の習得 
３．ラボ診断技術の向上 
４．文化・社会学的対策 

 
本プロジェクトの保健庁側プロジェクト・リーダー候補者は疫学を専門とする有能な管

理職である（保健庁プライマリー・ヘルス局副局長）。 
現在のパレスチナの政治的現況をかんがみると、本プロジェクトでは、あえて長期専門

家を派遣せず、本邦研修にかかわった講師が、活動に応じて短期専門家として出張するこ

とで対応することを提案したい。さらに、すぐれたNGOの存在をかんがみ、新規プロジェ
クトでは、住民への啓発活動を含めた草の根活動については、積極的に地元NGOを活用す
る。 

 
（ウ）今後の行程 

１．今回討議したプロジェクトを効率的かつ効果的なものとするために、さらなる調査を

実施する。具体的な調査内容は次のとおりである。 
１）性病を含めた感染症の重要性について、データ収集を含め、そのニーズの程度につ

いて調査する。 
２）９月頃までには、政府側から保健医療を含めたセクター方針・戦略が完成するよう

なので、今後国家戦略の中で、（新規）JICAプロジェクト（案）の位置づけを明らか
にする。将来的には、援助機関・地元／国際NGOの既存の活動を整理し、JICAとして
の大まかなビジョンを検討する必要があろう。 
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３）ドーナー会議の議事録を入手して、ドーナーの役割分担が既に存在するのか調査す

る。存在する場合は、分担内容を明らかにする。 
４）プライマリー・ヘルス・ケア分野では、どのようなところに、技術・知識の欠落が

あるのかを明らかにする。避妊実行率の低さ、子供の低栄養、および母子保健制度の

脆弱さは、パレスチナにおいて重要な問題と察しられる。そこで、特にこれらの問題

について詳細に調査する。（重要な問題と確定した場合は、このテーマでヨルダン保健

庁による第三国研修の実施が可能か検討してみたい。） 
２．新規プロジェクトを支援する意味で、アンマンにて実施中の第三国研修「リプロダク

ティブヘルスとジェンダーの啓発をめざして」に新規プロジェクト関係者を積極的に参

加させるよう努力する。 
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図１ プロジェクト内の協力関係 
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パレスチナ出張日程 
 

日順 月 日 曜日 宿泊地 行 程 調査業務の概要 

１ ７月25日 日 テル・アビブ アンマン－テル・ア

ビブ 
08:00 アンマン発〈陸路〉 
13:30 テル・アビブ着 

２ ７月26日 月 テル・アビブ テル・アビブ－ラマ

ラ－テル・アビブ 
11:00 計画庁表敬訪問 
12:00 保健庁PHC部表敬訪問 
13:00 女性庁：帰国第三国研修生と

の面談 
14:00 法・社会啓発女性センター：

帰国第三国研修生との面談 

３ ７月27日 火 テル・アビブ テル・アビブ－ジェ

リコ－テル・アビブ

11:00 新ジェリコ病院視察 
12:30 ジェリコ公衆衛生局・各部部

長から情報収集 
13:45 ジェリコ母子保健センター

視察 

４ ７月28日 水 テル・アビブ テル・アビブ－ラマ

ラ－エルサレム－

テル・アビブ 

10:00 保健庁PHC局：要望調査 
12:00 UNICEF：情報収集 
14:00 WHO：情報収集 
15:00 UNFPA：情報収集 

５ ７月29日 木 テル・アビブ テル・アビブーラマ

ラ－エルサレム－

テル・アビブ 

08:00 保健庁PHC局：要望調査の最
終検討 

11:00 計画庁：要望調査について報
告 

14:00 デハイシャパレスチナ難民
キャンプ：視察 

６ ７月30日 金 テル・アビブ テル・アビブ 16:00 日本大使館：帰国報告 

７ ７月31日 土  テル・アビブ－アン

マン 
14:30 テル・アビブ発〈空路〉 
15:15 アンマン着 
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パレスチナ自治政府面談者リスト 
 
保健庁（Ministry of Health） 

Dr. Nadim Toubassi, Director-General of PHC and Public Health 
Dr. As’ad Ramlawi, Deputy Director-General and Director of Preventive Medicine of PHC and 
Public Health 
Dr. Obaida Dumhiyeh, Director of Community Health Department of PHC and Public Health 
Ms. Halee Tamimi, Director Nurse of PHC and Public Health 
Ms. Amal Mohid Rami, MCH Supervisor/Midwife of Ramallah Primary Health Center 
Ms. Nada Abu-Shamai, District Nurse of Public Health Department, Turkarm 
Ms. Kholoud Khalid-Ishtaya, MCH Supervisor of Salfit Primary Health Center 

 
女性庁（Ministry of Women Affairs） 

Ms. Reem Attieh, Director of International Relations 
Ms. Randa Sharafah, Head of Human Resource Development 

 
法・社会的啓発女性センター（Women’s Centre for Legal Aid and Counseling (NGO)） 

Ms. Dima Aweidah-Nashashibi, Deputy Director 
Ms. Shatha Odeh, Head of the Health Advocacy Unit 
Ms. Samar Najar, Coordinator of the Health Advocacy Unit 

 
新ジェリコ病院(Jericho Hospital) 

Dr. Samih Ibrahim Hassan, Deputy-Director  
Mr. Ibrahim Dajani, Administrative Director of Health Directorate, Jericho 

 
ジェリコ公衆衛生局／総合公衆衛生センター（Public Health Department of Jericho/Comprehensive 
Public Health Center） 

Dr. Kamal Jabes, Senior Medical Officer/Head of Comprehensive Public Health Center 
Dr. Rawhi Fetiani, Medical Officer of School Health 
Dr. Anab Anami, Medical Officer of Maternal and Child Health 
Dr. Jmad Massry, Medical Officer of Diabetes Mellitus  
Dr. Rai’qa Hada, Head Nurse 

 
ジェリコ母子保健センター（Maternal and Child Health (MCH) Care Center of Jericho） 

Ms. Sihan Sogy, Supervisor of MCH/Midwife  
 
UNICEF 

Dr. Denisa-Elena Ionete, Project Officer Health 
Ms. Bana Kaloti, Assistant Project Officer Health/Health Management Information System Project 
Officer 
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Ms. Najwa Rizkallah, Nutrition Consultant 
Mr. Leigh Ryan, Logistics Officer 

 
WHO 

Dr. Ambrogio Manenti, Head Of Office 
Dr. Fathi Abu Moghli, National Health Officer 

 
UNFPA 

Ms. Laila Baker, Assistant Representative 
 
デハイシャパレスチナ難民キャンプのイブダア文化センター（Deheisha Camp IBDAA Cultural 
Center） 

Mr. Ziad Abbas Shamrouch, Co-Director 
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面談メモ 
 
７月26日（月） 
保健庁プライマリーヘルス（PHC）局 12：00－13：00 
面談目的： 表敬 
面談したDr. Tobassiは、まず、PHC局の組織概要について説明した。それは、下記のとおりで

ある。 
１）PHC局には、局長と副局長がいる。 
２）同局には、10の部がある。その中には、予防医学（母子保健含む）、公衆衛生、環境医学、
学校保健などが含まれる（後に会ったDr. Asa’dは、部は５つであると説明した）。 

３）パレスチナの西岸には、各地域にPHC部が置かれている。合計数10。 
４）ガザの各地域にもPHC部が置かれている。合計数５。 
５）PHC部は治療、予防の他に、NGOおよびUNRWAの活動との連携も行っている。 
６）様々な国連機関、政府機関、NGOがPHCの活動にかかわっている。 
７）本年は良い年であった。職員の給料は若干上昇し、100人の新しい雇用もあった。しかしな
がら、予算はまだまだ欠乏している。特に薬が足りない。 

 
これを受け、今回の訪問目的は、今後JICAによるパレスチナPHC分野での協力関係の強化を

図るためのものであると説明した。さらに、７月28日（水）に予定されている保健庁とJICAと
の第一回実質協議には、地域保健、予防医学関連の関係者の出席を依頼した。これに対し、Dr. 
Tobassiは、JICAとの協力を歓迎する旨を表明するとともに、今後現場を視察する必要があれば
いつでも準備すると約束してくれた。 
 
女性庁 13:10～13:40 
面談目的：アンマンで年１回実施されている第三国研修「ジェンダーとリプロダクティブ・ヘ

ルスの啓発をめざして」の帰国研修員（Ms. Randa Sharafah）と、フォローアップ案件について
話し合うこと。 
フォローアップ案件については、研修時に一度説明したが、残念ながら、彼女は、これをさ

らなるトレーニングの要請であると勘違いしていた。そこで、同案件の趣旨についてもう一度

説明し、再度熟考するよう促した。新しい庁ということで、彼女を始めとするスタッフの意欲

は高かった。しかしながら、経験やノウハウはこれから身に着ける必要があると感じた。ジェ

ンダー関連の知識については、既にカナダのNGOが指導してくれたとのことであるが、同庁に
対してJICAも貢献できることはたくさんあるのではないかと感じた。帰りがけに、事務次官に
挨拶することが出来た。 
 
収集資料： 
Ministry of Women’s Affairs (2004) Strategy, Structure and Interim Work Plan, Ramallah. 
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法・社会啓発女性センター（NGO）14:00～15:00 
面談目的：女性問題庁への訪問目的と同様であり、アンマンで実施されている第三国研修「ジ

ェンダーとリプロダクティブ・ヘルスの啓発をめざして」の帰国研修員（Ms. Samar Najar）と
フォローアップ案件について話し合うこと。 
センター副局長から、まず、センターの活動について簡単に説明を受けた。同センターは、

女性を支援するNGOである。活動の柱は、１）保健 ２）社会問題 ３）法的問題 ４）女性
のネットワーク ５）女性への訓練である。現在の行動計画（３年間）は、１）女性を世帯主

とする世帯の女性の貧困救済 ２）女性の職業訓練 ３）政治、経営も含めた様々な分野での

女性の決定権の強化、とのことである。 
次に具体的なフォローアップ案件について話しあった。幾つかプロポーザルはあるものの、

２万ドルの枠に収まる活動ということであれば、女性の健康にかかわる法的啓発活動を支援す

るための案件申請をしたいとのことであった。具体的には、同センターは、最近フォード基金

の資金協力を得て、女性の健康にかかわる（パレスチナの法律で保障されている）基本的人権

侵害についての現状調査を実施した。そこで、この調査を通して浮き彫りにされた人権侵害に

ついて、保健庁をはじめとする関係庁、およびNGOの方々と情報を共有し、人権意識の向上を
はかる全国会議を開催しようという企画である。 
お話をうかがっていて、同センターは企画力および行動力があり、しかも政府との関係も良

好なNGOと判断した。フォローアップ案件の内容もしっかりしているので、同センターから提
出されるプロポーザルは、ぜひ検討していただきたいと考える。 
 
収集資料： 
Lynn Welchman (1999) Islamic Family Law-Text and Practice in Palestine-, Jerusalem. 
 
 
７月28日（水） 
新ジェリコ病院 11:00～12:00 
面談目的：情報収集、現場視察 

JICAパレスチナ所長から、８月初旬に病院設備のフォローアップオフィサーが着任する旨が
伝えられた。 
本病院は、毎週金曜日が手術日となっており、他の日は外来患者の診療をしている。イスラ

エルによる壁の建設で、ジェリコからだけでなく、エルサレム、ナブラス、ジニーン、ヘブロ

ン、ベツレヘムといった地域の患者もこちらに流れてきている。同病院での出産は月に120ほど
ある。子供の病気として多いのは、感染症であり、特に胃腸炎、気管支炎、肺炎などが多い。

現在のベッド占有率は80％であるが、政治状況の変化によって差異が見られる（すなわち、外
傷で入院する患者数がベッド占有率に影響を与える）。 
 
ジェリコ公衆衛生局／ジェリコ総合公衆衛生センター 12:00～13:00 
面談目的：情報収集、現場視察 

PHCに関連する様々な活動を実施しており、学校保健も手がけている。医師は、イタリア、
ドイツ、ソ連、ブルガリアなどで医学教育を受けている。この状況はヨルダンと類似している。
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しかしながら、卒後教育については、ヨルダンの医師の方が、より系統だったトレーニングを

受けているように思える。たとえば、面談した母子保健（MCH）の女医は、IUD挿入技術を知
らず、しきりに習いたいと訴えた。ヨルダンではPHCにかかわる女医は、既に全員IUD挿入技
術を学んでおり、その点パレスチナの医師の方が、ある種の基礎的技術に欠けていると思われ

た。ジェリコのPHCに対してドーナーの支援もあるようだが、連携に欠け、つまみ食い的な支
援活動にとどまっていることが察しられた。 
リプロダクティブ・ヘルス（RH）に関していえば、医師はMCH担当医師も含めて同概念に

ついての知識に欠けている様子が見られた。このことは、センター長が、避妊具の選択は医師

が行っていると誇らしげに説明していることからも推察できた。RH分野での要望として次のも
のが提出された。１）IUD挿入技術の習得 ２）超音波判読技術 ３）マモグラフィー判読技
術 ４）危険度の高い妊娠の判断技術。このセンターには、基礎的な機材は揃っているようで

あるが、センターの建物は、壁もはげおち、修繕の必要は明らかであった。 
 
ジェリコ母子保健センター 13:00～14:00 
面談目的：情報収集、現場視察 
ファミリー・ヘルスを専門とする医師と産婦人科医が週二回交代で勤務している。超音波を

使って妊産婦の検診をしている。その他として助産師一人と彼女の助手を勤めるvillage health 
guideと称するMCHのフォローアップを専門とする方が一人勤務している。同センターの責任者
は、助産師であり、乳児検診、乳幼児の予防接種、乳幼児予防接種カードへの記入、WHOの基
準に沿った乳幼児の成長記録、妊産婦の母親手帳への記入、妊産婦へのカウンセリングなどを

一手に引き受けている。Village health guideは、主に、家庭訪問を通して、乳幼児の予防接種や
妊産婦・産後検診などの促進をはかっている。しかし、今の政治状況では、家庭訪問が困難と

なっている。このセンターのレベルは高いと見たが、施設そのものは狭く、使いにくい構造で

あった。 
 
 
７月29日（水） 
保健庁プライマリーヘルス局（副局長 Dr. Asa’d）10:00～11:30 
面談目的：技術協力要請書検討 
訪問の目的は、技術協力要請書を申請してもらうために、具体的な協力案件について話し合

うことであった。これに応対したのが、PHCの副局長であるDr. Asa’dとその他５名の職員であ
った。当初、その場で、具体的に話を詰めていくつもりであったが、私からの技術協力の全体

構想を聞いた後は、Dr. Asa’dが「わかった。明日までに書いておく」との自信ある回答を示し
たので、結局彼とその場に居合わせた職員にげたを預ける形となった。その場では、まだ具体

的に何をという案は持ち合わせていなかったようだが、私が話を引き出す形で提案した「栄養」

とか「リプロダクティブ・ヘルス」に関しては、他にたくさんの援助機関が既に存在するので

と、これらの分野へのJICAの介入には否定的な姿勢を崩さなかった。 
話し合いの後、彼が所管している臨床検査院を案内してもらった。本建物が機能してからま

だ３年しか経過していないとのことであり、建物も機材もピカピカであった。そこに勤務する

技師も張り切っている様子であった。JICAの寄生虫対策に関する本邦研修に参加した帰国研修
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員にもお会いした。日本での研修を絶賛していた。最後に、同検査院に駐在しているイタリア

人の専門家に紹介された。 
 
UNICEF 12:00～13:30 
面談目的：情報収集 
ユニセフの保健医療分野への貢献について事細かな説明を受けた。現在、パレスチナでは、

乳幼児の予防接種率は高い。しかし、その効果持続性は疑問視されている。その理由は、パレ

スチナにワクチンを持ち込む際のチェックポイントでの通過検査に問題があるとのことである。

そこで、この問題を解決する職員が短期間派遣されていた。 
 
収集資料： 
UNICEF (2004) Humanitarian Action Report 2004 :Hear their Voices, New York. 
UNICEF (?)  Meeting the Unmet Rights of Palestinian Children, Jerusalem. 
UNICEF ( 2004) Programme of Co-operation for Palestinian Children and Women in Occupied 
Palestinian Territory: Master Plan of Operations 2004-2005, Jerusalem. 
UNICEF (2003) Annual Report 03 Occupied Palestinian Territory, Jerusalem. 
 
WHO 14:00～15:00 
面談目的：情報収集  
保健医療分野での援助機関内での連携はWHOが中心となって推進しているとのことである。

WHOのパレスチナでの活動の柱は、主に、技術支援、アドボカシー／対話、予防接種である。
技術支援は、具体的には、１）保健政策 ２）メンタル・ヘルス ３）栄養 ４）食品衛生 ５）

薬剤、の５つの分野で実施している。今後JICAが支援する上で考えられる活動は何か、と問う
と、１）情報システムがとても弱いので、感染症と生活習慣病（慢性疾患）のサーベイランス・

システムの強化、２）栄養政策を含めた保健庁の栄養局の強化である、と回答してくれた。 
 
UNFPA 15:10～16:10 
面談目的：情報収集 
リプロダクティブヘルスのアンメット・ニーズは45％もあるとのことである。UNFPAが実施

している活動は、モデルクリニックへの支援、サービスデリバリーの改善および若者を含めた

IEC/行動変容コミュニケーションの強化である。今後は、女性を対象とした収入創出活動も実
施する予定であり、ヨルダンのJICAプロジェクトの経験は大いに参考になるとのことである。
パレスチナは保守的な側面があり、活動を実施するに当たっては、ジェンダー分析が非常に大

きな役割を担っているとのことである。 
 
収集資料： 
UNFPA（出版年？）Programme of Assistance to the Palestinian People, Jerusalem. 
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7月29日（木） 
保健庁プライマリーヘルス局（副局長：Dr Asa’d）8:00～10:50 
面談目的：技術協力要請書受け取り 

Dr. Asa’dと昨日会議に出席した地域保健課課長（Dr. Obaida）がそれぞれ要請書を提出した。
二人のテーマは「性病対策」であった。昨日、私が帰った後、会議の出席者が要請書のテーマ

について話し合ったようである。性病予防の住民への啓発は、文化的にセンシティブなので、

より住民に受け入れられやすい他のリプロダクティブヘルスのテーマに変更させようとしばら

く話し合った。しかしながら、Dr. Asa’dは自分の専門が疫学ということもあり、性病に固執し
た。そこで、テーマはこのままとし、次の訪問の機会に、同テーマについてのプロジェクト戦

略を十分に議論することとした。保健庁からの要請書をその日の11時に計画庁に提出しなけれ
ばならないので、これに間に合わせるために、こちらで手早く提出書類を一つの要請書にまと

めた。Dr. Obaidaの要請書は具体的で、要請書を完成するのに役立った。 
 

計画庁 11:00～12:00 
面談目的：活動報告 
ミッションから計画庁に対して、活動報告、および計画庁に提出した廃棄物管理、地方自治、

および保健医療の３つの分野における技術協力要請書（案）の内容について報告を行った。 
 
デハイシャパレスチナ難民キャンプ 14:00～16:00 
面談目的：視察 
デハイシャパレスチナ難民キャンプには、若者を対象に文化的活動を推進しているNGOがあ

り、このNGOの活動を視察した。日本のカトリック系の小さなNGOも同活動に協力している。
草の根協力の原点を見るようであった。感動した。 
 
 
７月30日（金） 
日本大使館 16:00～17:00 
面談目的：活動報告 
滞在中の活動内容および結果について技術協力要請書の内容を含め本部の田中が代表して

報告した。公使からのお言葉で、書きとめた点は次のとおりである。 
１．できることがないわけではないと思っている。 
２．パレスチナ支援は『小さいマーケット』。しかし、政治的には見える部分が多い（？）。宣

伝効果も高い。 
３．専門家は、ある程度の現場感覚を持っている人が良い。 
４．エルサレムからラマラに移動するのは、問題ないと思うが、ラマラ滞在はいかがなものか。 
５．廃棄物や環境分野は日本はしがらみがあるので、フォローアップの対応を感謝する。 
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パレスチナ保健医療第二回現地調査 
出張報告書 

佐藤 都喜子 
〈広域企画調査〉 

９月21日提出 
 

JICAは、本年３月に要請背景調査団を、また同年７月にはプロジェクト形成調査団をパレス
チナに派遣した。その後、パレスチナ自治政府は、同調査団らとの討議結果をもとに、保健医

療分野での技術協力を日本政府に要請してきた。これを受け、JICA本部は、人間開発部と要請
内容についての協議をおこなっており、外務省に対してもパレスチナ支援の重要性を踏まえて

迅速かつ前向きな対応を依頼した。しかしながら、案件の効果的な実施のためには、要請内容

をさらに検討する必要がある。かかる経緯を背景に、９月12日（日）から９月17日（金）まで
パレスチナに業務出張し、実質４日間にわたる第一次詳細調査を実施したので、その結果を以

下に報告する。 
 
１．出張の目的 
本年７月のプロジェクト形成調査結果では、パレスチナ側の要請内容が性感染症分野だった

が、このような限定的分野が、果たしてパレスチナ全体の保健医療のニーズの観点から見ると、

どのような意義があるのか、現時点で明瞭にする必要がある。さらに、性感染症をより広くと

らえた場合、感染症に位置づけるのか、それとも母子保健／リプロダクティブヘルスに位置づ

ける方が現状ではより適切か確認した上で、先方と協議・選定する必要がある。上記を踏まえ、

今次出張において、以下を目的とした調査を実施した。 
（１）性病を含めた感染症対策におけるニーズを確認する。 
（２）母子保健／リプロダクティブヘルス分野におけるニーズを確認する。 
（３）（１）と（２）の結果をもとに、先のパレスチナ側からの要請を先方と再度検討し、新し

い枠組みを協議する。 
 
２．性病を含めた感染症対策におけるニーズ 
感染症の現状 
パレスチナの主要死因は2003年現在で、第１位心疾患、第２位脳血管疾患、第３位が周産期

の状況、第４位悪性新生物、第５位不慮の事故といったいわゆる非感染症が上位を占めており1、

感染症による死亡は死因のうち7.3％を占めているに過ぎない2。また、近年、感染症の予防・

コントロールは成功しており、住血吸虫病、らい、ジフテリアは1982年以来、急性灰白髄炎〈ポ
リオ〉は1984年以来ひとつも報告されていない。2003年になってからは、はしか、コレラ、狂
犬病も全く報告されていない。感染症のうち発症率が高いものとしては、第１位が性病（10万
対226.9）であり、第２位が水痘〈10万対141.5〉、第３位がウイルス性髄膜炎〈10万対28.8〉で
ある3。 

                                                        
1 Ministry of Health-PHIC. Health Status in Palestine 2003, July 2004, p.103. 
2 ibid., p.64. 
3 Ministry of Health-PHIC. Health Status in Palestine 2003, July 2004, pp.64-65. 

企画調査員による事前の調査報告(2) 
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発症率の第１位である性病を見てみよう。病因別診断によると、2003年現在で、パレスチナ
の性病発症率は人口10万対226.9である（男性：27.4；女性431.9）〈添付資料の「性病の性別病
因別診断数」を参照：2001年現在〉。地域別にみると、診断数のうち83.6％は西岸からの届出で
あり、残りの16.4％はガザ地区からである。症候群診断によると、2003年現在で発症率は人口
10万対504.7である（男性：52.3；女性969.3）〈添付資料の「性病の性別症候群別診断数」を参
照：2001年現在〉。地域別にみると診断数のうちの94.2％は西岸地区からの届出であり、残りの
5.8％はガザ地区からである。ガザ地区において性病サーベイランスの改善が必要であることは
明らかである。 
 
今回の調査からの聴取内容結果 
１）閉鎖的な地域のわりに性病が多いと予想される理由 

かつて、イスラエルへのパレスチナ人出稼ぎ男性は年間10万人ほどおり、稼いだお金をド
ラッグや売春に使っていた人たちもいた。その後第２次インティファーダが起こり、2000年
頃に出稼ぎ男性はパレスチナに大量帰国した。この際に性病を持ち込んだとのことである。

また、かなり自由度が高いエルサレムにおいて、ドラッグや売春が行われているようである。

したがって、現在把握されている性病の数字は、このような男性の行動結果と推測されてい

る。しかしながら、症例の多くは、女性に集中している。これは、彼女らが出稼ぎなどから

戻った夫から感染し、妊産婦検診やIUD挿入などの際に発見されることが多いと推測されて
いる。 

２）性病は他の感染症に比べ、ニーズは高いのか？ 
感染症全般にわたり、届出漏れが見られ、性病も例外ではない。性病においては、医療従

事者や患者の意識の中に『隠しておきたい』という意識が働き、特に届出漏れが多いようで

ある。しかしながら、性病の感染ルートを考えると、近い将来、性病がエンデミックとなり、

しかも他の感染症に比べ、突出して症例が多くなるとは考えにくい。したがって、他の感染

症をさておいて、性病にだけ焦点をあてた感染症案件形成を正当化することは難しい。 
３）サーベイランスシステムは存在するか？ 

サーベイランスシステムは存在する。法的にも届出を義務付けられ、症例も定義されてい

る。しかも担当部署への届出様式も用意されており、データ集計メカニズムも構築されてい

る4。 
４）サーベイランス機能強化の必要性は高いか？ 

サーベイランスシステムは存在するが、必ずしも良く機能していないので、サーベイラン

ス機能強化は必要である。良く機能していない理由としては、届け出ることによるメリット

が医療従事者にないことや、チェックポイントや隔離壁の存在で、届出が難しいことが考え

られるとのことであり、自治政府が本気になってサーベイランスを徹底化させる努力をする

こと、および現在の政治的状況が改善されることにより、かなり届出漏れは減少すると思わ

れる。 

                                                        
4 各地区の公衆衛生部➔中央のPHC局予防医学部➔ヘルスマネジメントインフォメーションシステム局  
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５）性病のラボ診断技術の向上は必要か？ 
性病を含めた感染症ラボ診断に関しては、地方でのラボ診断に加え、イタリア政府支援に

よる中央感染症ラボ検査院がラボ診断の再確認を行う最新の機材と技術を保有しているの

で、性病のラボ診断技術の向上については、JICAがあえて技術協力する必要性は高くないと
思われる。 

 
３．母子保健／リプロダクティブヘルス分野におけるニーズ 
現在の政治状況にあって、死亡率（4.4／人口1,000対）、乳児死亡率（25.5／出生1,000対）、

５歳未満児死亡率（28.7／出生1,000対）が比較的低い事実には驚かされる。しかしながら、チ
ェックポイントや隔離壁によって移動が自由にならないこともあり、女性〈特に妊産婦〉や子

供の健康が大いに脅かされている。女性と子供にとって特に大きな健康問題と考えられている

ものは、次のとおりである。 
女性： 
１）比較的高い妊産婦死亡率〈出生10万対70－80〉 
２）高い出生率〈合計特殊出生率5.9〉 
３）低い結婚年齢〈男：24.1歳；女：18.9歳〉 
４）男児を好む傾向 
５）低い産後検診率（26.3％） 
６）低い破傷風予防接種率〈27.5％〉 
７）高い妊産婦貧血有病率（31.3％）5 

子供6： 
１）低栄養 
２）心の不安 

 
４．新規プロジェクトの枠組み 
パレスチナ自治政府内の予防接種率は高く、感染症は、比較的良くコントロールされている。

疫学的転換も進行中であり、現在の健康問題の焦点は、感染症から生活習慣病に移ってきてい

る。さらに、現在の政治状況下では、特に女性と子供の健康が脅かされており、母子保健・リ

プロダクティブヘルスのニーズは高い。したがって、感染症対策としての性病を扱うより、母

子保健・リプロダクティブヘルスの位置づけで性病を扱う方が、同分野でのニーズの高い様々

な問題を絡み合わせることが可能となり、案件の有効性がより高くなると思われる。結論とし

て、新規案件は、母子保健／リプロダクティブヘルスの観点から内容を検討することを提案し

たい。また、性病のサーベイランス強化に関しては、プロジェクトの活動として検討したいが、

ラボ診断技術強化のための技術支援は必要ないと考える。 
かかる結論をもとに、パレスチナ側と協議し、策定した新規プロジェクトの枠組みは次のとお

りである。 
 

                                                        
5 Government of OPT, The Implementation of the International Conference on Population and Development (ICPD) Program of 

Action (PoA) 1994-2004: National Report of the Occupied Palestinian Territory, 2004, pp.10-11. 
6 子供の健康問題については、より検討する必要がある。  
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タイトル 
（案１）パレスチナの母子保健改善プロジェクト 
（案２）パレスチナにおける母子保健／リプロダクティブヘルス改善プロジェクト 
 
目的 
１．包括的な母子保健サービスプログラムの強化 
２．思春期の若者を含めた男女住民への母子保健／リプロダクティブヘルスの知識・意識の

向上 
 
実施機関 
保健庁プライマリーヘルス局地域保健部 
パレスチナ家族計画協会（活動の一部を担当） 

 
調整・モニタリング・評価機関 
保健庁女性の健康と開発局 

 
協力期間 
３年間 

 
対象地域 
プロジェクトの活動により、対象地域をパレスチナ西岸全域としたり、限定したりと柔軟に

対応することを提案したい。パイロット的活動を実施する場合には、地域を限定する必要があ

る。その場合には以下の４つの地区（district）からパイロット地域を選択したいと考えている
が、今後さらに絞り込む作業が必要である。 
１．ジニーン 
２．ベツレヘム 
３．ジェリコ 
４．ヘブロン 
これらの４地区を選定した理由は、活動の一つとしたい家庭訪問による啓発活動の核となる

村落ヘルスワーカーが存在するからである。 
 
活動 
１．本邦研修の実施〈西岸全域を対象〉：「母子保健のサービス強化と人材育成」〈詳細は添

付資料の「パレスチナ特設本邦研修の内容および現地NGO（パレスチナ家族計画協会）の
役割」を参照〉 

２．母子保健サービス改善のためのプロトコールとガイドラインの策定〈西岸全域を対象〉 
３．母子健康手帳の作成と普及〈対象地域を限定〉 
４．家庭訪問による既婚女性への啓発〈対象地域を限定〉 
５．思春期の若者と男性を対象とした啓発〈対象地域を限定：パレスチナ家族計画協会担当〉

〈詳細は添付資料の「パレスチナ特設本邦研修の内容および現地NGO（パレスチナ家族計
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画協会）の役割」を参照〉 
 
５．次回詳細調査〈最終〉の日程と調査項目 

2004年10月３日（日）から10月７日（木）までパレスチナに出張し、以下について調査する。 
（１）今次調査にて合意した内容・対象地域を保健庁および家族計画協会側とさらに詰める。 
（２）プロジェクト実施計画〈案〉を協議する。 
（３）プロジェクトの経費概算を調査し、プロジェクトの資金規模を把握する。 
（４）パレスチナ自治政府の国家政策・戦略における新規プロジェクト〈案〉の位置づけを明

確にする。 
 
添付資料 
出張日程 
面談者リスト 
性病の性別病因別診断数 
性病の性別症候群別診断数 
パレスチナ特設本邦研修の内容および現地NGO（パレスチナ家族計画協会）の役割 
面談メモ 
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パレスチナ出張日程（2004年９月12日から９月17日まで） 
 

日順 月日 曜日 宿泊地 行程 調査業務の概要 

１ ９月12日 日 テル・アビブ アンマン－テル・ア

ビブ 
13:00 アンマン発〈陸路〉18:00テ

ル・アビブ着 

２ ９月13日 月 テル・アビブ テル・アビブ－ラマ

ラ－テル・アビブ 
10:00 保健庁PHC局表敬訪問 
11:00 保健庁女性の健康と開発局 :

情報収集 
13:00 保健庁PHC局MCH部：情報収

集 

３ ９月14日 火 テル・アビブ テル・アビブ－ラマ

ラ－テル・アビブ 
09:00 保健庁ヘルスプロモーショ

ン・エジュケーション局：情

報収集 
10:00 保健庁PHC局予防医学部：情

報収集 
13:00 NGO法・社会啓発女性センタ

ー：帰国研修生フォローアッ

プ案件 

４ ９月15日 水 テル・アビブ テル・アビブ－ラマ

ラ－エルサレム－

テル・アビブ 

10:00 保健庁中央ラボ検査院：情報
収集 

13:30 イタリア総領事館：情報収集
15:00 NGOパレスチナ家族計画協

会：情報収集 

５ ９月16日 木 テル・アビブ テル・アビブ－ラマ

ラ－ベツレヘム－

テル・アビブ 

09:00 計画庁：業務経過報告 
11:00 保健庁ベツレヘム保健局と

MCHセンター：視察 
13:30 NGOパレスチナ家族計画協

会ベツレヘムクリニック：視

察 

６ ９月17日 金 アンマン テル・アビブ－アン

マン 
10:00 テル・アビブ発〈陸路〉 
15:00 アンマン着 
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面談者リスト 
 
保健庁 (Ministry of Health) 
ＰＨＣ局(Directorate of Primary Health Care) 
Dr. Nadim Toubassi, Director-General of PHC and Public Health 
Dr. Obaida Kamniyeh, Director of Community Health Department of PHC and Public Health 
Ms. Robab Al_Mousa, Project Coordinator of PHC and Public Health 
Ms. Halee Tamimi, Director Nurse of Community Health Department of PHC and Public Health 
Ms. Taghreed Hijaz, Chief Nurse of Community Health Department of PHC and Public Health 
Dr. Saed El-Hamod, District Director of Public Health Department, Nabulus 
Dr. Lyad Arafa, Clinician of Ramallah PHC Center 
Dr. Ayman Draghmah, Deputy Director of Central Laboratory Institute 

 
女性の健康と開発局(Directorate of Women’s Health and Development) 

Ms. Wejdan Siam, Director-General of Women’s Health and Development 
Dr. Wafa Abu_Libdeh, Director of Women’s Health and Development Department, Ramallah 

 
健康推進・健康教育局(Directorate of Health Promotion and Education) 

Dr. Zahira A. Habash, General Director 
 
ベツレヘム保健局 

Dr. Degol El-Hodly, Director of Public Health Department 
 
パレスチナ家族計画協会(Palestinian Family Planning and Protection Association) 

Dr. Arafat Hidmi, Secretary General 
Ms. Amineh Stavridis, Manager of Clinics and Centers of Excellence 
Mr. Mike G. Salman, Chairman of Bethlehem Branch 

 
イタリア総領事館(Consulate General of Italy) 

Mr. Rino Pappagallo, Health Program Coordinator 
Ms. Sawsan Batato, Local Health Consultant 



－61－ 

Reported incidence rate (new cases) of sexual transmitted diseases by sex 
 

based on etiological diagnosis, Palestine 2001 (per 100,000) 

Disease by 
etiological diagnosis 

Incidence rate 
(males) 

Disease by 
etiological diagnosis 

Incidence rate 
(females) 

Neonatal 
conjunctivitis 

5.5 Candidiasis 90.5 

Trichomoniasis 3.0 Pelvic Inflammatory 
Disease 

59.1 

Non-gonococcal 
urethritis 

2.9 Bacterial Vaginosis 35.0 

Candidiasis 2.4 Trichomoniasis  7.2 

Genital wart 1.2 Non-gonococcal 
urethritis 

 4.7 

 
 
Reported incidence rate (new cases) of sexual transmitted diseases by sex 
 

based on syndromic diagnosis, Palestine 2001 (per 100,000) 

Disease by 
etiological diagnosis 

Incidence rate 
(males) 

Disease by 
etiological diagnosis 

Incidence rate 
(females) 

Neonatal 
conjunctivitis 

27.3 Vaginal discharge 615.5 

Genital swelling  6.4 Lower abdominal pain 124.2 

Urethral discharge  3.0 Neonatal 
conjunctivitis 

 23.5 

Genital ulcer  1.6 Genital ulcer  12.1 

HIV/AIDS  0.2 Urethral discharge   3.7 
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パレスチナ特設本邦研修の内容および現地NGO（パレスチナ家族計画協会）の役割 
 
１．本邦研修の協力内容、その他 
母子保健・リプロダクティブヘルス分野における、パレスチナ自治政府にとっての緊急課題

は、母子保健（パッケージ）サービスの強化および人材育成である。そこで、保健庁側とは、

このニーズにそったTOT（Training of Trainers）研修内容を協議した。その結果、本邦研修に関
して次のような要請が提出された。なお、現在は、助産師より看護師の方に人気があるそうで、

助産師の数が少なくなってきているとのことである。また、助産師になっても母子保健センタ

ーへの勤務より病院勤務を好む傾向があり、その結果、母子保健センターには、助産師ではな

く、看護師が代わりに勤務している場合が多いのが現状のようである。 
 
要請研修内容 
研修目標： 
（１）自国における母子保健の仕組みや方針策定について検討する。 
（２）母子保健センター、助産所、病院、大学間の連携・役割を理解する。 
（３）母子保健センターに勤務する医師、助産師、看護師の人材育成方法について習得する。 
（４）母子健康手帳の概念を理解し、地域における普及方法について検討する。 
（５）予防接種拡大計画（EPI）プログラムおよび感染症対策を理解する。 
講義・視察： 
（１）日本の医療行政 
（２）日本の母子保健制度、それを参考にしてのパレスチナ母子保健制度の検討（パレスチナ

母子保健（パッケージ）サービスのプロトコール・ガイドラインの案を検討） 
（３）日本の助産師／看護師のプレサービストレーニングの制度と現状、パレスチナへの適応 
（４）日本の助産師／看護師のインサービストレーニングの制度と現状、パレスチナへの適応 
（５）日本の母子健康手帳、パレスチナへの適応 
（６）日本の予防接種拡大計画プログラムおよび感染症対策、パレスチナへの適応 
上記の内容は初年度のものであり、次年度からはプロトコール・ガイドライン〈案〉の作業

を省き、母子保健センター勤務の助産師や看護師教育のTOTに焦点をあてたカリキュラム編成
とすることを提案したい。なお、要請研修内容は、旭川医科大学が実施している母子保健の人

材育成コースの内容に類似する。しかしながら、旭川医科大学実施のコースが助産師／看護師

に焦点を当てているのに対し、パレスチナ側からは医師と助産師／看護師の両者を対象とした

TOTの要望が出されている。この点には注意を払う必要がある。 
 
希望研修時期、期間 
初年度の研修は、2005年１月頃。５～６週間を希望。 

 
希望研修対象者、人数、回数 
パレスチナ自治政府西岸の北部、中央部、南部の各地域から医師２名、看護師／助産師１名

の合計９名。それに加えて、本省からチーム責任者１名を加えた合計10名を初年度の研修対象
者とした希望が出されている。回数としては、年１回として合計３回。 
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派遣専門家に期待される役割 
専門家派遣に関しては、現時点では、「母子保健（パッケージ）サービスのプロトコールと

ガイドライン策定」の際の現地技術支援以外は、保健庁側から具体案は提出されなかった。し

かしながら、「母子保健（パッケージ）サービスのプロトコールとガイドライン策定」に加え、

母子健康手帳作成にも技術支援は必要と思われる。したがって、具体的には、初年度の本邦研

修終了後、しばらくして上記をテーマとした研修関係者２～３名が２～３週間の期間、フォロ

ーアップの形で現地にて技術指導する必要性が生じると思われる。 
 
２．現地NGOに期待される役割と同NGOの活動に必要な経費概算 
現地NGOに期待される役割 
リプロダクティブヘルス／家族計画分野で活動する機関の「老舗」であるパレスチナ家族計

画協会に、思春期の若者（男女）と男性を対象とした啓発活動を実施することをお願いしたい。

リプロダクティブヘルス分野では、両対象者に対する啓発活動は難しいとされているが、経験

豊富な同協会であれば、円滑に活動を推進することが期待される。 
 
同NGOの活動に必要な経費概算 
パレスチナ家族計画協会から近日中に経費概算が提出される予定であるが、活動内容から推

測するに年間500万から800万が妥当ではないかと思われる。 
 



－64－ 

面談メモ 
 
９月13日（月曜日） 
１．10:00～10:55 
保健庁プライマリーヘルスケア局の局長であるDr. Nadem Tobasiへの表敬訪問 
１）プロジェクト形成調査時の対応への感謝と今回のアポイントメントの確認。 
２）「女性の健康と開発局（Directorate of Women’s Health and Development）は、既存の母子保
健部の業務とダブルのではないか」、との問いに、「全くそのとおりである。政治的な理由

により設置された。同局の設置に関しては、反対したが、成功しなかった」との回答を得

た。 
３）「前回調査の際に、ある保健庁スタッフから、保健庁とUNRWAを合体した保健業務形態
に改めたい、との要望が出たが、これに対してどう思うか」との問いに、「将来的には、

一つになるべきだと思うが、現状では、やはり政治的な理由により、保健庁とUNRWAと
の二部形態でパレスチナ住民の健康問題を扱ったほうが良い」との回答を得た。 

入手資料） 
１）プライマリーヘルスケア局の組織図 

 
２．11:00～12:00 
保健庁「女性の健康と開発局」の局長であるMs. Wijdan Aweidah Siamとの面談 
１）同局は、1995年７月に家族計画とリプロダクティブヘルスを含む女性の健康に関する政
策と戦略策定を行う機関として設置された。首相直轄の機関である。 

２）一番最初の活動は、家族計画推進であったが、住民から総すかんをくった。そこで、家

族計画をバーススペーシングという用語に変更したら、うまくいくようになった。 
３）出生率は下降傾向であったが、３年前あたりからまた上昇してきた。その理由としては、

パレスチナ男性のイスラエルでの出稼ぎが激減し、夫が仕事もなく家でぶらぶらするよう

になったことと、頻繁に電気が消えるようになったことがあげられる。 
４）イスラエルのチェックポイントで、通過することを拒否された出産まじかのパレスチナ

女性がそこで出産してしまうケースがあり、これは〈人権侵害でもあり、生命の危険を伴

う〉大きな問題である。したがって、このような緊急時に備えて地方に住む290人の医療
従事者（一般医と助産師）に出産介助の訓練をし、出産キットを渡した。 

５）援助機関支援による最近のプロジェクト 
① EU支援による家族計画プロジェクトがあったが2000年に終了した。これは64のクリニ
ック（保健庁管轄のクリニックかは不明）に家族計画サービスを提供するものであった。

移動医療チームによる家族計画サービスも４ヶ月間実施した。それなりの成果はあった

が、終了したとたんに今までの活動が停止した精神的打撃は大きかった。この経験から

その後の活動には、常にサステイナビリティーを意識している。 
② 現在実施中の活動は、UNFPA支援によるものである。まず、女性の健康と開発局の組
織構築を行い、次にプライマリーヘルスケアーレベルでのリプロダクティブヘルスのプ

ロトコールとガイドラインを策定した。この策定には、120名ほどの関係者が参加した。
このプロトコールとガイドラインに関する研修が実施されたが、この研修がどれだけ現
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場で生かされているかまだわかっていない。モニタリングと評価の必要性を感じている

がそれを実施する資金がない。現在は、第二次医療サービスレベルにおけるリプロダク

ティブヘルスサービスのプロトコールとガイドライン〈出産関係〉を策定中である。来

週アンマンで本件に関し、UNFPAの専門家と打ち合わせをすることになっている。 
③ 次の地区には、村落ヘルスワーカーがいる。ジニーン：15名、ジェリコ：５名、ベツ
レヘム：９名、ヘブロン：75名。 

④ 課題： 
・プライマリーヘルスケアレベルと第二次医療サービスレベルそれに臨床検査機関の間

でレファーラルがない。 
・女医が少ない。 
・ラマラでUNFPA支援により、家庭訪問による産後検診を１年間実施し、成功を収めた
が、この活動を実施したくとも資金的支援がない。 

・ナブロスとヘブロンに乳がん検診の画像を映す機材が各１台必要である。 
入手資料） 
１）National Unified Reproductive Health Guidelines and Protocols 
２）National Unified Training Manual on Counceling in Reproductive Health Services in Palestine 
３）Postnatal Care 
４）Perceptions of Health Needs and Problems of Palestine Women 
５）Family Planning and Women’s Reproductive Health Survey in the West Bank 
６）Perceptions of Women of Reproductive Health and Family Planning in the West Bank 
７）Knowledge and Attitudes of Palestinian Adolescents in the West Bank about Reproductive 

Health and Family Planning 
８）その他アラビア語の資料 

 
３．12:00～13:30 
保健庁プライマリーヘルスケア局地域保健部のDr. Obaida Kamheyaとの面談 

Dr. Obaidaは、1992年にイスラエルのハダサ大学から母子保健コースの証書を授与された。
授業内容は、理論と実践を混合したものであり、午前８時から午後３時までの授業で週一回

出席し、１年間で証書をもらえるというものであった。大変良い授業内容であった。しかし

ながら、それ以降、母子保健というコースはなくなった。その結果、現在母子保健センター

に勤務する助産師や看護師は、母子保健というものをきちんと学んでいない。しかも、助産

師が年々減少している上に、最近の助産師は病院勤務を好む傾向がある。若い人には、助産

師は魅力的な職業に見えないようだ。若い人にきちんと母子保健を学んでもらいたいと思っ

ている。 
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９月14日（火曜日） 
１．9:00～9:50 
保健庁ヘルスプロモーション・エジュケーション局の局長であるDr. Zahira A. Habashとの面

談 
１）西岸には、ナブラスとラマラにオフィスあり。ヘルス・エジュケーションを業務とする

ヘルスエジュケーターと呼ばれる職員は各地区に１人から２人配置されている〈合計14
名〉。ガザには17人のヘルスエジュケーターがいるが、一つの地区に集中している。 

２）プロジェクトは現在２つあり、２つともUNFPAの資金的援助による。ひとつは「リプロ
ダクティブヘルスの啓発」で、もう一つは「若者の健康の改善」である。医療従事者のニ

ーズ調査と地域住民の意識調査を基に活動を実施している。39のクリニックをカバーして
いる。調査結果は、リプロダクティブヘルス戦略を策定する上でも大いに役立った。 

３）ビデオ、パンフレット制作も行っている。コミュニケーションガイドも制作した。 
４）援助機関は、UNFPA、UNICEF、World Bank、EMROなどである。 
５）ヘルスエジュケーターには、コンピューター、コピー機、オフィス家具、および車両が、

本部には、ビデオ映写機材が必要である。 
入手資料） 
１）アラビア語の資料入手 

 
２．10:00～11:30 
保健庁プライマリーヘルスケア局予防医学部にてDr. Saed El-Hamodと面談 
部長であるDr. Lyad Arafaが不在のため、副部長であるDr. Saedと面談した。面談目的は、

感染症における性病の位置づけを明確にすることであった。結論として、他の感染症に比べ、

性病が特に重要視されているということはなかった。ただ届け出漏れが多数あることが予測

される。したがって、関係者は、正確な数を把握する必要性を感じている。正しい数が把握

されれば、疾病率はかなり高くなるのではないかと推察されている。こと、性病を含む感染

症サーベイランスシステムに関しては、既に策定されているが、全般に届出漏れの問題があ

る。インティファーダ、隔離壁による行き来の不都合、医療従事者側の届出義務の意識の低

さなどが届け出漏れをもたらしていると思うが、性病に関しては、医師の問題意識の低さや

性病を恥と思う文化的意識も働いているらしい。感染症の届出義務を徹底させるための方策

を講じることにより、感染症の数は正確に把握されるようになるであろう。政治的な状況を

除けば、国土の狭いパレスチナにおいては、届出義務の徹底化は余り難しいことのようには

思われない。 
 
３．13:00～14:20 

NGO「法的カウンセリングと支援の女性センター」の健康アドボカシー部部長であるMs. 
Shata Odeh と面談 

先に提出されたフォローアッププロポーザルの内容には問題がないので、この要約を所定

の様式に記入するよう助言した。これを受け、Ms. Shataからすばやく対応するとの返答を得
た。 
入手資料） 
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１）Psychological Counseling and Support of Medical Teams under War Conditions: 
２）The Experience of Palestinian Teams 
３）アラビア語の資料 

 
９月15日（水曜日） 
１．10:00～12:00 
保健庁地域保健部部長のDr. Obaidaと予防医学部副部長のDr. Saedとの話し合い 
２日間で収集した情報を基に、前回の要望調査にて要請をうけた内容を改訂し、これを基

に上記の二人と議論をかわした。改訂内容については両者から賛同を得た。それにしても、

Dr. Saedは彼のボスであるDr. Asa’dが提案した性病対策にこだわった。小職の案では、性病の
データ収集は単に母子保健センターで実施することになっていたが、もっと多様性を持たせ

たサンプル収集をしたいとの要望がDr. Saedから出され、結局、母子保健センターのみならず
幾つかの政府・個人病院や個人クリニックなどでのデータ収集することで双方合意した。 

 
２．13:30～14:30 
保健セクターワーキンググループの共同議長国であるイタリアの保健医療プログラム調整

員（Dr. Rino Pappagallo）との面談 
１）３つのレベルの調整グループがある。大使館も含めたハイレベルのもの、事務局レベル

のもの、それに専門職レベルのもの。 
２）RH分野のワーキンググループは、保健庁とUNFPAが共同議長の役割を果たしているが、
望むなら、保健庁の代わりに日本が共同議長の役割を果たしてはどうか。 

３）保健セクターレビューは、DFID、WHOそれにイタリア政府が実施した。 
４）新規案件策定に関してはガザの保健庁国際協力局のDr. Abu Ramadanにまず話を持ってい
くと、大局的なビジョンで案件形成ができる。 

 
３．15:00～16:00 
パレスチナ家族計画協会の事務局長であるDr. Arafatと面談 
１）新規案件プロジェクトについて説明。さらに、家族計画協会に期待する役割を説明し、

協力する意思があるかどうか打診したところ、協力するとのこと。しかしながら、対象地

域に関しては、４つのうち、２つにしか協会の拠点がないので、２つの地区においてのみ

協力可能とのこと。 
２）明日までに簡単な活動内容と経費概算を求めたところ準備しておくとの回答あり。 
３）明日時間があれば協会のベツレヘムの拠点を視察するとの約束を取り付けた。 
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９月16日（木曜日） 
１．9:00～10:00 
計画庁にてDr. Cairo Arafatに業務経過報告 
１）今次調査によって前回の調査結果に変更がある旨を説明。新規プロジェクトは性病をテ

ーマとするのではなく、パレスチナにおける母子保健・リプロダクティブヘルスの課題を

取り扱うこととし、その中に性病を含むことで保健庁と合意したことを報告。 
２）Dr. Cairoからは、他の援助機関との調整、活動の持続可能性、およびパレスチナ自治政
府の保健政策・戦略との整合性について良く検討して欲しいとの要望あり。本邦研修につ

いては、パレスチナにとって適応可能な研修内容であることが強調された。 
 
２．11:00～12:30 
ベツレヘム地区の母子保健センターを視察 
まず、ベツレヘム保健局長からベツレヘムの保健業務の説明を受けた。ベツレヘムは人口

14万人ほどであり、プライマリーヘルスケアセンターは15あるとのこと。隔離壁の影響で、
医師や患者の行き来に大変な不都合が生じている模様。ベツレヘム市内とベツレヘム郊外に

ある母子保健センター／プライマリーヘルスケアセンターをそれぞれ一箇所見せてもらっ

た。前回の訪問でもそうだったが、ふたつともモデル的なセンターなようで、両方のセンタ

ー共に良くやっていた。前回同様に、看護師が、様々なカードに母親や子供の健康について

記録していたが、母親が持ち帰ることが出来るカードはUNICEF提供の予防接種カードくら
いであった。ベツレヘム地区自体はこじんまりとしていて、プロジェクトの活動を実施しや

すい地域であるとの印象を持った。 
 
３．13:30～14:30 
ベツレヘムにあるパレスチナ家族計画協会クリニックを視察 
道路から奥まった余り目立たない場所にクリニックはあった。40年くらいの歴史を持つク

リニックのようである。運営委員会はボランティアから構成されているとのことである。看

護師やカウンセラーは雇用されているようだが、医師はボランティアであり、通常は保健庁

勤務をしているとのことである。JICAとの協力に関心を示した。 
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パレスチナ保健医療第三回現地調査 
出張報告書 

佐藤 都喜子 
〈広域企画調査〉 

10月14日提出 
 
今次調査の目的は、第２回パレスチナ保健医療企画調査（2004年９月12日から９月17日の期

間にわたり実施）のフォローアップであり、2004年10月３日（日）から10月７日（木）まで、
実質３日間にわたり現地調査を行った。その結果を以下に報告する。 
 
１．目的 
出張目的は以下のとおりである。 

（１）前回調査にて合意したプロジェクトの活動・対象地域を保健庁および家族計画協会側と

さらに詰める。 
（２）プロジェクト実施計画〈案〉を協議する。 
（３）プロジェクトの経費概算を調査し、プロジェクトの資金規模を把握する。 
（４）パレスチナ自治政府の国家政策・戦略における新規プロジェクト〈案〉の位置づけを明

確にする。 
 
２．結果 
（１）保健庁関連機関と家族計画協会側との新規プロジェクト〈案〉の検討結果 

－国連人口基金によるプロジェクト活動と重複する「リファーラルシステムの構築」につ

いては、新規プロジェクトから落とす。 
－「保健ボランティアによる家庭訪問」の活動は、国連人口基金（UNFPA）とさらに協議
する必要がある（案･･･JICA：ジェリコでパイロット的に実施、UNFPA：JICAの成果を
もとに全国展開）。 

－「母子健康手帳の作成と普及」の活動は、ユニセフ（UNICEF）との連携で実施する。
（JICA：ジェリコでパイロット的に実施、UNICEF：JICAの成果をもとに全国展開←イ
タリア援助機関も関わっているので、最終確認の必要あり）。なお、在イスラエル日本大

使館とパレスチナUNICEF事務所との協議により、手帳の制作費（印刷部分）は、日本
政府からの資金提供で現在ユニセフが実施している予防接種拡大計画プログラムの予算

から支払われることとなった（現在の予防接種カード⇒母子健康手帳に拡大）。したがっ

て、ジェリコでの母子健康手帳の作成費もUNICEF側が負担する。 
－母子保健にリプロダクティブヘルスの用語を付け加えるかどうか、保健庁内で協議し、

結論を出す。 
－日本研修では、パレスチナの実態を良く調査した上で、それに見合った研修を実施する。 

 
（２）プロジェクト実施計画〈案〉の協議 

保健庁のプロジェクト関連部署間で、新規プロジェクトへの思い入れが微妙に異なるの

で、関連部署と個々に協議するより、関連部署から代表者を集め、合同協議する方がより

企画調査員による事前の調査報告(3)  
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効率的に総意を得ると考え、次回訪問時に予定されている保健庁関連部署との合同会議の

直前もしくは直後に、代表者とともにプロジェクト実施計画〈案〉を作成することとした

い。 
 
（３）プロジェクトの資金規模の把握 

現在のパレスチナの政治状況と援助の現状をかんがみると、案件形成は大変スピーディ

ーな対応を必要とするので、てはじめに３年の協力期間で一億円未満のプロジェクトを実

施するのが妥当と思われる。その結果、大体次のような予算振り分け〈３年間合計額〉と

なるのではなかろうか。 
 

本邦研修費 約5,000万円 

機材費 約1,600万円 

保健庁の活動：現地業務費 約2,500万円～2,900万円 

パレスチナ家族計画協会の活動：現地業務費 約500万円～900万円 

 
（４）パレスチナ自治政府の国家政策・戦略における新規プロジェクト〈案〉の位置づけ 

パレスチナは過去２回にわたり５カ年間の『国家戦略保健計画』を策定した実績を持っ

ているが、2004年から2008年までの５カ年計画はインティファーダの影響を受け、まだ策
定されていないとのことである。また、現在の政治状況にあっては、1999年から2004年に
わたって実施予定であった保健計画の多くは着手されず、むしろ緊急医療のほうに活動が

集中してしまったとのことである。したがって、現在策定中の2004年から2008年までの５
ヵ年保健計画のかなりの部分は、前回の５カ年計画を継続させた内容になる可能性が高い

ようだ。そこで、1999年から2003年までの５ヵ年保健計画を眺めてみた。印象としては、
保健セクター全体の底上げを狙っており、セクターの特定分野の強化とか、重点行政地区

の選定といったことには言及していない。これは、保健セクターの全体のレベルが向上し

た後に協議するような事項なのであろう。したがって、現段階では、パレスチナの国家政

策・戦略上での新規プロジェクト〈案〉の位置づけを明確に行うことは困難である。しか

しながら、今後５ヵ年の保健計画に向けた準備は着々と進みつつあり、新規案件に関連し

た女性と子供の健康については、既に個別にそれなりの方向性を打ち出している。そこで

これらの資料をもとに、独自にプロジェクトの位置づけをはかってみた。 
まず、女性の健康についての国家のプライオリティーは以下の８つとされている1。 

① 不妊治療の強化。 
② 女性の健康に関する基礎データ・サーベイランスシステムの強化。 
③ リプロダクティブヘルスをプライマリーヘルスケアレベルに拡大。 
④ 若者の健康、男性の巻き込み、女性の公平（equity）についての住民の意識向上。 
⑤ 女性の健康と開発局内のキャパシティーの強化。 
⑥ リプロダクティブヘルスプログラムのマネジメント能力の強化。 
⑦ 政策志向の調査研究の実施。 

                                                        
1 女性の健康と開発局作成の「プライオリティー」資料。  
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⑧ 女性の健康のための総合ヘルスセンターの拡充と強化。 
その中で、新規プロジェクトは上記の３番と４番に力を入れた活動となっており、国家

の重点項目と合致する。 
子供の健康については、つい最近になって長期的展望にたった国家戦略目標が策定され、

これに基づいた今後７年間（2004年から2010年）の活動のプライオリティーが決定された2。

それは以下のとおりである。 
① 情報システムのためのデータの質の保証。 
② 伝染性・非伝染性の診断・モニタリング・治療システムの改善。 
③ オペレーショナルリサーチを通した子供の健康改善をめざした活動のプライオリティ

ーの確定。 
④ 母親と子供のためのヘルスサービスの改善。 
その中で、新規プロジェクトは上記の４番に力を入れた活動となっており、国家の重点

項目と合致する。 
 
３．所感 
今次調査を通して、いまさらながらパレスチナは援助の激戦地であることを実感した。日本

は諸事情があったとはいえ、結果として大いに出遅れた、といえるであろう。今次の調査では、

他の援助機関との調整に神経を使った。今後パレスチナにおいて保健案件を形成するにあたっ

ては、常に援助機関との協調と調整に留意する必要がある、というのが今回の率直な感想であ

る。 
 
４．次回調査の予定 
新規案件の企画に関しては、あと１回パレスチナ出張が必要である。その目的は以下のとお

りである。 
１）保健庁の関連部署を集めてJICA新規プロジェクト合同検討会議を実施し、保健庁内の総
意を取り付ける。合同会議直前／直後には関連部署の代表者に集まってもらい、プロジェ

クト実施計画(案)を策定する。 
２）UNICEFと国連人口基金との連携について各々から（＋イタリア援助機関）合意をとり
つける。 

３）10月12日にパレスチナ家族計画協会から、同協会がジェリコでの活動に協力する決断を
した、との連絡を受け取ったので、同協会と具体的活動内容について協議し、合意する。 

 
以 上 

                                                        
2 Ministry of Planning/Secretariat of the National Plan of Action for Palestinian Children (2004). The National Plan of Action for 

Palestinian Children 2004-2010, Ramallah – Palestine. 
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パレスチナ出張日程（2004年10月３日から10月７日まで） 
 

日順 月 日 曜日 宿泊地 行 程 調査業務の概要 

１ 10月３日 日 テル・アビブ アンマン－テル・ア

ビブ 
13:00 アンマン発〈陸路〉 
18:00 テル・アビブ着 

〈アンマンと１時間の時差あ

り〉 

２ 10月４日 月 テル・アビブ テル・アビブ－ラマ

ラ―テル・アビブ 
10:00 
１．保健庁PHC局局長:表敬訪問 
２．保健庁PHC副局長および予防医
学部部長 :プロジェクト（案）
討議 

13:00 保健庁国際協力局局長Dr. 
Abu Ramadan：プロジェクト
（案）形成の経過説明〈ガザ

とのテレビ会談〉 

３ 10月５日 火 テル・アビブ テル・アビブ－ラマ

ラ－テル・アビブ 
10:00 保健庁女性健康局局長：プロ

ジェクト（案）討議 
11:00 保健庁地域保健部部長：プロ

ジェクト〈案〉討議 

４ 10月６日 水 テル・アビブ テル・アビブ－エル

サレム－テル・アビ

ブ 

10:00 パレスチナ家族計画協会事
務局長：プロジェクト（案）

討議 
12:00 UNFPA：既存／計画中の

UNFPAプロジェクトと JICA
新規プロジェクト（案）との

整合性確認 
14:00 UNICEF：既存／計画中の

UNICEFプロジェクトとJICA
新規プロジェクト（案）との

整合性確認 

５ 10月７日 木 アンマン テル・アビブ－アン

マン 
06:30 テル・アビブ発〈陸路〉 
12:00 アンマン着 

（テル・アビブと１時間の時差

あり） 
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面談者リスト 
 
保健庁(Ministry of Health) 
国際協力局（Directorate of International Cooperation）（ガザ） 
Dr. Abu Ramadan, Director-General of International Cooperation  
Mrs. Amani Morad, in charge of Japan Desk of International Cooperation 

 
PHC局（Directorate of Primary Health Care and Public Health）（西岸） 

Dr. Nadim Toubassi, Director-General  
Dr. As’ad Ramlawi, Deputy Director-General  
Dr. Obaida Dumhiyeh, Director of Community Health Department 
Ms. Halee Tamimi, Director Nurse 

 
女性の健康と開発局（Directorate of Women’s Health and Development）（西岸） 

Dr. Souzan Abdu, Director of Women’s Health and Development Department, Nablus 
 
国連人口基金（UNFPA） 

Mr. Hafedh Chekir, Representative 
Ms. Laila Baker, Assistant Representative 
Dr. Sana K. Sbadid, Project Officer (Reproductive Health) 

 
ユニセフ（UNICEF） 

Dr. Denisa-Elena Ionete, Project Officer Health 
 
パレスチナ家族計画協会（Palestinian Family Planning and Protection Association） 

Ms. Amineh Stavridis, Acting Executive Director 
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プロジェクトデザイン（ドラフト）2004年10月７日現在 
 
Project Title:  

Upgrading Maternal and Child Health in Palestine 
(or) 
Improving Reproductive Health in Palestine, with a special focus on Maternal and Child Health 

 
Project Purpose:  
1. To upgrade comprehensive maternal and child health (MCH) services by integrating the scope of 

reproductive health (RH) into MCH services and stressing child health  
2. To increase the awareness of women and men inclusive of youth on various topics of reproductive 

health and child health (such as postnatal care, sexually transmitted infections, nutrition of women 
and children,  children’s mental health, self-empowerment of women, and domestic violence 
against women and children) 

 
Project Areas: 

Certain activities are conducted nationwide (i.e. both at the West Bank and the Gaza Strip), while 
Jerico is selected as an area for testing the validity and effectiveness of MCH booklets and home visits 
by village health workers.  Jenin and Hebron are dropped as pilots since the Japanese cannot get into 
these areas and also considering the duration of the project and the nature of the activities as a pilot. 
 
Coordinating Bodies: 
1. Directorate of Women’s Health and Development 
 
Implementing Bodies: 
1. Community Health Department, PHC Directorate 
2. Palestinian Family Planning Association and Protection (under discussion) 
 
Project Duration:  
3 years 
 
Project Activities:  
A.  Service Delivery: 
1. Conduct Training in Japan: Training of trainers on MCH services management and quality of care. 

Proposed training contents for the first year: 
1) Overview of medical administration in Japan. 
2) MCH care system and management (inclusive of supervision, monitoring and evaluation) by 

stressing on child care and comparison to what is present in Palestine. 
3) Understand the concept of RH and its integration into MCH care/primary health care system. 
4) Make draft protocols and guidelines of MCH services for Palestine, by integrating the scope of 
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reproductive health (RH) into MCH services and stressing child health and also by utilizing the 
existing protocols and guidelines of RH (which means inclusion of screening of breast and 
cervical cancers and sexual transmitted infections). 

5) Understand MCH booklets used in Japan and sketch a booklet  suitable for Palestine. 
6) System of in-service training of midwives and nurses  
7) EPI Program and prevention and control of infectious diseases, with a special focus on 

sexually transmitted infections in Japan and its application to Palestine  
8) Data filing by computers  

 
Participants: Doctors, midwives and nurses engaged in MCH care services from the West Bank and the 

Gaza Strip 
Number of participants/ year:  8－10 people x 3 years = 24－30 people  
Period and Duration:  Starting in January, 2005, and 5-6 weeks 
 
2. Strengthen services in the West Bank and the Gaza Strip 

❏Establish protocols and guidelines of MCH services by integrating the RH into MCH services 
and stressing child health and also by utilizing the existing protocols and guidelines of RH 
(which means inclusion of screening of breast and cervical cancers and sexually transmitted 
infections) 

❏Conduct training workshops on protocols and guidelines of MCH services for staff by the above 
trainers. 

❏Provide necessary equipment to MCH centers. 
❏Provide a package of MCH services at the existing MCH centers according to the established 

protocols and guidelines. 

❏Monitor and evaluate. 
 
3. Production and use of MCH booklets in Jericho 

❏Produce MCH booklets inclusive of screening of breast cancer, cervical cancer and sexually 
transmitted infections. 

❏Use MCH booklets in cooperation with private clinics and NGO clinics. 
❏Monitor and evaluate. 

 
B.  Awareness-Raising in the Pilot Area: 
1. Make home visits to married women by village health workers in Jerico.  

1) Train village health workers with knowledge on topics related to MCH/family planning and 
self-empowerment of women. 

2) Conduct home visits. 
3) Monitor and evaluate. 
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面談メモ 
 
10月４日（月） 
10:00～11:30  PHC局長を表敬訪問の予定であったが、PHC局副局長および感染症部の部長も
臨席したので、実質的な話し合いの場となった。 
１．PHC局副局長の話（感染症が専門なので性病に固執する医師。PHC分野の実力者。プロジ
ェクト形成調査の時に性病をテーマとしたプロジェクトを主張した方。しかしながら、２回

目の訪問時には、海外出張中であり、会えなかった） 
・本邦研修では、研修実施機関がパレスチナの感染症の現状をよく理解したうえで、カリキ

ュラム編成していただくことを希望する〈これに対し、研修実施機関のために「パレスチ

ナの感染症の現状」を要約したものをJICAに提出して欲しい旨、当方から依頼〉。それと
同時に、世界的な流れについても学びたいのでこれもカリキュラムに加えて欲しい。こと

感染症の啓発活動については、医療従事者と一般住民両方を対象とする必要がある。 
・供与機材に関しては、プロジェクトの活動に必要な車両のほかに、感染症のサーベイラン

ス用に車両を各地域に１台必要だ。パレスチナ人の動きは制限されているので、各地域に

１台を必要とする。したがって西岸には合計で10台必要ということになる。ガザではタク
シーを利用して移動するという規則ができたので、ガザには車両はいらない。 

・確かに、パレスチナに、感染症のサーベイランスシステムは存在する。しかし、ここ４年

の間にそのシステムは脆弱化した。この問題は、WHOからも指摘を受けている。その理由
は、現在のパレスチナの政治状況に起因する。動きが制限されるので思うようにサーベイ

ランスできない。 
・新規プロジェクトに関してだが、現時点までで決定している事項に異論はない。したがっ

て、母子保健のテーマでプロジェクトを考えてよいと思う。しかしながら、特に０歳から

５歳までの子供の健康に注意を払って欲しい。特に子供の精神のケアについて取り組んで

欲しい。 
・本プロジェクトの関係者を一同に集めて最終合意に至る会議をもうけたらどうだろうか。

〈これに対し、当方は賛同し、彼（すなわちPHC副局長であるDr. Asa’dの指揮の下に会議
をもうけることを提案。10月の４週目あたりに開催するので、詳細が決定したら当方に連
絡するとのこと〉 

２．感染症部長の話（Dr. Iyad） 
本邦研修で、予防接種拡大計画プログラムと感染症対策を含んでいるが、大いに賛同する。 

３．本邦研修と同研修に参加した研修生による本国研修は、西岸とガザの両地域で実施するこ

とで双方合意した。 
 
13:00～14:00  Dr. Abu Ramadan（保健庁国際協力局局長）とのテレビ面談〈ガザとラマラ間〉 
・保健庁の本部はガザにある。援助機関の窓口は国際協力局であり、保健庁大臣、副大臣と

直結している。したがって、新しい案件をどのようなテーマにするかといった初期の段階

での話し合いは、ここで行われるのがプロトコールである。しかしながら、現在の状況で

は必ずしもそのとおりに行かないというのも理解する。 
・母子保健はトップ・プライオリティーの一つである。しかしながら、女性の健康と開発局
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が出来て、母親の健康は強化されつつあるので、むしろ子供の健康の方に力を注いで欲し

い。パレスチナでは、子供の予防接種拡大計画プログラムは成功しており、この持続を図

る努力は必要である。また、プロジェクトを形成するに当たっては、活動が重複しないよ

う充分気を配って欲しい。 
・その他の要望としては次のようなものがある。１）一次医療レベルでの子供の健康もさる

ことながら、二次医療レベルの子供の健康も考えて欲しい。両者は連携しているので。２）

ガザに新しい子供病院が建設されている。そこの遺伝性疾患病棟の機材、遺伝性疾患を持

った子供の親に対するカウンセリング手法などに対する支援（これに対し、当方は次のよ

うに回答した。１）今度の新規プロジェクトは今後保健医療分野で、パレスチナと日本双

方の協力関係を築く土台作りを担っている。本案件を土台に今後新しい案件が形成される

であろう。２）重複を避けるための最大なる努力を払っている。３）子供の健康に重点を

置くことに対しては充分理解している。４）予防接種拡大計画プログラムは、本邦研修の

研修項目に入っており、重要事項と認識している。５）その他の要望事項については、今

後検討していきたい。 
 
10月５日（火） 
10:00～10:50 女性の健康と開発局 
・局長が不在なので、副局長が対応した。非常に柔軟な考えの持ち主であり、プロジェクト

経験も豊富だったので、プロジェクト活動（案）に対しては理解を示した。唯一彼女が主

張したのは、「母子保健」を記載する時は必ず「リプロダクティブヘルス」の用語も併記

して欲しいということであった。 
・２～３週間後の会議開催については既にDr.Asa’dからきいているとのことで、その参加に
意欲を示した。 

 
11:00～12:00 PHC部地域保健部 
・部長であるDr.Obaidaが応対した。提示したプロジェクト活動（案）に対して基本的に同意
した。しかしながら、彼女がこだわったのは、母子保健といっても、｢母｣のほうは様々な

活動が実施されているので、｢子｣に重点を合わせた活動を行うことを明示して欲しい、と

いうことだった。そこで、そのように文章を追加した。また、彼女は母子保健にリプロダ

クティブヘルスを併記することをこばんだ。その理由は、パレスチナにおけるリプロダク

ティブヘルスの概念によると、子供は単に新生児のみを対象としているが、母子保健では

３歳児までを対象としており、母子保健とリプロダクティブヘルスとは必ずしも考えを一

致しないということである。これに対し、プロジェクトでは、学童期前の子どもを対象と

しているので、リプロダクティブヘルスとの併記はあまり問題とならないのではないかと

話した。何はともあれ、本問題については、数週間後に開催されるワークショップで議論

し、併記するのかしないか、当事者間で決めて欲しいと依頼した。 
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10月６日（水） 
10:00～11:00 パレスチナ家族計画協会 
・事務局長代理であるMs. Aminehが対応した。私の方からこちらの考えを率直に述べた。考
えとは、「新規プロジェクトの男性、若者を対象とした啓発活動のパイロット地域は、ジ

ェリコに限定する方向に進んでいるので、ジェリコの啓発活動に家族計画協会が協力する

意思があるなら、同活動を実施するが、協力する意思がない場合は、同活動を落としたい。

したがって本件について、協会内で協議し、結論を知らせて欲しい」というものである。

これに対し、Ms. Aminehから「協力する意思はあるが、果たして我々がジェリコに出入域
することが容易かどうかを見極めなくてはならない。現状を調査した上で、結論を出した

い」という回答を得た。 
 
12:00～13:00 国連人口基金 
・JICAの新規プロジェクト〈案〉と国連人口基金の既存プロジェクトとの間に重複はないか
について調査した。その結果、「リファーラルシステムの構築」に重複が見られるので、

この活動は新規プロジェクトから落とすことにした。また、まだ資金はついてないものの

UNFPA側で既にプロポーザルの用意がある「ヘルスボランティアによる家庭訪問」プロジ
ェクトとに重複が見られるとのことであった。そこで、今後、地域を分けて双方が活動を

実施するか、JICA新規プロジェクトではジェリコでパイロット的活動を実施し、その後を
うけて、国連人口基金が（日本大使館からの資金を得て）本活動を全国展開するか、こち

ら側で検討することとした。 
 
14:00～15:00 UNICEF 
・日本大使館から大崎書記官も出席の上、UNICEFの「母子健康手帳の作成と普及」活動〈案〉
〈イタリアの援助機関からの資金〉とJICA新規プロジェクトによるジェリコでの「母子健
康手帳の作成と普及」活動との整合性について話し合った。その結果、日本政府が支援し

ている予防接種拡大計画プログラムの資金からプリントの費目（予防接種記録カードのプ

リント用資金）を予防接種記録カードの内容も含めた母子健康手帳の作成に使用するとい

うことで合意した。なお、その手帳は日本政府とUNICEFの共同制作とすることでも合意
を見た。したがって、まずジェリコでパイロット的に「母子健康手帳の作成と普及」を実

施し、UNICEFはその成果を見ながら、手帳の全国展開を図るというシナリオがJICAの新
規プロジェクトには最善と思われる。これに関しては、パレスチナを再度訪問し、健康手

帳の全国展開を図る際にロジスティック、手帳のデザイン面での資金援助をすることにな

っているイタリア援助機関から合意を取り付ける必要がある。 
 
17:00～18:00 日本大使館 
・出張報告をした。話の焦点は、「保健ボランティアによる家庭訪問」の活動についての国

連人口基金とのデマケであった。その結果、JICAの新規プロジェクトがジェリコで同活動
をパイロット的に実施し、その成果をもとに、人口基金が同活動を全国展開するのが望ま

しいという結論に達した。日本大使館からは、人口基金による全国展開の活動に対する日

本政府の資金拠出について前向きに検討するとの回答を得た。 
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2. Conduct awareness-raising to the youth and men in Jerico (under discussion 

with the Palestinian Family Planning Association and Protection) 
1) Recruit specialized staff. 
2) Conduct training workshops. 
3) Produce IEC materials as well as utilization of the existing IEC materials. 
4) Advocate youth needs in reproductive health addressing to decision-makers 

and community leaders. 
5) Conduct enter-educate workshops to the youth. 
6) Establish forums by targeting men. 
7) Monitor and evaluate. 
8) Write up a report. 
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パレスチナ保健医療第四回現地フォローアップ調査 
出張報告書 

佐藤 都喜子 
〈広域企画調査員〉 

11月２日提出 
 
今次調査では、今までの一連のパレスチナ保健医療現地フォローアップ調査を通して得た結

果について関係機関と最終協議を行うことを目的とし、2004年10月25日（月）から10月27日（水）
まで、実質３日間にわたり現地にて調査を行った。その結果を以下に報告する。 
 
１．目的 

出張目的は以下のとおりである。 
イ）保健庁の関連部署を集めてJICA新規プロジェクト合同検討会議を実施し、保健庁内の総
意を取り付ける。合同会議直前/直後には関連部署の代表者に集まってもらい、プロジェク
ト実施計画（案）を策定する。 

ロ）UNICEFと国連人口基金との連携について各々から（＋イタリア援助機関）合意をとり
つける。 

ハ）10月12日にパレスチナ家族計画協会から、同協会がジェリコでの活動に協力する決断を
した、との連絡を受け取ったので、同協会と具体的活動内容について協議し、合意する。 

ニ）保健セクター作業部会に出席する。 
ホ）USAIDからの情報収集。 

 
２．結果 
イ）保健庁関連部署を集めての合同検討会議 

参加者は、以下のとおりである。 
PHC局 (Directorate of Primary Health Care and Public Health)西岸 
・Dr. As’ad Ramlawi, Deputy Director-General 
・Dr. Saed El-Hamod, District Director of Public Health Department, Nablus 
・Dr. Obaida Dumhiyeh, Director of Community Health Department 
・Ms. Halee Tamimi, Director Nurse 
女性の健康と開発局 (Directorate of Women’s Health and Development) 
・Ms. Wejdan Siam, Director-General 
・Dr. Souzan Abdu, Director of Women’s Health and Development Department, Nablus 
JICA 
・佐藤 都喜子（広域企画調査） 
・三好 浩樹 （パレスチナ企画調査） 
討議結果は以下のとおりである。 

企画調査員による事前の調査報告(4) 
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１．パイロット活動の対象地域について： 
保健庁の見解：安全上の問題から、ジニーンやヘブロンを対象とするのではなく、ジ

ェリコを対象としたい日本側の理由は理解できる。しかしながら、パイロット的な活動

という視点にたてば、将来的に全国展開を念頭に置いて活動を考えるのが順当である。

とすれば、保健庁はジェリコをパイロット活動の対象地域とするにはふさわしくないと

考える。その理由は、次のとおりである。１）ジェリコをパレスチナの標準的な地域と

は考えにくい。２）パイロットの活動となれば、保健庁本部のプロジェクト責任者が適

宜ジェリコを訪問する必要があるが、チェックポイントの問題などを考えると移動に時

間がかかりすぎる。３）ジェリコのリプロダクティブヘルス（RH）のサービスのレベル
はあまりに低く、非常に基礎的なところから底上げしていかなくてはならないので、努

力と時間を要する。 
そこで、当方から安全上の理由のみならず、ジェリコにてJICAによる総合地域開発計

画の動きがある旨を紹介したところ、それでは、ジェリコを受け入れるが、保健庁とし

ては、活動のモニタリングが容易であるラマラ〈保健庁西岸本部あり〉も対象地域とす

ることを強く希望するとの申し入れがあった。その結果、ジェリコとラマラ（ラマラは

プロジェクトの予算の許す範囲で対象地区を選定することとする）を対象地域とするこ

とで双方合意するに至った。 
 

２．RHと母子保健とのつながり： 
母子保健をRHの活動により包括させていくことについて、「女性の健康と開発」局と

PHC局母子保健部との間で激しいやり取りがあった。「女性の健康と開発」局は、母子保
健はRHの一部であるから、母子保健ではなくRHという用語を使うべきであると主張し
た。これに対し、母子保健局から、RHは女性の健康を中心に考えており、子供に関して
は新生児のみを対象としているに過ぎない。しかるに、母子保健は〈パレスチナの場合〉

３歳児までを対象としているので、母子保健はRHとは一線を画するとの反論があった。
結論として、母子保健の記載がある時は、RHを必ず併記することで双方が合意した。ま
た、子供の健康指標として、乳児死亡率および５歳未満児死亡率が良く使われるので、

対象児を０歳から３歳までではなく、０歳から５歳までとした方が良いのではないかと

いうJICA側からの提案に対し、保健庁側のまとめ役であるDr.As’adが賛同し、プロジェ
クトでは、試験的に、母子保健サービスの対象児を新生児から５歳児までに拡大するこ

ととした。母子健康手帳に関しては、総合母子保健／PHCセンターにてRHのサービスを
提供するものの、健康手帳は「母子」に限定することで合意に至った。 

 
３．母子健康手帳の普及 

パイロット地域にて母子健康手帳を普及することについて、かねてから母子健康手帳

の普及に反対を表明していた（といわれる）Dr. As’adと協議の末、次の結論に至った。
まず、パイロット地域にて、対象女性に母子健康手帳の有効性を充分に啓発した上で配

布する。母子健康手帳に予防接種記録を記載するが、従来の予防接種カードも当面併用

することとする。パイロット地域にて母子健康手帳普及の成功を確認した後、予防接種

カードは廃止し、パイロット地域で実施したと同様な手法で母子健康手帳を全国に一斉
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に配布することとする。 
 

４．プロジェクトに参画するNGO 
プロジェクトに参画するNGOを最初からパレスチナ家族計画協会と限定すべきでな

いとの発言が保健庁からあった。そこで（パレスチナ家族計画協会もメンバーとなって

いる）政府・NGOから構成されている健康促進・健康教育国家審議会と協議の上、プロ
ジェクトに参画するNGOを選定することとした。 

 
５．協議結果に基づくプロポーザルの修整〔添付資料：プロジェクトデザイン（案）〕 

 
修整前 修整後 

パイロット活動の対象地域：ジェリコ パイロット活動の対象地域：ジェリコ、ラ
マラ（一部） 

母子保健 母子保健／リプロダクティブヘルス 
宗教リーダー、コミュニティーリーダー、
18歳以上の男性の啓発活動：パレスチナ家
族計画協会が担当 

宗教リーダー、コミュニティーリーダー、
18歳以上の男性の啓発活動：健康促進・健
康教育の国家審議会と協議の上、選定され
たNGOが担当 

 
なお、プロジェクト実施計画（案）については、本邦研修時期が明瞭になっていない

ため、今回は検討しないこととした。 
 
ロ）UNICEFと国連人口基金との連携（＋イタリア援助機関） 

UNICEFとの連携 
保健担当者との予約が突然キャンセルされたので、UNICEFとの連携について最終確認

はできなかった。しかしながら、問題はないと思われる。代わりに、UNICEF代表の方か
ら、（日本大使館には既に説明した）ジェリコでの塩のヨウド化プロジェクトについて詳細

な説明を受けた。 
国連人口基金との連携 
国連人口基金は、RHの医療面を強調したヘルスワーカー家庭訪問の活動を全国的に実施

する計画を持っている。そこで、JICAプロジェクトで企画している女性のエンパワメント
を強調したヘルスワーカー家庭訪問のパイロット的な活動を、同基金のプロジェクトと連

携させ、全国展開することで合意した。しかしながら、JICAの活動内容を同基金のヘルス
ワーカーに訓練する費用については、JICA側が負担してくれるかとの打診があったので、
在イスラエル日本大使館にその資金的援助の可能性について質問した。本省に問い合わせ、

回答するとのことであった。 
 
ハ）パレスチナ家族計画協会との協議 

新規プロジェクトにおけるパレスチナ家族計画協会の位置づけを双方で再度確認した。

また、政府・NGOから構成されている健康促進・健康教育国家審議会と協議の上で、プロ
ジェクトに参画するNGOを選定するとの保健庁との協議結果を伝えたところ、同協会は、
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保健庁に対して多くの協力実績があり、保健庁のリプロダクティブヘルス関係者とのパイ

プラインも太いので、同協会がJICAプロジェクトに参画することに問題は生じないだろう
という認識を示した。 

 
ニ）保健セクター作業部会への出席 

テレビ会談により、西岸からは計画庁および作業部会の出席を許されている主要援助機

関が参加し、ガザからは保健庁が参加した。部会の司会はガザ保健庁国際協力局のDr. 
Ramadanであった。参加した援助機関は以下のとおりである。１）イタリア援助機関 ２）
USAID ３）JICA ４）世界保健機構 ５）UNICEF ６）NGO連携委員会。出席者の話
し合いから、保健セクターの活動が活発であることを認識した。さらに、お互いの活動が

微妙に多くの接点を持つ傾向があることも見て取れた（すなわち重複の危険性がある）。パ

レスチナで今必要としている活動の一つは、皮肉にも「活動調整」であることは確かであ

り、保健セクター作業部会の意義は大きい。JICAの新規案件の内容について話す機会をと
らえたので、リプロダクティブヘルスの視点から母子保健プロジェクトを実施する予定で

あること。さらに、母子保健なので女性の健康のみならず、子供の健康向上にも大いに力

を入れたい旨を表明した。Dr. Ramadanからも子供の健康に対するJICAの貢献を期待する旨
の発言があった。また、JICAとはこれから「特別会議」を持ちたいとの話であった。 

 
ホ）USAIDからの情報収集 

USAIDのパレスチナへの支援は当初４億円（３年間協力？）から始まり、今や55億円に
なっている。一時は80億から90億という時もあった。EUは保健庁に対して人件費や活動費
負担を行っているが、USAIDは技術支援に徹している。USAIDは、現状把握のために、調
査に相当の資金を費やした。調査１件につき5,000万円かかった。パレスチナに平和の機運
が高まった時は、資金も豊かでありこのような調査が可能であった。しかしながら、今後

は予算が減少することは必須であり、調査もできなくなるだろう。2001年から2005年の保
健医療活動については、マラムというNGOが一括して担当している（マラム・プログラム）。
その後の活動については、既に2005年から2007年の３ヵ年計画が策定されている（マラム
のプログラムとは４ヶ月の重複あり）。RH、母子保健の活動は、さらに強化する必要があ
る。特に青少年を対象としたRHの活動を推奨したい。パレスチナの教育庁はリベラルであ
り、学校教育の中に性教育を実施することを認めているので、活動を円滑に進めることが

出来る。 
 
３．今後の展望 

今回のフォローアップ調査を持って一応現地調査に区切りをつけたい。今後は、JICA本部
の指示を待って、動きたい。なお、保健庁の国際協力局の局長であるDr. Ramadanとの「特別
会議」は早いうちに実施すべきと考える。さらに、保健庁からの希望により、ガザも本邦研

修を基盤とした全国的な活動の対象地域としているが、現在の政治的状況から判断するに検

討する必要はある。また、本邦研修は、保健庁の希望にそって作成されたので盛りだくさん

となっている。内容をより選定し、今回落とされる活動については二年度と三年度につない

でいくほうがより現実的であると考える。 
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パレスチナ出張日程（2004年10月25日から10月27日） 
 

日順 月 日 曜日 宿泊地 行 程 調査業務の概要 

１ 10月25日 月 テル・アビブ アンマン－ラマラ

－エルサレム－テ

ル・アビブ 

5:30 
アンマン発（陸路） 

11:30～13:00 
保健庁との合同会議 

15:00 
国連人口基金 

２ 10月26日 火 テル・アビブ テル・アビブ－ラマ

ラ－エルサレム－

テル・アビブ 

11:00～13:00 
 保健セクタ－援助機関会議 
14:00 
 イタリア援助機関 
15:00 
 UNICEF 

３ 10月27日 水 アンマン テル・アビブ－エル

サレム－テル・アビ

ブ－アンマン 

8:30  
 パレスチナ家族計画協会 
11:00 
 USAID 
17:00 
 アンマン着（陸路） 
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プロジェクト・デザイン〈案〉 
 
Project Areas: 
 Jericho and part of Ramallah 
 
Coordinating Bodies: 
1. Directorate of Women’s Health and Development 
 
Implementing Bodies: 
1. Community Health Department, PHC Directorate 
2. Palestinian Family Planning Association and Protection (under discussion) 
 
Training in Japan 
Participants: Doctors, midwives and nurses engaged in MCH care services from the West Bank and the 

Gaza Strip 
Number of participants/ year:  8－10 people x 3 years = 24－30 people  
Period and Duration:  Starting in January, 2005, and 5-6 weeks 
 
 
 
 
Tentative PDM on Reproductive Health Project in the West Bank and the Gaza Strip 

❏Project Title: Improving Reproductive Health in the West Bank and the Gaza Strip, with a special 
focus on Maternal and Child Health 

❏Project Duration: 3 years 
❏Target Areas: The entire districts of the West Bank and the Gaza Strip 
❏Pilot Areas: Jerico 
❏Primary Target Groups: Women at the reproductive ages (15-49) Children aged 0 to 5 years 
❏Secondary Target Groups: Men at the age of 18 years old and above Strategically-targeted 

stakeholders Service Providers of MOH 
 
 
 
◆◆◆◆◆◆◆◆  

Super Goal: To contribute to the national efforts to enhance women’s reproductive health and 
children’s health. 
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Narrative Summary 
Overall Goal 
 
The situation of children’s health as well as women’s reproductive health is improved in the West 
Bank and the Gaza Strip. 

Project Purpose 
 
1. Maternal and child health (MCH) services are upgraded by integrating the scope of reproductive 

health (RH) into primary health care (PHC) services and stressing children’s health. 
2. Awareness and sensitization on various topics of RH and children’s health (such as postnatal care, 

sexually transmitted infections, nutrition of women and children, children’s mental health, 
self-empowerment of women, and domestic violence against women and children) are increased 
among the targeted women and men and strategically-targeted stakeholders to promote behavioral 
change. 

Outputs 
 
1. There is an increased number of trainers on MCH/RH services management and quality of care in 

the West Bank and the Gaza Strip. 
2. MCH/RH services are strengthened in the West Bank and the Gaza Strip. 
3. MCH booklets are produced and used in Jericho and part of Ramallah. 
4. Both women and men are raised awareness on topics related to RH/family planning and 

gender/self-empowerment of women to promote behavioral changes in Jericho and part of 
Ramallah. 

5. The project presents achievement and recommendations to the concerned ministries as well as the 
general public at the national level. 

Activities 
 
(Activities implemented by MOH: NATIONWIDE) 
1-1 Conduct training in Japan: Training of trainers on MCH/RH services management and quality of 

care (for the first year) and the subjects discussed after the completion of the first-year training 
(for the second and the third year). 

 
Proposed training contents for the first year: 
a- Overview of medical administration in Japan. 
b- MCH/RH care system and management (inclusive of supervision, monitoring and 

evaluation) by stressing children’s care and comparison to what is present in the West Bank 
and the Gaza Strip. 

c- Understand the concept of reproductive health (RH) and its integration into MCH 
care/primary health care (PHC) system. 
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d- Make a draft checklist of MCH/RH services for the West Bank and the Gaza Strip, by 
integrating the scope of RH into MCH/PHC services and stressing children’s health and 
also by utilizing the existing protocols and  guidelines of RH (which means inclusion of 
screening of breast and cervical cancers and sexual transmitted infections). 

e- Understand MCH booklets used in Japan and sketch a booklet suitable for the West Bank 
and the Gaza Strip. 

f- System of in-service training of midwives and nurses. 
g- EPI program and prevention and control of infectious diseases, with a special focus on 

sexually transmitted infections in Japan and its application to the West Bank and the Gaza 
Strip. 

h- Data filing by computers. 
 
(Activities implemented by MOH: NATIONWIDE) 
2-1 Establish a checklist of MCH/RH services by integrating the scope of RH into MCH/PHC 

services and stressing children’s health and also by utilizing the existing protocols and 
guidelines of RH (which means inclusion of the screening of breast and cervical cancers and 
sexually transmitted infections). 

2-2 Conduct training workshops on a checklist of MCH/RH services for staff of MCH/PHC by the 
trainers trained in Japan. 

2-3 Provide necessary equipment to MCH/PHC centers. 
2-4 Provide a package of MCH/RH services at the existing MCH/PHC centers by following the 

established checklist. 
2-5 Monitor and evaluate. 
 
(Activities implemented by MOH: JERICHO and PART OF RAMALLAH) 
3-1 Produce MCH booklets. 
3-2 Use MCH booklets in cooperation with private clinics and NGO clinics. 
3-3 Monitor and evaluate. 
 
(Activities implemented by Palestine Family Planning Association and Protection(PFPAP))  - 
Under Discussion – 
4-1  Recruit staff. 
4-2 Conduct training workshops to those who conduct awareness raising workshops/forums. 
4-3 Advocate RH, including gender and FP, in relation to the project to the strategically-targeted 

stakeholders such as religious leaders, community leaders, government officers and school 
teachers at the communities. 

4-4 Produce IEC materials to respond to the needs of the targeted men as well as utilization of the 
existing IEC materials. 

4-5 Conduct awareness-raising workshops/forums for targeted men.  
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(Activities implemented by MOH: JERICHO and PART OF RAMALLAH) 
4-4 Conduct home visits to the targeted women by trained village health workers. 

a- Reproduce flip charts that were produced and used in the previous JICA project conducted 
in Jordan. 

b- Train village health workers by using a set of training manuals produced and used in the 
previous JICA project conducted in Jordan. 

c- Conduct home visits by them. 
 
(Activities by both MOH and PFPAP) 
5-1 Collect baseline data and analyze according to the responsibilities that each of the above two 

bodies has, respectively. 
5-2 Monitor the activities under respective responsibilities of the above two bodies, respectively. 
5-3 Present the achievements and recommendations to the concerned ministries as well as the 

general public. 

 
 
 
Objectively Verifiable Indicators, Means of Verification, Assumptions and Preconditions written below 
will be discussed later after the project contents are finalized among the concerned parties. 
 

Objectively Verifiable Indicators Means of Verification 
Overall Goal: The situation of children’s health 
as well as women’s reproductive health is 
improved in the West Bank and the Gaza Strip.  
a. 
b. 
c. 
d. 

 

Project Purpose: 
1.Maternal and child health (MCH) /reproductive 
health (RH) services are upgraded by integrating 
the scope of reproductive health (RH) into 
primary health care (PHC) services and stressing 
children’s health. 
a. 
b. 
c. 
d. 
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2.Awareness and sensitization on various topics 
of RH and children’s health (such as postnatal 
care, sexually transmitted infections, nutrition of 
women and children, children’s mental health, 
self-empowerment of women, and domestic 
violence against women and children) are 
increased among the targeted women and men 
and strategically-targeted stakeholders to 
promote behavioral change. 
a. 
b. 
c. 
d. 

Outputs: 
 
Output 1: There is an increased number of 
trainers on MCH/RH services management and 
quality of care in the West Bank and the Gaza 
Strip. 
a. 
b. 
c. 
d. 
 
Output 2: MCH/RH services are strengthened in 
the West Bank and the Gaza Strip. 
a. 
b. 
c. 
d. 
 
Output 3: MCH booklets are produced and used 
in Jericho and part of Ramallah. 
a. 
b. 
c. 
d. 
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Output 4: Both women and men are raised 
awareness on topics related to RH/family 
planning and gender/self-empowerment of 
women to promote behavioral changes in Jericho 
and part of Ramallah. 
a. 
b. 
c. 
d. 
 
Output 5: The project presents achievement and 
recommendations to the concerned ministries as 
well as the general public. 
a. 
b. 
c. 
d. 

Inputs 

 
(Personnel) 

 
 
 
 
 

(Land and facilities) 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

Palestine Japan 
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Important Assumptions 
Overall Goal 
 
 
 

Project Purpose 
 
 
 

Outputs 
 
 
 
Activities 
 
 
 

Preconditions 
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面談者リスト（2004年10月25日～2004年10月27日） 
 
保健庁 (Ministry of Health) 

PHC局(Directorate of Primary Health Care) 
Dr. As’ad Ramlawi, Director-General of PHC and Public Health 
Dr. Obaida Kamniyeh, Director of Community Health Department of PHC and Public Health 
Ms. Halee Tamimi, Director Nurse of Community Health Department of PHC and Public Health 
Dr. Saed El-Hamod, District Director of Public Health Department, Nablus 

 
女性の健康と開発局(Directorate of Women’s Health and Development) 

Ms. Wejdan Siam, Director-General of Women’s Health and Development 
Dr. Souzan Abdu, Director of Women’s Health and Development Department, Nablus 

 
パレスチナ家族計画協会(Palestinian Family Planning and Protection Association) 

Dr. Arafat Hidmi, Secretary General 
Ms. Amineh Stavridis, Manager of Clinics and Centers of Excellence 

 
国連人口基金（UNFPA） 

Ms. Laila Baker, Assistant Representative 
 
国連児童基金（UNICEF） 

Mr. Dan Rohrmann, Special Representative 
 
イタリア総領事館（Consulate General of Italy） 

Ms. Sawsan Batato, Local Health Consultant 
 
米国国際開発庁（USAID） 

Ms. Sherry F. Carlin, Office Director 
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パレスチナ保健医療案件フォローアップ 
出張報告 

佐藤 都喜子 
（広域企画調査） 

2005年２月12日 
 
今次調査では、２月中旬に派遣予定であるパレスチナ形成調査団の支援を目的とし、2005年

１月31日（月）から２月２日（水）、および２月６日（日）から２月９日（水）までの２回にわ
たり、合計７日間のパレスチナ出張を行った。その結果を以下に報告する。 
 
１．目的 
イ）保健庁との今までの協議・合意事項の確認。 
ロ）関連援助機関との協調。 
ハ）関連援助機関へのJICAプロジェクト形成調査団訪問目的についての説明。 

 
２．結果 
イ）保健庁との今までの協議・合意事項の確認 

❏今まで協議、合意していた事項について確認を図った。保健庁側から何ら今までの企画

について変更を求められることはなく、すべて合意するとのことであった。 
❏他の援助機関と重複を避けた活動をすべきであるとの認識から、特に、母子保健／リプ

ロダクティブヘルス分野で活発な活動をしているユニセフ、国連人口基金および今後

大々的な活動展開を図るであろうUSAIDとの協調を図ることで意見の一致を見た。 
❏出張前に、人間開発部より①上限一億円にはこだわらない、②研修については、パレス

チナでの国内研修の可能性もあり、との考えを受け取ったので、本邦研修のみで対応し

ようとの今までの路線を修整した。本邦研修は、保健庁の希望に沿って作成されたので

盛りだくさんとなっており、既に小職の前回の企画調査報告書〔2004年11月２日提出〕
にて今後内容の選定をする必要性を述べた。また、本邦研修のみでは対応が困難な研修

内容も同研修に含まれていた。このようなことを考慮に入れ、この機会に研修内容に最

適と考えられる研修先を検討した。 
❏以上の結果、保健医療新規案件の協力内容、対象地域、および協力スキームは次のよう

な内容が想定される。 
 

企画調査員による事前の調査報告(5) 
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表１．ジェリコ開発計画における母子保健/リプロダクティブへルスプロジェクト大枠 

協力内容 対象地域 スキーム 

（１）母子保健サービスマネジメントと母子健康手帳 全 域 本邦研修 

（２）母子保健サービス改善のガイドライン策定 全 域 国内研修＋短期専門家

（３）母子健康手帳の作成、普及 ジェリコ＋

ラマラ（一

部）、 
後に全域 

短期専門家 

（４）家庭訪問による女性への啓発 ジェリコ＋

ラマラ（一

部）、 
後に一部地

域への拡大

第三国研修（ヨルダン）

（ヨルダンにおける

JICAの類似プロジェク
トの経験と教訓の活

用） 

（５）ソーシャル・モービライゼーション／男性への

啓発 
ジェリコ＋

ラマラ（一

部）、 
後に一部地

域への拡大

NGO委託事業 

注：表１の（１）、（２）、（３）の活動は連携している。また（３）の活動は（４）と（５）

の活動と組み合わせた有機的な展開を想定している。 
 
ロ）関連援助機関との協調 

❏パレスチナの国家的組織力が弱い現状にあって、活動の重複をさけるための援助協調は

不可欠である。また、ジェリコでの活動のその後の展開〔ポスト・ジェリコ〕も考慮す

ると、プロジェクト当初から関連援助機関との連携をはかるべきと考える。そのために、

次のような企画をした。 
➲ジェリコにおける上記の表の（３）の活動（母子健康手帳の作成、普及）は、過去に

インドネシアにてJICAと同様な活動で連携したユニセフと連携するのが適切と考え
る。ジェリコでの活動成果を測定した後、全国展開に移る段取りであるが、全国展開

の時期をいつにするのか（プロジェクト期間中か、それともプロジェクト終了後か）

については、ジェリコ開発計画の今後の展開、および日本側の投入レベルにかかわっ

てくるので、今後更なる検討をお願いしたい。 
➲上記の表の（４）の活動（家庭訪問による女性への啓発活動）では、国連人口基金と

の連携をはかる。ジェリコの活動では、やはりこちらがイニシアティブをとるが、ジ

ェリコの経験を踏まえてのその後の一部地域への拡大は、国連人口基金に引き受けて

もらう（国連人口基金は、現在、同活動を数地域に限定して実施しているものの、現

時点での同基金との連携は、ポスト・ジェリコの第一ステップになるものと期待され

る）。この一部地域への活動拡大をプロジェクト期間中とするか、それともプロジェク

ト終了後とするかについては、（３）の活動同様に、今後更なる検討をお願いしたい。 
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ハ）関連援助機関へのJICAプロジェクト形成調査団訪問目的についての説明 
❏保健分野のセクターワーキンググループにて、２月14日に到着されるプロジェクト形成
調査団の訪問目的について説明した。保健新規案件は、ジェリコ地域開発計画において

位置づけられている点を強調した。 
 
３．まとめ 

❏プロジェクト形成調査にて、保健庁の実務レベルと既に合意がなされている協力の大枠

（表１参照）について協議がなされれば幸いである。 
❏今まで保健庁の実務レベルで協議した協力内容は、保健庁や計画庁のみならず、他の援助

機関の間でも認識されつつある。したがって、事前評価調査では、ゼロからの内容検討で

はなく、今まで協議してきた内容(すなわち、活動の柱)を基盤とした調査をお願いしたい。
パレスチナ案件はとにかく早急に案件形成するようにとの肝いりで始まったものなので、

これまでの企画調査では、パレスチナにおける他の援助機関の活動成果などについて精緻

な調査がなされていない。また、ジェリコの保健医療の詳細な現状調査もなされていない。

事前評価調査では、このような穴を埋めていただき、今までの保健庁との協議内容をさら

に堅固なるものとしていただくことを切に希望する。 
 

以 上 
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パレスチナ出張日程 
 
パレスチナ出張日程①（１月31日（月）～２月２日（水）） 

日順 月 日 曜日 宿泊地 行 程 調査業務の概要 

１ １月31日 月 テルアビブ アンマン－テルアビ

ブ 
13:00 アンマン発 
18:00 テルアビブ着 

２ ２月１日 火 テルアビブ テルアビブ－エルサ

レム－ラマラ－テル

アビブ 

11:00 保健分野セクターワーキング
グループ出席 

13:00 保健庁表敬訪問 
17:00 日本大使館 

３ ２月２日 水 アンマン テルアビブ－ラマラ

－アンマン 
10:00 UNICEF／保健庁ワークショッ

プ 
13:00 ラマラ発 
18:00 アンマン着 

 
パレスチナ出張日程②（２月６日（日）～２月10日（木）） 

日順 月 日 曜日 宿泊地 行 程 調査業務の概要 

１ ２月６日 日 テルアビブ アンマン－テルアビ

ブ 
13:00 アンマン発 
17:00 テルアビブ着 

２ ２月７日 月 テルアビブ テルアビブ－ラマラ

－エルサレム－テル

アビブ 

10:00～13:00 保健庁* 

15:30 国連人口基金 

３ ２月８日 火 テルアビブ テルアビブ－ラマラ

－テルアビブ 
10:00～13:00 保健庁** 

15:00 USAID 

４ ２月９日 水 アンマン テルアビブ－ラマラ

－エルサレム－テル

アビブ－アンマン 

10:00 保健庁健康促進・健康教育局 
12:00 保健庁PHC 局長への報告 
13:00 計画庁への報告 
15:00 UNICEF 
17:00 テルアビブ発 
20:00 アンマン着 

* review the proposal which is already prepared between MOH and JICA.  

** discuss the work plan. 
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面談者リスト 
 
（西岸）保健庁（Ministry of Health, West Bank） 

PHC局(Directorate of Primary Health Care) 
Dr. Nadem Tobasi, Director General 
Dr. As’ad Ramlawi, Deputy Director-General 
Dr. Obaida Kamniyeh, Director of Community Health Department 
Ms. Halee Tamimi, Director Nurse of Community Health Department  

 
女性の健康と開発局（Directorate of Women’s Health and Development） 

Ms. Wejdan Siam, Director-General  
Dr. Souzan Abdu, Director, Nablus 

 
健康促進・健康教育局（Directorate of Health Promotion and Health Education） 

Prof./Dr. Zahera Habash, Director General 
Dr. Lobna Elsader, Director 
Dr. Wafa’a Abu Lebdah, Staff 

 
国際協力局（Department of International Cooperation） 

Dr. Qasem Maani, Director 
 
国連人口基金（UNFPA） 

Mr. Hafedh Chekir, Representative 
Ms. Laila Baker, Assistant Representative 
Dr. Sana K. Shadid, Project Officer (Reproductive Health) 

 
国連児童基金（UNICEF） 

Mr. Dan Rohrmann, Special Representative 
Dr. Denisa-Elena Lonete, Health Director 

 
USAID 

Ms. Sherry F. Carlin, Office Director, Health and Humanitarian Assistance Office 
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（１）主要面談記録 
 
保健庁副大臣 
当方より、企画調査員による今までの調査・合意事項等の確認を行ったうえで、本調査団の

目的、進め方を説明。先方より、以下のコメント。 
・ 本調査団の目的は理解した。自分としてのコメントはいくつか述べたいが、基本的には事

務方と協議してもらって構わない。自分がプロジェクトの責任者となり、R/Dに署名するこ
とは了解した。 

・ 可能であれば、２次病院への協力を含めて欲しい。また、本邦研修は、ただ見学するよう

なものではなく、実際に手を動かすようなものを望む。 
→当方より、本プロジェクトの本邦研修も、ガイドラインの作成を試みるなど実際に手を動か

すものを計画している旨回答。また、臨床）医療行為）について実際に関与する研修は、困

難である旨補足。 
・ ガイドラインについて、今までも多くのガイドライン／プロトコールが作られたが、書棚

に保管されているものが多い。実際に使用されなければならない。 
→当方より、本プロジェクトでは、現場で活用されるよう簡易なチェックリストのようなもの

を考えている旨回答。 
・ UNRWAとの連携・協力については特に問題ない。調査団がUNRWAとの協議することも構
わない。 

 
保健庁PHC局長 
当方より、企画調査員による今までの調査・合意事項等の確認を行ったうえで、本調査団の

目的、進め方を説明。また、副大臣が述べた２次病院への協力や、パイロットサイトの範囲な

どについての考えを質問。先方より、以下のコメント。 
・ 自分としてはPHCレベルにターゲットを絞る方針について異論はない。ただ、２次病院と

PHCは不可分であるので、副大臣が言う様に併せてプロジェクトで取り組むのも一理ある
と考える。 

・ パイロットサイトについては、ジェリコ県（４万人、内７千人が難民、MCH/PHCセンター
が６つ）とともに、ラマラ県については、ラマラ市とアルビーレ市（約６万2,000人、MCH/PHC
センターが32）が望ましい。（ただし、その後、RH啓発活動については農村部とした方が良
いとの意見があり、RH啓発活動のパイロット地域は別途決めることとなった） 

 
UNRWAとの協議 
 当方より、本調査団の目的、プロジェクトの計画案を説明。先方コメントは次のとおり。 
・ JICAが保健庁と実施するプロジェクトと情報交換などの連携をとることは問題ない。過去
においてもEPIカードの作成普及などで、保健庁、ユニセフと協調した実績あり。 

・ ガイドライン、プロトコール、EPI以外の各種カードなど、UNRWA独自のもの（他の国の
UNRWAとは揃えている）を使用している。今後、保健庁側と整合性を取っていくことは必
要と考えている。母子健康手帳についてはあまり考えたことはないが、アイディアとして

は良いと思う。 

４．実施協議調査団での調査協議内容 
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・ UNRWA全体の方針はパレスチナ西岸地区UNRWA事務局だけでは決められないため、今後
の対応については、アンマンのUNRWA本部やガザとも協議しながら進めたい。 

 
計画庁 
 当方より、本調査団の目的、プロジェクトの計画案を説明。先方コメントは次のとおり。 
・ 保健分野については、他ドナーとの協調が重要。 
→当方より、今回のミッションでもユニセフ、UNFPAを訪問し協調に関する協議を行う他、21
日のドナー会議にも出席する旨回答。 

 
保健庁PHC局、女性と健康開発局 

R/DのPDM案をもとに、プロジェクトの枠組みについて読み合わせを実施。主要なコメント
は次のとおり。 
・ 本邦研修でガイドラインや母子健康手帳のドラフトを作成することは難しいかもしれない。

人選や研修期間など、十分な検討が必要である。 
 
保健庁健康促進局 
 当方より、本調査団の目的、プロジェクトの計画案を簡単に説明。特に、NGO委託事業を実
施するにあたり、同局長が選定委員会の窓口となっているため、協力を依頼。先方コメントは

次のとおり。 
・ 本プロジェクトにIECなどの活動が含まれているのであれば、健康促進局もC/Pとなるべき
である。 

・ NGO選定の件は了解。委員会が開かれるときに説明して欲しい。 
→当方より、TORが出来た時点で説明をしたい旨回答。また、IEC活動のウエイトは小さいの
で、健康促進局はC/Pに入る必要はないと考えている旨回答。ただし、その後、合同調整委
員会のメンバーにはなることで決着。 

 

UNICEF 
当方より、本調査団の目的、プロジェクトの計画案を簡単に説明。特に、母子健康手帳作成

普及について協議したい旨説明。先方より、母子健康手帳事業について説明あり。概要次のと

おり。 
・ 日本政府からの無償資金協力により、母子健康手帳の作成普及を進める予定。つい数日前

に日本大使館と合意文書を締結した。 
・ 母子健康手帳の作成スケジュールとしては、７月にファーストドラフトを作成、パイロッ

ト地域で試験的に活用してから、本格的な普及を計画するところまで１年間で行う予定。

ただし、７月までのドラフト作成は現実的に難しく、10月くらいになると思う。作成にあ
たっては、JICAと連携して進めたいので、JICA専門家の協力や、本邦研修によるサポート
を効果的に活用できるよう、作成スケジュールも調整していきたい。 

・ すでに母子健康手帳のための保健庁関係者とのワーキンググループは設置した。（ただし、

保健庁側はその認識がなかった） 
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イタリア援助庁 
 当方より、本調査団の目的、プロジェクトの計画案を説明。先方コメントは次のとおり。 
・ イタリア援助庁は、MIS（保健情報管理システム）においてUNICEFに資金を出している。
詳細はUNICEFに確認願いたい。 

・ 保健分野のドナー会議の議長を務めている。21日にドナー会議を開くので、ぜひ出席し、
JICAプロジェクトを紹介して欲しい。また、各ドナーがバラバラに活動を実施することな
く調和化が進むよう、WHOと共同で、保健分野の各ドナーの活動のデータベース作成を進
めている。 

→21日ドナー会議には、萩原団員が参加し、JICAプロジェクトについてプレゼンする予定であ
る旨回答。 

 
USAID 
 当方より、本調査団の目的、プロジェクトの計画案を説明。先方コメントは次のとおり。 
・ 母子保健と子供の健康のプロジェクト（ハナンプロジェクト）を実施中である。プロジェ

クトでは対象地域を選定するための調査を実施中であり、母子保健、子供の健康の状況が

最も悪い地域、特に保健サービスへのアクセスが悪い地域を選定する予定。それらの地域

でのPHCセンターを中心に保健サービスの質を向上させると共に、地域住民のエンパワメ
ントに取り組む予定である。一次出産施設（Maternity Home）に関する調査も実施中である。 

・ 子供の健康は子供の栄養改善が中心。母乳保育の促進も実施予定。５歳児までの成長曲線

に関しては、パレスチナ自治区の成長曲線のスタンダードを作成する予定。 
 
ジェリコ県保健局 (Public Health Department, Jericho) 
・ ジェリコ県は西岸最大の面積をもつ県で、南北100㎞、東西50㎞ほどの地域を管轄し、人口
は周辺地域も含めると約５万人。西岸全域の30％がジェリコ県である。コミュニティは広
範な地域に散在し、予防接種などには家庭訪問が欠かせない。年間と通じて気温が高く、

高温に起因した疾病や害虫、蛇などの被害も多い。土着の寄生虫による疾病（Jericho Boil）
も発症。 

・ 分離壁や検問所による移動制限が母子保健の問題となっている。 
・ イスラエルによる検問所での出産は2004年には４件発生している。 
・ 保健センターへのアクセスを改善するため、ヘルスポスト（Village Health Room）を地域で
開設し、村落保健員（Village Health Worker）を訓練し配属させている。ジェリコ県全体で
５箇所のヘルスポストに８名の村落保健員（保健庁職員）が配属され、医師または看護師

が週１回程度巡回診療に訪れる。村落保健員は各地域の住民から選ばれ、産前、産後ケア

と健康教育の訓練を受けている。 
 
ジェリコMCHセンター 
・ MCHセンターでは産前ケア、産後ケア、乳幼児健診および予防接種の他、ハイリスク妊娠
の管理と家族計画サービスを提供している。子宮頸がんや乳がんの検診など、RHサービス
も自治政府プロトコールに則して提供されている。 

・ ジェリコ県内には６箇所のPHCセンターがあるが、MCHセンターはこのセンターのみであ
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る。MCHセンターでは出産を扱っていない。 
・ ２名の看護師が常勤。男性一般医師と女性一般医師が週３日ずつ勤務しているが、IUDや子
宮頸がん健診は女性医師だけが担当している。週２回産婦人科専門医が勤務しており、超

音波検査、ハイリスク妊娠の管理、家族計画のサービスなどを提供している。３歳以下の

子供の診療は無料。 
・ センター利用者は子供20人／日、女性10人／日程度。予防接種は週100件ほど実施。 
 
新ジェリコ病院 
・ 55床。40％の患者はジェリコ県外から利用。10診療科があり、月300件の手術。28名の医師
（うち専門医12名）が勤務するが、全員ジェリコ県外からの通勤である。２次病院であり、
重症患者はラマラ病院などへリファーする。 

・ ジェリコ病院での出産数は月120件程度、内35件程度は帝王切開。 
・ ジェリコ県内には他の公立病院がなく、需要は高い。 
・ ジェリコ県の80％の出産は新ジェリコ病院で扱われている。 
→新ジェリコ病院では母子保健向上のための活動を実施しているか？ 
・ 母子保健はMCHセンターの所轄であり、現状ではMCHセンターとの情報交換はあまり行わ
れていない。妊婦が出産のために病院へ来るが、産後数時間で退院してしまい、その後の

母子の健康状態については、病院では把握していない。 
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（２）PCMワークショップ結果概要 
 

日時：2005年６月18日（10:00～12:45） 
場所：保健庁PHC局（ラマラ） 
ワークショップ参加者： 

1. Dr. Obaida Qumhiyeh 保健庁Director of Community Health Department 
2. Ms. Hala Tamimi 保健庁Director Nurse 
3. Ms. Taghreed Hijaz 保健庁MCH Supervisor, West Bank 
4. Prof. Dr. Zahera Habash 保健庁Directorate of Health Promotion and Health Education 
5. Dr. Souzan Abdu  保健庁Directorate of Women's Health and Development 
6. 三好浩樹 企画調査員 
7. Ms. Dima Hammudeh 現地職員（ラマラフィールドオフィス） 
8. 米山 芳春 団 長 
9. 久田 智子 団 員 

 
モデレーター： 
   萩原 明子 団 員 
 
ワークショップ目的： 
要請書やこれまでの協議をもとに作成したPDM暫定版を検討し、関係者の合意を得る。 

 
ワークショップでの主な確認事項： 

 プロジェクトの裨益対象のうち対象小児は、啓発活動の対象は０歳から５歳、MCHサービス
の対象は０歳から３歳に規定する。MCHサービスは現状では３歳までを無料診療の対象とし
ており、４、５歳児に関しては有料診療である。４、５歳児の無料診療を開始するためには

人的、物的資源が不足しており、プロジェクト内では対応できないとの指摘があった。人的

物的投入がないままMCHサービスの無料診療対象を拡大することは、MCHセンターのスタッ
フに過大な負担を強いることになり、実質的にはMCHセンターのサービスの質の低下を招く
とのことである。 

 実施機関はPHC局、調整機関は女性の健康と開発局であったが、健康教育・ヘルスプロモー
ション（HEHP）局が新たに調整機関として確認された。HEHP局は主に啓発活動を委託する
NGOとの連携窓口などの役割を担う。 

 成果の指標につき検討し、各活動が全国レベルであるか、パイロット地域のみであるかを限
定した上で、数値目標を設定した。 

 MCHセンターのサービス向上についても、全国的に普及させることを目標とし、センタース
タッフの研修等の活動も行うが、モニタリングできるのはパイロット地区に限定されること

を確認した。（活動の対象は全国であるが、国情により全国規模のモニタリングが困難であ

るため、モニタリングはパイロット地区に限定する。） 
 母子健康手帳については、全国的に普及させることを目標にするが、活用方法のモニタリン
グはパイロット地域でのMCHセンターに限ることを確認した。 
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 啓発活動についてNGOに委託する場合、NGOの選定、NGOの訓練、啓発教材の監修はすべて
健康教育・ヘルスプロモーション局を通じて行うことを確認した。 

 
今後の検討事項： 

 対象地域のうち、パイロット地区である「ラマラの一部」についてはラマラのどの地域が適
切であるか、検討が必要である。MCHセンターの配置などを手がかりに、地域の限定を行う
とともに、裨益人口、妊産婦数などを推計する。 

 本邦研修につき、要請書には６週間から８週間の研修と示されているが、実質的には、管理
職が出国する場合２週間以上は難しい。研修はしたがって、２～３の期間の違うコースに分

けて準備してほしい。 
 プロトコールとガイドラインに関して、既存のRHガイドラインやMCHのチェックリストな
どの重複にならないよう、それらを生かし、しかも簡便で日々の診療に生かせるものを策定

してほしいとの要請があった。 
 母子健康手帳の活用方法についてはいくつかの検討事項がある。 

 MCHセンターのカルテと手帳に記入をすることは看護スタッフに負担となる。新しいデ
ータ管理方法が導入される必要がある。 
 母親のRH検診の結果は、子供が複数いる場合、どの子供の手帳に記入するか？ 
 手帳の配布についてNGO診療所やプライベート診療所との連携が不可欠である。なぜな
らば女性の大多数は妊娠判定をうけるため、NGO診療所で受診し、その後出産準備のた
めMCHセンターへ移るとのことである。 
 手帳に含む健康情報は、健康教育・ヘルスプロモーション局の承認が必要である。 

 ヨルダンでの類似JICAプロジェクトにて作成した家庭訪問ボランティアの訓練教材や、家庭
訪問用のIEC教材、MCHセンターでのIEC教材などについては、その妥当性、有効性をパイロ
ット地区においてプレテストした後、導入する。 

 MCHセンターにてビデオ教材を活用したいとの意見もあったが、ビデオ機材の供与が必要で
あること、ビデオ教材の利用状況をモニタリングすることが困難であることから、当面は実

施しないこととした。 
 プロジェクト秘書につき、保健庁から他の任務との兼任であれば配置できる旨、確認した。
フルタイムの秘書が必要な場合はプロジェクトにて任用してほしいとの申し出があった。ま

たJICAフィールド事務所（ラマラ）の職員となるディマ職員から、当プロジェクトの調整役
を引き受ける旨、申し出があった。この場合はディマ職員に臨時会計役を委任できるかどう

か、プロジェクト専任の秘書を雇いディマ職員の管理下におくかなど検討すべき課題が明ら

かになった。 
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の
女
性
と
子
供
が
改
善
さ
れ
た
母
子
保
健
・
RH
サ
ー
ビ
ス
を
利

　
　
用
す
る
。

上
位
目
標

パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
区
全
域
（
西
岸
地
区
と
ガ
ザ
）
に
お
け
る
女
性
と
子
供
の

健
康
が
改
善
さ
れ
る
。

M
ea

ns
 o

f V
er

ifi
ca

tio
n

パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
政
府
と
保
健
庁

の
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
の
政
策
に

変
更
が
な
い
。

チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
や
分
離
壁
の

状
況
が
こ
れ
以
上
悪
化
し
な
い
。

１
．
妊
産
婦
死
亡
率
が
減
少
す
る
。

２
．
５
歳
未
満
児
死
亡
率
が
減
少
す
る
。

３
．
女
性
と
５
歳
未
満
の
子
供
の
貧
血
症
が

 そ
れ
ぞ
れ
減
少
す
る
。

４
．
５
歳
未
満
の
低
体
重
児
の
減
少
の
比
率
が
減
少
す
る
。

Pr
oj

ec
t T

itl
e:

 パ
レ
ス
チ
ナ
母
子
保
健
に
焦
点
を
当
て
た
リ
プ
ロ
ダ
ク
テ
ィ
ブ
ヘ
ル
ス
向
上
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

Ta
rg

et
 A

re
a：
パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
区
（
西
岸
地
区
と
ガ
ザ
）

   
   

   
 P

ilo
t A

re
a：
ジ
ェ
リ
コ
県
と
ラ
マ
ラ
県
の
一
部

Im
po

rt
an

t A
ss

um
pt

io
ns

（
間
接
裨
益
者
：
パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
区
全
域
の
保
健
庁
ス
タ
ッ
フ
、

M
C

H
/P

H
C
セ
ン
タ
ー
・
ス
タ
ッ
フ
及
び
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
で
き
る
女
性
住
民
（

15
～

49
歳
）

　
約

50
万
人
と
子
供

*1
（
０
～
５
歳
）
約

35
万
人
、
難
民
を
除
く
。

Ta
rg

et
 P

op
ul

at
io

n：
リ
プ
ロ
ダ
ク
テ
ィ
ブ
年
齢
の
女
性
住
民
（

15
～

49
歳
）
約

18
,0

00
人
と
子
供

*1
（
０
～
５
歳
）
約

16
,0

00
人
、
及
び
男
性
住
民
約

2,
00

0人

N
ar

ra
tiv

e 
Su

m
m

ar
y

O
bj

ec
tiv

el
y 

V
er

ifi
ab

le
 In

di
ca

to
rs

５．PDM（和文） 
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1-
1
パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
区
全
域
に
お
い
て
、

70
％
以
上
の
保
健
庁
行
政
官

が
母
子
保
健
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
研
修
を
修

了
す
る
。

1
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
報
告

1
訓
練
を
受
け
た
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー

ト
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
対
象
地
域
で

働
き
続
け
る
。

1-
2
研
修
を
修
了
し
た
保
健
庁
行
政
官
の

80
％
以
上
に
お
い
て
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
の
自
己
評
価
と
第
三
者
評
価
が
向
上
す
る
。

2
対
象
地
区
の
保
健
統
計

1-
3
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
区
に
お
い
て

70
％
以
上
の

M
C

H
/P

H
C
セ
ン
タ
ー
ス

タ
ッ
フ
が
保
健
庁
の
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
向
上

し
た
と
評
価
す
る
。

3
M

C
H
セ
ン
タ
ー
統
計

2-
1
パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
区
全
域
の

M
C

H
/P

H
C
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
新
し

い
プ
ロ
ト
コ
ー
ル
と
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
関
す
る
訓
練
を
修
了
し
た
医

療
従
事
者
が
増
加
す
る
。

2-
2
パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
区
の

70
％
（
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
区
の
全
て
）
の

M
C

H
/P

H
C
セ
ン
タ
ー
の
ス
タ
ッ
フ
が
、
母
子
保
健
・

R
H
サ
ー
ビ
ス

の
新
し
い
プ
ロ
ト
コ
ー
ル
と
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
理
解
す
る
。

2-
3
パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
区
の

70
％
（
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
区
の

90
％
以
上
）
の

M
C

H
/P

H
C
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
、
新
し
い
プ
ロ
ト
コ
ー
ル
と
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
に
則
っ
た
母
子
保
健
・

R
H
サ
ー
ビ
ス
が
提
供
さ
れ
る
。

（
原
則
、
第
三
者
評
価
で
実
施
す
る
が
、
治
安
等
の
事
情
に
よ
る
困

難
な
箇
所
は
自
己
評
価
と
す
る

)
2-

4
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
区
の

70
％
以
上
の

M
C

H
/P

H
C
セ
ン
タ
ー
に
お
い

て
、
利
用
者
満
足
度
が
向
上
す
る
。

3-
1
母
子
健
康
手
帳
が
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
区
の

90
％
以
上
の

M
C

H
/P

H
C
セ

ン
タ
ー
等
に
配
布
さ
れ
る
。

3-
2
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
区
の

M
C

H
/P

H
C
セ
ン
タ
ー
で
診
療
を
受
け
る
全
て

の
妊
産
婦
が
母
子
健
康
手
帳
を
活
用
す
る
。

*3

*3
（
活
動
の
対
象
は
全
国
で
あ
る
が
、
国
情
に
よ
り
全
国
規
模
の
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
が
困
難
で
あ
る
た
め
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
は
パ
イ
ロ
ッ
ト

地
区
に
限
定
す
る
。
）

3-
3
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
区
に
て
母
子
健
康
手
帳
の
効
果
に
関
す
る
評
価
報
告

書
が
出
来
る
。

3-
4
母
子
健
康
手
帳
を
全
国
展
開
す
る
た
め
の
戦
略
が
策
定
さ
れ
る
。

3-
5
母
子
健
康
手
帳
が
パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
区
全
域
の

50
％
以
上
の

M
C

H
/P

H
C
セ
ン
タ
ー
で
配
布
さ
れ
る
。

4-
1
啓
発
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
へ
の
参
加
者
（

18
歳
以
上
の
男
性
）
の
延
べ

人
数
が

20
00
人
以
上
と
な
る
。

4-
2

R
H
、
子
供
の
健
康
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
に

関
す
る
知
識
と
態
度
が
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
参
加
男
性
の

80
％
に
お
い

て
向
上
す
る
。

４
．
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
区
に
お
け
る
住
民
男
女
に
お
い
て
、

R
H
、
子
供
の
健

　
　
康
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
に
関
す
る
意
識
、
行
動

　
　
の
変
化
が
起
こ
る
。

１
．
パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
区
全
域
に
お
い
て
保
健
庁
の
母
子
保
健
行
政
サ
ー
ビ

　
　
ス
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力
が
向
上
す
る
。

２
．
パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
区
全
域
の

M
C

H
/P

H
C
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
、
新
し

　
　
い
プ
ロ
ト
コ
ー
ル
と
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
則
っ
た
母
子
保
健
・

R
H
サ
ー

　
　
ビ
ス
が
提
供
さ
れ
る
。

３
．
母
子
健
康
手
帳
が
作
成
さ
れ
、
１
）
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
区
で
、
ま
た
後
に

　
　
２
）
パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
区
全
域
で
活
用
さ
れ
る
。

成
果
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4-
3
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
参
加
既
婚
男
性
の

50
％
が
、

R
H
と
子
供
の
健
康

に
つ
い
て
配
偶
者
と
話
し
合
う
よ
う
に
な
る
。

4-
4
家
庭
訪
問
に
よ
る
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
受
け
た
女
性
と
子
供
の
延
べ

人
数

4-
5

R
H
と
子
供
の
健
康
に
関
す
る
知
識
と
態
度
が
家
庭
訪
問
先
の
対
象

女
性
の

80
％
に
お
い
て
向
上
す
る
。

4-
6
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
区

M
C

H
/P

H
C
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
妊
娠

12
週
以
前

に
産
前
検
診
を
利
用
す
る
女
性
が

M
C

H
/P

H
C
セ
ン
タ
ー
全
出
生
数

の
80
％
に
増
加
す
る
。

4-
7
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
区
に
お
い
て
出
産
後
母
子
が
医
療
機
関
に
滞
在
す
る

平
均
日
数
が

50
％
延
長
す
る
。

4-
8
家
庭
訪
問
先
女
性
の

70
％
が
、

R
H
と
子
供
の
健
康
に
つ
い
て
配
偶

者
と
話
し
合
う
よ
う
に
な
る
。

5-
1
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
実
施
計
画
表
（
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
実
施
者
、
ツ
ー
ル
、
予
定
な
ど
）
が
策
定
さ
れ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

終
了
後
も
継
続
さ
れ
る
状
態
と
な
る
。

5-
2
文
書
化
さ
れ
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
・
教
訓
等
が
関
係
省
庁
と
主

要
な
地
方
自
治
体
、
他
援
助
機
関
に
共
有
さ
れ
、
数
件
の
事
業
に
お

い
て
そ
れ
ら
の
成
果
・
教
訓
が
反
映
さ
れ
る
。

5-
3
最
終
報
告
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
実
績
。

1
（
保
健
庁
に
よ
っ
て
全
国
展
開
す
る
活
動
）

-

1-
1
母
子
保
健
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
し
て
日
本
に
て
行

政
官
の
研
修
を
実
施
す
る
。

1)
ラ
マ
ラ
と
ジ
ェ
リ
コ
の
両
地
域
に
お
け
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
オ
フ
ィ
ス

お
よ
び
設
備

初
年
度
の
本
邦
研
修
の
暫
定
的
内
容

2)
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
者
お
よ
び
代
表
者

a-
 日
本
の
保
健
医
療
行
政
の
概
観

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
代
表

b-
 母
子
保
健

R
H
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（
監
督
方
法
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
、

評
価
）
、
特
に
子
供
の
診
療
に
つ
い
て
と
パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
区
の
実

情
と
の
比
較

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
ャ
ー

c-
 R

H
の
概
念
と
母
子
保
健
や

PH
C
へ
の
統
合
の
仕
方

3)
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
に
必
要
な
人
材

d-
 パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
区
で
活
用
さ
れ
る
新
し
い
プ
ロ
ト
コ
ー
ル
と
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
の
草
案
策
定
の
演
習

パ
イ
ロ
ッ
ト
地
区
に
お
け
る
保
健
庁
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

e-
 プ
ロ
ト
コ
ー
ル
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
運
用
促
進
戦
略
の
策
定

（
監
督
方
法
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
、
評
価
）

専
任
秘
書

f-
 パ
レ
ス
チ
ナ
保
健
庁
行
政
官
用
研
修
計
画
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
策
定

必
要
に
応
じ
て
日
本
人
専
門
家
の
た
め
の
パ
ー
ト
タ
イ
ム
の
通
訳

５
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
・
教
訓
が
、
関
係
省
庁
、
地
方
自
治
体
、
他
援

　
　
助
機
関
や
住
民
等
と
、
全
国
レ
ベ
ル
で
共
有
さ
れ
る
。

投
入

:

パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
政
府
側
：

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
予
算
と
人
員
が
計

画
通
り
適
切
に
配
置
さ
れ
て
い
る

こ
と
。

活
動

:
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1-
2
日
本
で
研
修
を
終
え
た
行
政
官
に
よ
り
、
特
に
地
方
の
保
健
庁
行
政

官
に
対
し
て
、
母
子
保
健
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
す

る
研
修
を
実
施
す
る
。

1-
3
保
健
庁
の
母
子
保
健
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
定
期
的
に

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
し
評
価
す
る
。

1)
以
下
の
分
野
の
専
門
家
派
遣

2
（
保
健
庁
に
よ
る
全
国
展
開
の
活
動
）

チ
ー
フ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

2-
1
パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
区
で
活
用
さ
れ
る
新
し
い
プ
ロ
ト
コ
ー
ル
と
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
の
作
業
部
会
を
設
立
す
る
。

リ
プ
ロ
ダ
ク
テ
ィ
ブ
ヘ
ル
ス

2-
2

母
子
健
康
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

母
子
健
康
手
帳
の
作
成
、
普
及

2-
3
日
本
で
研
修
を
受
け
た
行
政
官
に
よ
っ
て

M
C

H
/P

H
C
セ
ン
タ
ー
の
ス

タ
ッ
フ
に
対
し
、
プ
ロ
ト
コ
ー
ル
や
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
関
す
る
研
修

を
実
施
す
る
。

2)
日
本
お
よ
び
第
三
国
に
お
け
る
パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
政
府
官
僚
の
訓
練

2-
4

M
C

H
/P

H
C
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
新
し
い
プ
ロ
ト
コ
ー
ル
と
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
に
則
っ
た
母
子
保
健
・

R
H
サ
ー
ビ
ス
の
運
用
を
促
進
す
る
。

3)
機
材
供
与
を
行
う
。

2-
5

M
C

H
/P

H
C
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
、
サ
ー
ビ
ス
改
善
の
た
め
に
必
要
な

基
本
的
医
療
機
材
を
整
備
す
る
。

2-
6

M
C

H
/P

H
C
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
提
供
す
る
母
子
保
健
・

R
H
サ
ー
ビ

ス
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
、
評
価
す
る
。

3
（
保
健
庁
に
よ
る
主
に
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
区
で
の
活
動
）

3-
1
母
子
健
康
手
帳
の
作
業
部
会
を
設
立
す
る
。

3-
2
日
本
の
母
子
健
康
手
帳
を
理
解
す
る
。
（
本
邦
研
修
）

3-
3
パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
区
に
適
し
た
母
子
健
康
手
帳
の
草
案
を
作
成
す

る
。
（
日
本
と
現
地
で
の
活
動
）

3-
4
母
子
健
康
手
帳
の
ド
ラ
フ
ト
の
プ
レ
テ
ス
ト
を
実
施
す
る
。

3-
5
母
子
健
康
手
帳
に
関
連
す
る
他
の
援
助
機
関
と
協
調
、
調
整
す
る
。

3-
6
母
子
健
康
手
帳
を
完
成
さ
せ
る
。

3-
7

N
G

O
診
療
所
、
私
立
診
療
所
、
病
院
な
ど
と
連
携
し
て
パ
イ
ロ
ッ
ト

地
区
に
て
母
子
健
康
手
帳
を
配
布
す
る
。

3-
8
母
子
健
康
手
帳
の
活
用
方
法
に
つ
き
訓
練
を
実
施
す
る
。

3-
9
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
区
に
お
け
る
母
子
健
康
手
帳
の
活
用
状
況
を
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
、
評
価
す
る
。

日
本
側
：

以
下
の
項
目
を
満
た
し
た
母
子
保
健

R
H
サ
ー
ビ
ス
の
新
し
い
プ
ロ
ト

コ
ー
ル
と
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
完
成
す
る
。
１
）

R
H
を
母
子
保
健

PH
C

に
取
り
入
れ
る
、
２
）
子
供
の
健
康
を
重
視
す
る
、
３
）
既
存
の
プ

ロ
ト
コ
ー
ル
や
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
活
用
す
る
、
４
）
乳
が
ん
検
診
、

子
宮
頸
が
ん
検
診
、
性
感
染
症
な
ど
の
検
査
を
含
む
。
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3-
10
パ
レ
ス
チ
ナ
自
治
区
へ
の
母
子
健
康
手
帳
の
配
布
、
利
用
促
進
に
つ

き
、
関
連
援
助
機
関
と
協
調
す
る
。

3-
11
母
子
健
康
手
帳
を
全
国
展
開
す
る
た
め
の
戦
略
を
検
討
す
る
。

4
（
ロ
ー
カ
ル

N
G

O
と
保
健
庁
に
よ
る
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
区
で
の
活

動
）

4-
1
活
動
計
画
を
立
て
る
。

4-
2
啓
発
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
や
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施
す
る
担
当
者
の
訓
練
を

実
施
す
る
。

4-
3

R
H
、
子
供
の
健
康
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
の
ア
ド
ボ
カ
シ
ー
を
地
域
の
宗
教

リ
ー
ダ
ー
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
リ
ー
ダ
ー
、
行
政
官
、
教
師
な
ど
に
対

し
戦
略
的
に
実
施
す
る
。

4-
4
既
存
の

IE
C
教
材
を
活
用
し
て
、
ま
た
住
民
の
ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ

て
、

IE
C教
材
を
作
成
す
る
。

4-
5

IE
C
教
材
を
用
い
て
啓
発
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
対
象
男
性
に
実
施
す

る
。

（
保
健
庁
に
よ
る
主
に
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
区
で
の
活
動
）

4-
6
地
域
ヘ
ル
ス
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
に
よ
る
家
庭
訪
問
の
訓
練
計
画
を
立
て

る
。

4-
7
フ
リ
ッ
プ
チ
ャ
ー
ト
を
印
刷
す
る
。
（
ヨ
ル
ダ
ン
作
成
の
物
を
参

照
）

4-
8
ヨ
ル
ダ
ン
で
の
類
似

JI
C

A
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
家
庭
訪
問
員
訓
練
教
材

を
活
用
し
て
、
地
域
ヘ
ル
ス
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
訓
練
を
実
施
す
る
。

（
ヨ
ル
ダ
ン
で
の
研
修
）

前
提
条
件

4-
9
家
庭
訪
問
の
実
施

1

4-
10
家
庭
訪
問
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
評
価
を
実
施
す
る
。

5
（
保
健
庁
と
選
出
さ
れ
た
ロ
ー
カ
ル

N
G

O
の
活
動
）

5-
1
保
健
庁
と
現
地

N
G

O
の
双
方
の
活
動
に
つ
い
て
、
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
・

デ
ー
タ
の
収
集
と
分
析
を
各
々
に
お
い
て
実
施
す
る
。

2
イ
ス
ラ
エ
ル
政
府
に
よ
る
パ
レ
ス

チ
ナ
政
策
が
悪
化
し
な
い
。

5-
2
定
期
的
に
活
動
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
評
価
を
実
施
す
る
。

5-
3
実
施
状
況
、
教
訓
、
提
言
な
ど
を
進
捗
報
告
書
に
ま
と
め
る
。

3

5-
4
実
施
状
況
、
教
訓
、
提
言
な
ど
を
関
係
省
庁
、
地
方
自
治
体
、
他
援

助
機
関
及
び
住
民
に
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
や
セ
ミ
ナ
ー
等
に
よ
り
報
告

す
る
。

R
H
・
母
子
保
健
の
啓
発
に
宗
教

リ
ー
ダ
ー
や
政
策
決
定
者
が
反
対

し
な
い
。

関
係

す
る
ス
テ
ー

ク
ホ
ル
ダ
ー

が
す

べ
て
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
積

極
的

に
参

加
す
る
。
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Plan of Operation Project for Improving Reproductive Health with a special focus on Maternal and Child Health in Palestine
年度
月

月次

年度
月

月次

2007 2008
6 OUTPUT1(Activities implemented by MOH: NATIONWIDE)

2005 2006
1 2 3 4

Maternal and Child Health
Management

Chief Advisor

7

2008
4 5 6 7

5 8 944 5 1 6Assignment 1 2 3 12

2005
109 2 4 2 311 12Experts

3 Maternal and Child Health Booklet

Men's
W.S. 6 BCC (Workshop for Men) Third Country Expert

Maternal and Child
Health Booklet

Reproductive
Health

1 Chief Advisor

2 Maternal and Child Health Management

4 Reproductive Health

Home Visit 5 BCC (Home Visit) Third County Expert

9 10 11
2005

212 3

1

8

611 512 38

7 11 1 22

2 Mid-term Evaluation

1 Joint coordination Committee

6
2007

4 5 6 7 8 9
2006

11 12 110

2007
9 10 11 125 6 17 8

2006
9 10 1 2 3 487

310

5

2008
4 5 63

3 Final Evaluation

Monitoring and Evaluation

Assignment
西暦
月

月次
6 72 3 4 510 11 12 16 7 8 92 3 4 510 11 12 1

2007 2008
8 9 10 11 12 1 2 36 OUTPUT1(Activities implemented by MOH: NATIONWIDE)

2005 2006
4 5 6 7 8 91 2 3 4

2005 2008
3 OUTPUT2(Activities implemented by MOH: NATIONWIDE)

1-3 The management skills of MOH for MCH services is monitored and evaluated
regularly.

1-2 Conduct training and workshops on MCH/RH services management and quality of
care for staff of MCH/PHC centers and others by the trainers trained in Japan.

1-1 Conduct training of trainers on MCH/RH services management and quality of care
in Japan: (Activities in Japan and in Palestine)

Assignment 1 2 4 5 6
2006 2007

5Assignment

西暦
月

月次

西暦
月

月次

(For the  Pilot Area) (for National)

西暦
月

月次

Gender

 

in Jordan in Palestine Gender

西暦
月

月次

Oct.6-Nov.

6

3-10 Concert with other donors and make a plan to promote MCH booklets utilization
in the West Bank and the Gaza Strip.

OUTPUT3(Activities implemented by MOH: mainly JERICHO and PART OF
RAMALLAH)

3-2 Understand MCH booklets used in Japan  (Which is conducted in Japan and in
Palestine)

3-6 Produce MCH booklets.

2-5 Basic Medical Equipments were installed at the MCH/PHC to improve the
services.

1 2 3 4

Ramadan

2-1-2 Training in Japan to make a draft protocols and guidelines of MCH/RH
services. (Which is conducted in Japan.)

5-4 Present good practices, lessons learned and recommendations in a progress
report.

5-1 Collect baseline data and analyze according to the responsibilities that each
of the above two bodies has, respectively.
5-2　Monitor the activities under respective responsibilities of the above two
bodies, respectively.

(Activities implemented by MOH: JERICHO and PART OF RAMALLAH)
4-6 Plan home visits to the targeted women by trained village health workers.

4-5 Conduct awareness-raising workshops/forums for targeted men. 

2-2 Establish protocols and guidelines of MCH/RH services by integrating the scope
of RH into MCH/PHC services and stressing children’s health and also by utilizing
the existing protocols and guidelines of RH.

2-6 Monitor and evaluate MCH/RH services provided at MCH/PHC centers.

4-7 Produce flip charts.

4-9 Conduct home visits.

2007

4

4-10 Monitor and evaluate the training and home visits.

4-8 Train village health workers by using a set of training manuals produced and
used in the previous JICA project conducted in Jordan. (Training conducted in

4-4 Produce IEC materials to respond to the needs of the targeted men as well as ut

4-2 Conduct training and workshops to those who conduct awareness raising
workshops/forums.

4-3 Advocate RH, including gender and FP, in relation to the project to the strateg

211 12 1Assignment 1 2 3

2
2005

3

2-1 Make a draft protocols and guidelines of MCH/RH services for the West Bank and
the Gaza Strip. (Which is conducted in Japan and Palestine.)
2-1-1 Examine existing protocols and guidelines of MCH/RH services.(Which is
conducted in Palestine.)

11
2005
129

2-1-3 Make a draft protocols and guidelines of MCH/RH services for the West Bank
and the Gaza Strip. (Which is conducted in Japan and Palestine)

10OUTPUT4(Activities implemented by a selected local NGO in cooperation of
MOH: JERICHO and PART OF RAMALLAH)

3-9 Monitor and evaluate the usage of the MCH booklets at MCH/PHC centers in the
pilot area.

10
2008

4 5 6 7

2008
4 5 6 7

2-3 Conduct training and workshops on protocols and guidelines of MCH/RH services
for staff of MCH/PHC centers by the trainers trained in Japan.
2-4 Promote a package of MCH/RH services at the existing MCH/PHC centers by
following the established protocols and guidelines.

3 OUTPUT2(Activities implemented by MOH: NATIONWIDE) 11211

1 28

Assignment 1 2

311 12 1 27 8 9 106

1098

12

4 5 6

5

2 3 4 5

9 10

5 1

3

4

2006

6 7 8 9 10

7

12

8

1 2 3

12 18 9 2

11

5 11Assignment 1 2 3

3-1 Set up a Working Group of MCH booklets.

2

3-5 Cooperate and coordinate with other donors concerning MCH booklets.

2006

3-4 Draft MCH booklets. (including Pre-Test)

3-3 Sketch a booklet suitable for the West Bank and the Gaza Strip. (Which is
conducted in Japan and Palestine)

3-7 Use MCH booklets in cooperation with private clinics, NGO clinics, and
hospitals in the pilot area (Jericho and part of Ramallah).

2007
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

3 4 5 6 11 12 1 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

3
2007

7 8 9 103 4 5 6
2005 2006 2007

8 9 10 11 12 1 2

65

3-8 Conduct training in MCH booklets utilization.

5 6

4

2008
4 5 6 7

3-11 Strategies to promote MCH booklets utilization in the West Bank and the Gaza
Strip were examined.

3 1011 6 7 8 9
2006

4

2008
4 5 6 7Assignment

5-3 Compile good practices, lessons learned and recommendations in a progress
report.

4-1 Make a plan of activities and select a suitable local NGO.

OUTPUT5(Activities by both MOH and a selected local NGO)

６．活動計画（PO）案 
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2005年６月21日、パレスチナ保健セクターのSWG会議に出席したので、主たる議事につき以
下に報告する。同会議は当初ガザでの開催を予定されていたが、20日にガザ検問所において爆
弾テロ未遂が起こったため、急遽、ラマラでの開催に変更されたとのことである。よって、議

長を務めた保健庁（ガザ）のDr. Abu Ramadanはテレビ会議により参加した。 
 
開催地：計画庁（ラマラ） 
参加者： 
Sawsan Batato（イタリア援助庁） 
Rino Pappagallo（イタリア援助庁） 
Hafedh Chekir（UNFPA） 
Ambrogio Manenti（WHO） 
Husam Siam（UNRWA） 
Antonio Aloi（イタリア大使館） 
Juan Tello（EC） 
Anne Johansen（世界銀行） 
Abu Ramadan（保健庁・ガザ） 
Qasem Ma’ani（保健庁国際協力局） 
Cairo Arafat（計画庁） 
 
Joan Jubran （HDIP：Health Development Information and Policy Institute） 
Hiroki Miyoshi（JICA） 
Akiko Hagiwara（JICA） 
 
１．SWG会議の開催について 

 ドナー間の協調と情報共有のためにSWGが有効に活用されるべき。 
 SWG会議の２週間前には、コアグループ（計画庁、保健庁、イタリア援助庁、WHO）
による準備会議が必要である。 

 時間や場所の変更が今回周知されていなかった。保健庁からの会議に関する情報提供を
徹底して欲しい。 

 本会議の参加団体は小規模にとどめるべきである。 
 さまざまな困難が予想されるが、次回のSWG会議はガザで開催してほしい。 

 
２．Presentation：The Impact of Wall on Health, Initiatives and Developments implemented by Health 

Stakeholders in the Wall area.（HDIP） 
 分離壁による直接の影響：425,000人のパレスチナ人、23診療所（うち15NGO診療所、２
UNRWA診療所） 

 分離壁により診療所や救急車の稼動が過剰になる。 
 医療スタッフへの新たな研修の必要性大。 
 新たな医療施設の必要性大。 
 アクセス問題に対しては、保健庁とドナーの密接な連携が必要。 

７．保健セクター・ワーキング・グループ（SWG）会合にかかる報告 
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 医療施設にアクセスできない地域では一部モーバイル・クリニックも活用されていて、
一時診療、二次診療が行われている。 

 分離壁の影響による健康問題に対する支援は、個々に独立していて統合されていない。 
 HDIPは分離壁の健康への影響につき報告書をまとめ、今月中に出版する予定。希望者に
は配布する。 

（WHO）OCHAが分離壁の影響につき調査をまとめ、７月中に発表する予定。この調査で
は住民からの聞き取り調査の結果、分離壁からの距離にかかわりなく、診療・治療への

影響、医薬品の調達、予防接種などに影響があることが明らかになった。次回の会議で

は分離壁問題に関する保健大臣の見解を述べて欲しい。 
（計画庁）分離壁に関するプロジェクトを全て把握するのは容易ではないが、計画庁で一

括して掌握したい。現在分離壁の健康被害へ対応するための保健庁に対する支援は２つ

しかなく、多くのプロジェクトはNGOが主体となっている。NGO主体のプロジェクトに
つきその全体像を把握することはほぼ不可能である。各国ドナーが中心となって時刻

NGOの活動を掌握し、計画庁へ情報提供して欲しい。 
（保健庁）国際協力局が保健庁の国際協力の窓口になっているので、保健分野でのすべて

のプロジェクトの情報を提供して欲しい。 
（WHO）WHOでは保健医療協力のデータベースを作成しているので、関係者で人道支援
のため有効に活用して欲しい。 

（保健庁）プロジェクトや援助の重複を避けるために、また国家開発計画との整合性を図

るため、これらのデータベースを積極的に活用していきたい。 
 

３．イスラエルのガザ撤退計画への対応 
（計画庁）イスラエル政府は８月15日から６週間以内にガザおよび一部西岸地区からの撤退
を実施する。撤退後のガザ復興においては、生計創出、雇用確保、社会福祉、健康改善、

人道支援などの優先課題が挙げられている。問題は最大６週間（以上？）に渡る撤退中、

ガザが完全封鎖される恐れがあり、それに対する対策を講じることである。完全封鎖に対

応するためには、水、電気、下水などのライフ・ラインの復旧を早急に行う必要がある。

（イスラエルからのこれらの供給が全てストップするため。）また、物資の搬入路も全て

封鎖されるため、食料、飲料水、医薬品、などの６週間分以上の備蓄が必要である。 
（保健庁）人道支援物資の搬入のため対策委員会を設置し、13部門のタスクフォースを組織
したが、保健医療のタスクフォースはまだない。保健庁が中心となって保健医療タスクフ

ォースを立ち上げる。 
（WHO）保健医療分野の人道支援を実施するため、保健庁と援助機関の密な連携が必要であ
る。 

（計画庁）ウォルフェンソンが率いる国連がガザ完全封鎖を回避するため孤軍奮戦している。

他のドナーからウォルフェンソンへのサポートもお願いしたい。またガザ撤退が公正に実

施されるよう、国連機関の監視が不可欠である。 
（保健庁）ガザ封鎖に備えた備蓄品のリストは99％完成しているが公開はできない。封鎖時
には患者も医療従事者も域外への移動、域内での移動ができなくなるため、医療を提供す

ることもほぼ不可能である。特に急患や重篤な患者の治療は、ガザ域内ではできないため、
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隣国ヨルダンやエジプトへの搬送も含めて検討されなければならない。ガザで治療できな

いのは、腫瘍の治療のための化学療法や放射線療法、腎臓透析などである。人材不足が主

な原因であり、ガザ封鎖期間中、外国人の医療従事者をガザに駐留させることは可能であ

るが、持続発展性がまったくない。 
（世銀）患者を装い自爆テロを企てるものが昨日もあり、イスラエルが患者の搬送を許可す

る可能性は低い。（女性患者が下着に爆発物を隠し持ってチェックポイントを突破しよう

とした。） 
（WHO）ガザ撤退計画への対応を報告書にまとめたので、供覧していただきたい。今後の支
援活動を有効にするためにも、SWG会議にて情報交換したい。 

 
４．Technical Assistance Mission Matrix 

イタリア援助庁が中心となってTechnical Assistance Mission Matrixの作成を提案したが、記
入方法につき合意に至らなかった。主たる問題はプロジェクトによりミッションの来訪計画

が事前、終了時のみであったり、実施中も訪問するなどばらつきがあるため、一概に表中に

収まらないとの意見があったため。 
 
５．JICAの母子保健プロジェクトについて報告 

８月より３年間の計画で母子保健に焦点をあてたリプロダクティブヘルス向上プロジェ

クトを実施すること、特に母子保健手帳の作成、普及においてUNICEFと協力して実施する
ことなどを報告した。 

 
（入手した資料） 

Disengagement-Healthcare during withdrawal operations in Gaza, by WHO, June 20, 2005. 
 

以上 
（参考情報） 

 ガザ地区には130万人以上の人が暮らし、そのうち難民は90万人以上。 
（2003年UNRWA調べ） 

 水や電気などのライフ・ラインは、全てイスラエルのコントロール下にある。よって、パ
レスチナに固有の水資源に対しても、パレスチナ人は占領者であるイスラエルに料金を払

って手に入れなければならない。 
 水に関しても、圧倒的少数のイスラエル人入植者がそのほとんどを独占しており、パレス
チナ人が利用できる水の量は劇的に制限されている。 

 イスラエル内務省によれば、入植地は現在ガザと西岸合わせて140箇所余り、人口は24万
人余りという。このうち、撤退するガザは入植地21箇所、住民は8,500人前後である。国連
決議に従えば、イスラエルは和平の最終交渉にあたって、これら入植地の全面放棄を求め

られるとみなければならない。 
 WHOから入手したレポートによると、ガザ撤退の入植者の撤退に６週間、軍事基地の撤退
にさらに数週間かかることもあり、長期化が予想されている。 
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（追加参考情報） 

パレスチナ保健セクターの援助協調体制 
 
ドナー会議であるDonor Forumは1993年に設立され、世銀が議長を務める。Donor Forumの下

にAdo Hoc Liaison Committee（AHLC）としてノルウェー、カナダ、日本、米国、EU、ロシア、
サウジアラビアなどがメンバーとなって年２回の会合を開催。世銀、UNESCOをSecretariatsと
するLocal Aid Coordination Committee (LACC)は毎月開催される。 
保健セクターのHealth Sector Working Group（HSWG）はLACCの下に配置され、年２回保健

セクター全般の援助政策、戦略、マクロ経済や国家資源との関連などにつき、話し合われる。

HSWGへ情報提供するためのインフォーマルな話し合いの場として、保健の分野別のThematic 
Group が組織されている。（リプロダクティブヘルス、管理情報システム（MIS）、腫瘍学
（Oncology）、メンタルヘルスなどのグループがある。）Thematic Groupは保健庁、ドナー、UN、
NGO、などが参加し各保健分野における支援プロジェクトの動向などにつき話し合い、援助プ
ロジェクトの重複を避けた、具体的な実現可能な作業工程の策定を目的とする。さらにドナー

側だけのインフォーマルな情報交換の場として月１回のInter-Donor Coordination Meetingも開催
されるようになり（イタリア援助局、WHOが議長）、ドナー間での援助協調に努めるとともに、
HSWGへの有効な情報提供を目指している。 
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